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第 1 章 イントロダクション 

 

1.1 本研究の背景と問題意識  

 

The problems that exist in the world today cannot be solved by the level of thinking that created them. 

(Albert Einstein) 

 

 果たして、ビジネスリーダーにとって最も重要なステークホルダーは株主であり、

企業の利益を最大限増幅させることが最上位の目的なのであろうか。グローバル化及

びITの発達により世界が益々相互依存の度合いを強め、ビジネスを取り巻く環境が複

雑かつ非連続になる中、実務家と研究者は企業の責任について伝統的な考え方を再考

する必要性に迫られている（Parmar, Freeman, Harrison, Wicks, Purnell, & De Colle, 2010; 

Waddock, 2016）。とりわけ21世紀に入り、米国では、EnronやWorldcomといった大企業

における数々のスキャンダルが発覚し、ビジネスリーダーの倫理観に疑問が投げかけ

られるようになった（Ghoshal 2005; Waldman & Galvin 2008）。さらには、社会の不平等

の増大、世界的な広がりをみせているテロや気候変動といった人類にとって困難な問

題が次々と起こる中で、ビジネスリーダーが社会的課題解決に向けて積極的にリーダ

ーシップを取ることが求められてきている（Maak & Pless, 2009; Tsui, 2021）。実務界で

は、2018年にBlackRock社のCEO Larry Finkが気候変動に対する企業の責任に言及し、

2019年には米経済団体ビジネス・ラウンドテーブルが、株主第一主義からの脱却、従

業員や地域社会など全てのステークホルダーに利益をもたらす責任があると宣言を行

った。ビジネス研究の世界も同様に、「機能的、倫理的にも厳しい試練にさらされてい

る株主主体の資本主義モデル」（Pirson & Lawrence, 2010; Spitzeck, Amann, Pirson, Khan, 

& Von Kimakowitz, E. (Eds.), 2009, P.6）を前提とする理論からパラダイムの転換を行う

必要性がしばしば議論されており（Ghoshal 2005; Hahn, Kolk & Winn, 2010; Pirson, 2019

他）、株主のみならず社会全体についても考慮するリーダーシップ理論が問われている。 

 然るに、研究者はこの問いに十分には答えられていない。なぜなら、過去何十年に

もわたり、株主及びオーナーに対して利益の最大化をもたらす責任を果たすために、

どのようなリーダーの特性、行動が企業の財務パフォーマンス向上のうえで有効であ

るか、主にリーダーとフォロワーの関係を中心に分析が行われてきた（Maak & Pless, 
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2006）。その背景として、近年まで半世紀に渡る世界的なビジネスリーダーシップ研究

が、米国型の資本主義をコンテクストとしたモデルで占められてきた（Cappelli, Singh, 

H., Singh, J., & Useem, 2015）ことが挙げられる。米国では、1980年代初頭まで、ステ

ークホルダー理論（ビジネスには利害やオペレーションに絡むステークホルダーグル

ープが存在し、ステークホルダー間のバランスを取ること）が主流であったが、経済

学の領域から生じた理論的議論によって、シカゴ大学のFriedmanが提唱する株主至上

主義（企業の目的は株主のために利益をあげること）が主流を占めるようになってい

った（Cappelli, Singh, H., Singh, J., & Useem, 2010）。経営者は株主から選出された代表

者であり、株主への利益を最大化することが仕事であるため、社会貢献や慈善事業と

いった利益を損なう活動は求められておらず（Friedman, 2007）、経済と社会を完全に

分離した考え方（Mintzberg, Simons, & Basu, 2002）である。この流れに沿って、「最高

責任者達は経済的な業績を生み出すことだけが役割のように見られ」（Mintzberg et al., 

2002, P.67）、企業のCEOやトップマネジメント・チームを対象としたリーダーシップ論

―アッパー・エシュロン理論（Upper Echelon Theory）や戦略的リーダーシップ（Strategic 

Leadership）―の研究では、実体的な企業のパフォーマンス（例、売上、利益率、倒産

率、株価、生産性等）を示すアーカイブデータとリーダーシップの有効性を検証する

実証研究が頻繁に行われてきた（Hiller, DeChurch, Murase, & Doty, 2011）。 

 米国企業上層部の不祥事が発生し、上層部の責任が問題視されると、倫理問題に焦

点を当てた新しいリーダーシップ論―オーセンティック・リーダーシップ（Authentic 

leadership）や倫理的リーダーシップ（Ethical leadership）等―が次々と生み出されてき

た。しかしながら、これらのリーダーシップ論の多くは、あくまでも組織の中におけ

るリーダーとフォロワーの関係性に焦点を当てたアプローチ（Miska & Mendenhall, 

2018）である。また、組織のパフォーマンスに重点を置いた伝統的なリーダーシップ

論と概念の重複がみられることが実証研究によって明らかにされている（Banks, 

McCauley, Gardner, & Guler, 2016; Hoch, Bommer, Dulebohn, & Wu, 2018他）。したがって、

既存のリーダーシップ論に“倫理”という概念が加えられただけであり、社会全体を

考慮する新しいリーダーシップ理論の構築という問いには答えられていない。 

 結果として、既存のマネジメントやリーダーシップ理論の多くは、企業が社会の中

に埋め込まれているという関係性（social embeddedness）の考えから離脱し、将来への

配慮よりも現在に比重を置いた“コスト―利益分析” (Chichilnisky 1996; Walsh, Weber, 
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& Margolis, 2003)偏重の経済的枠組みに基づいて構築されており、経済理論の限られた

範囲内で人間の行動を解釈している（Lawrence & Pirson, 2015）。 

 このように、現代の諸問題を生み出した経済ロジックを基に構築された理論を用い

た解決は困難であり（Pirson, 2019; Spitzeck et al., 2009）、新しい理論構築にはパラダイ

ムの転換が必要である。そこで、社会におけるビジネスの役割・責任は何かという根

本の問いに立ち戻ることで、新しい理論構築への議論が進められている（Donaldson & 

Walsh, 2015; Spitzeck et al., 2009他）。これらの議論の主要な焦点は、Corporate Social 

Responsibility（CSR）やステークホルダー理論を背景とした、企業による社会への価値

創造、公益を促進するビジネス活動である（Donaldson & Walsh, 2015; Kanter, 2010; 

Porter & Kramer, 2011）。 

 同様に、リーダーシップの分野においても、この流れに沿ったリーダーシップ論―

レスポンシブル・リーダーシップ（Responsible leadership）とサスティナブル・リーダ

ーシップ（Sustainable leadership）―が議論されている。両アプローチとも、リーダー・

フォロワー中心のリーダーシップ論とは異なり、マクロ的視点から経済、社会、環境

におけるステークホルダーも配慮すべき対象に含んでいる。そして、リーダーは社会

的責任や持続可能性をシステムとして組織に根付かせる役割を担っている（Rogers, 

2011）ため、リーダーの能力やマインドセットに依拠する価値観中心のリーダーシッ

プ論である。しかし、概念のほとんどはビジネス倫理及びCSRの文献（Frangieh & 

Yaacoub, 2017）やステークホルダー理論から引用されたコンセプト（Maak, 2007; Maak 

& Pless, 2006; Pless & Maak, 2011; Waldman, Siegel, & Stahl, 2020）、そして他のリーダー

シップ論の概念（Hallinger & Suriyankietkaew, 2018; Miska & Mendenhall, 2018）に大き

く依拠しており、包括的概念レベルの段階である（Miska & Mendenhall, 2018）。トリ

プルボトムライン（利益、人、地球）にも言及しているが、社会に対してどのような

働きかけを行うのかほとんど述べられていない。特に、レスポンシブル・リーダーシ

ップ論では、誰に対して、何の責任を果たすべきかという議論で停滞している。さら

には、CSRを戦略的ツールと捉え、株主・オーナーのみに責任を果たすとする従来型

のリーダーシップアプローチもレスポンシブル・リーダーシップの一種として議論が

行われている（Waldman et al., 2020）。この場合、株主資本主義からのパラダイムシフ

トを目指す代替理論という位置付けとは異なってくる。また、リーダーの価値観に重

点が置かれていることから、レスポンシブル・リーダーシップは、エグゼクティブレ
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ベルのリーダーの「信念、意思、関心を暗示する方向性やマインドセット」（Waldman 

et al., 2020）と定義されている。企業の戦略的意思決定と選択は、エグゼクティブの個

人的な経験、価値観や認知プロセスが反映されるとするアッパー・エシュロン理論に

基づくと、リーダー自身がどのように認識しているのかという点が重要になってくる。

さらには、組織内のフォロワーのみならず組織外のステークホルダーや社会を考慮す

るマクロ的なリーダーシップが求められているが、ビジネスリーダーがどのようにビ

ジネスと社会との関係性を認識し、自身のリーダーシップとして総体的に機能させて

いるかという点については、ほとんどの先行研究で触れられていない。 

 

1.2 本研究の目的 

 上述の背景と問題意識を踏まえて、本研究の目的は、ビジネスリーダーがどのよう

に社会との関係性を認識し、リーダーシップとして機能させているのかプロセスを明

らかにすることである。関連する先行研究では、ステークホルダーへの責任、長期視

点による持続可能なビジネス、環境に配慮といった包括的な概念レベル（What）を提

示しているものの、リーダーシッププロセスとしてどのように（How）機能するのか

という点はほとんど明らかにしていない。また、パラダイムの転換による新しい理論

構築の必要性がこの数十年間認識されているが、まだ十分に答えられていない理由の

一つとして研究方法の限界が挙げられる。これまでに提示されたリーダーシップ論の

ほとんどは、既存文献から抽出した概念の組合せにより生成されたパターンであり、

重複したリーダーシップモデルで溢れている（Shaffer, DeGeest, & Li, 2016）。したがっ

て、本研究では実践のリーダーシップ現象を探索することにより、ビジネスリーダー

が社会との関係性をどのように認識し、理解し、そして自身のリーダーシップとして

行使しているのか解釈することを目的とする。その成果として、リーダーシッププロ

セスを構成する概念を生成し、概念同士の関連性を発見することでどのようにリーダ

ーシッププロセスが機能しているのか明らかにすることを目指す。 

 

1.3 リサーチ・クエスチョン 

 本研究を導いた主要なリサーチ・クエスチョンは以下のとおりである：社会との関

係性を尊重するビジネスリーダーはどのような信念を持ち、どのようにリーダーシッ

プとして機能させているのか。 
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1.4 日本人経営者を研究対象にする理論的根拠 

 上記における目的を達成し、リサーチ・クエスチョンに答えるために、本研究では

日本人経営者を研究対象とする。株主主体の資本主義は（Spitzeck et al., 2009）、「利

益追求を目的とし、そのために人をメカニズムとして捉える」（Melé, 2009, p129）己

の企業活動のみに焦点を当てたエゴ（Mintzberg et al., 2002)であるのに対し、日本企業

は、資本主義の経済システムの中で、組織外のステークホルダーも含めた人との関係

性に重点を置いたマネジメントを貫いてきたと言われている。「ヒトが経済活動のも

っとも重要な資源であることを強調し、その資源の提供者たちのネットワーク、つま

り人材を提供し、取引をしている人々のネットワークを安定的につくり、それを維持・

発展させることこそ大切、と考える原理」（伊丹, 1987）である。企業のステークホル

ダーあるいはより広い範囲で捉えた社会に対して責任を果たす経営アプローチが、日

本やドイツにおいて根付いており、経営者もその信念を保持していることが実証研究

でも明らかになっている（Witt & Stahl, 2016）。 

 さらに、多くの日本企業は社会に対してメッセージを込めた経営理念を掲げている

（第 3 章にて検証）。経営理念はリーダーの価値観や信念を反映したものであり（Schein, 

2010）、松下幸之助をはじめとする日本の経営者が経営理念の構想と浸透に多大な時間

をかけていることは、海外の研究者からも指摘されている（Keegan, 1984; Kotter, 1997）。

また、世界の人々や社会に対する貢献を価値志向とする経営理念と長期的な企業の成

長可能性（売上、経常利益、キャッシュフロー、総資産の各変化率）には正の相関関

係があることを、日本企業のデータによって実証した研究も存在する（Wang, 2009）。

バブルの崩壊と日本企業の世界的プレゼンスの低迷、米国企業の復活により、日本の

経営スタイルは批判され、チャレンジの時代へと突入したことも事実であるが、Jacoby

（2018, P. xi）は、近年の米国内で問題となっている不平等、リスクそして企業責任に

ついて日本から学べると述べている。 

 以上から、日本企業のマネジメントスタイルが社会性を中心に構成された独自性を

有していることは多くの研究者が合意するところである。しかしながら、日本企業の

経営者のリーダーシップについては、「日本で“経営者”の研究の流れ（占部, 1956；

土屋, 1959；高橋, 1977；清水, 1983）は見られたものの、日本企業に関する総合的な文

献における断片にとどまったものであり」（Mishina & Hino, 2013, p.7）、リーダーシ

ップ理論として確立されたものはほとんどみられない。 
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1.5 研究アプローチ 

 本研究では、社会との関係性を尊重するリーダーシップの概念フレームワークを提

示するために、以下の順番で検証を進めることとする。本研究は大きく 3 つの要素か

ら構成される。まず、研究 1 では、社会との関係性を尊重するリーダーシップの探索

において、日本に着目することの予備調査として、企業レベルで米国と比較すること

で日本のコンテクストとしての妥当性を示す。研究 2 では、社会との関係性を尊重す

るリーダーシップの構成概念を明らかにするために、ビジネスリーダーの中で、ステ

ークホルダー及びより広い社会を重視する傾向が強いと思われるインフォーマント達

から仮の概念を抽出する。リサーチ・クエスチョンとは異なる新たな疑問や考えが浮

かび上がってきた場合は、理論サンプリングの収集により探索を行う。研究 3 では、

研究 2 で浮かび上がってきた仮の概念を、追加の多数インフォーマントのデータ及び

ケースデータにより精緻化を行い、概念的フレームワークを提示する。 

 

1.6 本研究の意義 

 本研究によって、社会との関係性を考慮したリーダーシッププロセスが明らかにな

ることで、停滞をしているリーダーシップ理論の構築に示唆を与えうる。社会の変化

にともない、ステークホルダーの考慮や社会への貢献を尊重するビジネス及びリーダ

ーシップ理論の必要性が求められているが、研究者は十分に答えられていない。文献

から構築された仮説とは異なり、実際に社会とのつながりのある中でリーダーシップ

を発揮しているビジネスリーダーの信念や行動を理解することが、今後ますます求め

られるであろう共通善を考慮に入れたビジネスやリーダーシップ研究に示唆を与えう

ると考えたからである。 

 コンテクストの観点からは、既存のリーダーシップ理論構築の背景とリーダーシッ

プの普遍的有効性に対して一視座を与えることである。今日までのリーダーシップ理

論の多くは、北米の研究者によって北米のリーダーを対象として導き出されているが

（Yukl, 2010）、現在世界が抱える課題解決ための議論においては、米国型のビジネス

モデルが批判の対象となっている（Cappelli et al., 2010）。したがって、このような背景

においては、本論文の冒頭に掲げたEinsteinの言葉―今日の世界の問題を生み出した思

考レベルでは、それらの問題を解決することはできない―が示すように、社会とのつ

ながりの中で経営が行われている日本のコンテクストを分析することに意義があると
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考えられる。さらに、異なったコンテクストで研究を進めることは、新しい理論構築

への示唆を与える一方、コンテクストの違いによるリーダーシップの有効性の課題に

対しても参考文献となり得る。リーダーシップの有効性は国によって異なり、普遍的

な部分と文化特有な部分の両方が存在する（Bass, 1990; Bond & Smith, 1996; Dorfman, 

Howell, Hibino, Lee, Tate, & Bautista, 1997; House & Aditya, 1997)ことがグローバル化に

よって明らかになってきている。北米のコンテクストに基づき構築された既存の理論

の多くは（Yukl, 2010）、異なった経済や文化に適応することに対して制限が生じる

（Hofstede, 1993; Zhang, Fu, Xi, Li, Xu, Cao, Li Ma, & Ge, 2012）。リーダーシップは、高

次元の抽象概念として社会システムの範囲内で発生する社会的、相関的な影響プロセ

スである（House & Aditya, 1997; Kempster & Parry, 2011; Parry, 1998）と広く認識されて

いる。そこで、文化をコンテクストとしてリーダーシップの役割に焦点を置いた研究

がより大きな関心を集めてきている（Avolio, Walumbwa, & Weber, 2009）。その一例が

GLOBE（The Global Leadership and Organizational Behavior Effectiveness）によるCEOリ

ーダーシップ研究である（House, Dorfman, Javidan, Hanges, & de Luque, 2013）。世界中

の研究者が集まり、それぞれの国のCEOを共通の質問票を用いて分析し、成功するリ

ーダーシップの行動がその社会文化が期待する価値観に合致する方がより効果的であ

ることを実証研究で明らかにしている。北米とは異なった文化的コンテクストで実証

研究が行なわれることは、異文化リーダーシップ研究の観点からも新たな発見や知見

の蓄積に貢献しうると考えられる。 

 方法論の観点からは、データ選択と研究方法の意義をあげたい。経営者に関するリ

ーダーシップ研究では、二次的データもしくはフォロワーによるインタビューやアン

ケート調査が中心（Bryman, 2004）であり、リーダー自身である経営者の発言をデータ

として扱った研究は少ない。リーダーシップ研究分野における日本人研究者の権威の

一人である金井は、「実務家が生み出したリーダーシップ持論 1」（金井, 2005）の重要

性、そして研究者の理論との両理論による意味付けにより、実践で理論が活きると述

べている。本研究では、ビジネス研究ではまだ少ないグラウンデッド・セオリーの手

法を用いて、各ビジネスリーダーの持論を比較、分析、コーディングすることで、ア

カデミック研究としての理論（概念フレームワーク）を提供する。 

    

1 持論とは、「リーダーシップの実践家が日常において利用しているし、信じているもの」（金井, 2005, p.94） 
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 リーダーシップ論の適応対象の問題に関しては、分析対象を明確に企業のトップで

あるビジネスリーダーに本研究では絞っている。これは、ほとんどの既存のリーダー

シップ論が組織の階層を考慮せずに一般的に適応されることに対して、問題提起をお

こなう意図もある。アッパー・エシュロン理論及び戦略的リーダーシップを除くほぼ

全ての既存のリーダーシップ理論は、リーダーの階層を考慮することなく論が進めら

れている。しかしながら、リーダーシップを発揮する範囲が直属のフォロワーに限定

されがちなミドル・マネジャーとは異なり、企業のトップである経営者のリーダーシ

ップは多岐に渡っている（Hart & Quinn, 1993; Norburn, 1989）。結果として、一般的な

リーダーシップ理論やモデルを組織の中の異なるレベル間に当てはめることによる問

題点が、実証研究の結果から指摘されている（Zaccaro & Klimoski, 2002）。社会的責任

を果たすことを目指す組織を全体的に構築し、それを文化として組織のメンバーに浸

透させることができのは、組織の中で最も影響力のある経営者である（Hambrick & 

Mason, 1984）ことから、あえて経営者のリーダーシップに焦点を絞ることは妥当と思

われる。 

 実務面の観点からは、第一に、経営者自身の実体験を基に概念的フレームワークが

構築されていることから、実際の実務としての汎用性が高いと考えられる。第二に、

組織のトップのリーダーシップとミドル・マネジャーのリーダーシップでは異なる概

念が存在することを示すことにより、次世代の経営候補者の選抜や人材育成プログラ

ムの構築にあたる担当者にとって貴重なインプットになると思われる。 

    

1.7 定義 

 本研究を通して使用する用語の定義と個人としての解釈について、参照した主要な

先行研究とともに以下に記載する。 

 

1.7.1 リーダーシップ 

 西洋、東洋問わず何千年も前からリーダーに関する物語が世代を超えて語られてい

るように、リーダーシップの歴史は紀元前まで遡ることが可能である。しかしながら、

Bass & Stogdill がリーダーシップの定義について、学者間で「延々と続く議論」（Bass & 

Stogdill, 1990, p.20）と称したように、様々な定義が存在し、統一はなされていない。

そこで、ビジネス分野の研究者の定義を参照した上で、最も定評のあるリーダーシッ
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プ論のテキスト（金井, 2005）の著者である Yukl が述べている定義を総括し、「リーダ

ーシップとは、共通の目的を達成するために、組織のメンバー個々人に与える影響の

プロセス」と本研究では定義することとする。 

 

実行しなくてはならないこと及びどのようにそれをするのかを理解し、同意を得るために他人に与

える影響のプロセス、そして共通の目的を達成するために個人もしくは集団の努力を促進するプロ

セス（Yukl & Gardner, 2020, p.26） 

 

グループをリードする、そして目標を達成するためにそのグループに影響を与えるプロセス

（Robbins, Coulter, & DeCenzo, 2020, p.427） 

 

共通の目標を達成するために、個人がグループの個々人に影響を与えるプロセス（Northouse, 2019, 

p.43） 

 

1.7.2 社会 

 Carroll & Buchholtz（2018, p.34）は、「コミュニティ、国、共通の伝統、価値観、制

度そして共同の行動及び関心を有する人々の広い意味でのグループ」を社会と定義し

ているが、Donaldson & Walsh（2015）は、グローバル化による世界的観点から、世界

全体を社会と捉えられることができると述べている。一方、ビジネスとの関係性を考

慮した場合、「社会は程度の差はあるが形式化された組織や様々な幅広い機関である

多数の利益団体で構成されている」（Carroll & Buchholtz, 2018, p.34）と定義している。

これは、「一つ又はそれ以上の組織の利害関係を主張する個人やグループ」（Carroll & 

Buchholtz, 2018, p.72）、あるいは「組織の目的達成のために影響を与える、もしくは影

響を受けるグループや個人」（Freeman, 1984, p.46）と定義されるステークホルダーに

よって社会が構成されていることを意味する。しかしながら、ステークホルダーに該

当する個人やグループが具体的に誰なのかという点においては見解の一致には達して

いない（Parmar et al., 2010）。「企業の存続に必要なグループで特に顧客、サプライヤ

ー、従業員、投資家、コミュニティ」（Dunham, Freeman, & Liedtka, 2006, p.25）を指

す場合もあれば、今日における社会状況（例：環境問題や持続可能な社会の構築）を

反映した多元的な視点からは、社会や環境もステークホルダー（Carroll & Buchholtz, 
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2018）に含まれる。社会は企業にとって利害関係が発生する個人やグループ（ステー

クホルダー）の集合体であるが、その一方で広い意味での人々が集い共同生活を営む

集合体でもある。 

 社会は企業にとって考慮すべき存在であり、他のステークホルダー（従業員、顧客、

サプライヤー、株主等）とは異なった間接的な関係性が生じ得ることを考慮すると、

ステークホルダーとも考えられる。しかし、本研究では、いわゆる利益と損害が発生

する関係性を意味するステークホルダー（広辞苑 新村編, 2018）とは一線を画し、公

益もしくは共通善の対象となる人々の包括的な複合体を“社会”と定義する。 

  

1.8 本研究の構成 

 本研究は、社会の変化により株主第一主義から共通善に基づいた経営が求められる

中、社会とのつながりの中で経営を行う日本をコンテクストとして、ステークホルダ

ー及びより広い社会を重視する傾向が強いと思われるビジネスリーダーの持論を分析

することで、社会との関係性をどのように捉え、リーダーシッププロセスとして機能

させているのか明らかにすることを目的としている。以下に、本研究の各章の概要と

章構成図（図表1-1）を示す。 
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図表1-1 本研究の構成 

 

   出所：筆者作成 

 

 まず、第1章はイントロダクションである。研究課題の背景と問題意識に続いて、本

研究の目的及びリサーチ・クエスチョンの記述、そしてデータ対象として日本企業の

日本人ビジネスリーダーを選択する理論的論拠を述べる。最後に、研究アプローチと

本研究の意義についても言及する。 

 第2章は、最初に、企業及びリーダーと社会との関係性に関連する先行文献のレビュ

ーを行い、次に既存のリーダーシップ論について、社会との関係性の観点からレビュ

ーを行う。総括として、社会との関係性に言及しているリーダーシップ論とその他の

リーダーシップ論の比較結果をリストとして提示する。 

1章
イントロダクション

本研究の背景と目的

3章
予備調査：日米企業の

経営理念比較

2章
先行研究レビュー

4章
方法論

5章
初期分析による

仮カテゴリーの抽出

6章

分析結果

7章
考察と結論

グラウンデッド・セオリー・アプローチによるフレームワーク構築
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 第3章では、本研究の課題に答えるために、日本企業の日本人経営者がデータ対象と

して妥当かどうか予備調査を行う。日本企業と米国企業の経営理念を実証研究で比較

分析することにより検討する。 

 第4章は、本研究の目的を達成するために選択した方法論についての記述である。最

初に、本研究を行うにあたり質的研究で必要なパラダイムの立ち位置を明確にする。

次に、方法論に沿った研究方法とデータ選択について説明を行う。 

 第5章では、まず、グラウンデッド・セオリー・アプローチによる初期データの収集

と分析を行う。インタビューデータのコーディングにより、社会との関係性を尊重す

るリーダーシップ現象を表す仮のカテゴリーを抽出する。次に、初期データの分析結

果で浮かび上がってきた新しい概念を探索するために、新規のデータを収集し、コー

ディングによる分析を行う。 

 第6章は、第5章にて抽出された仮のカテゴリーと各カテゴリーの関係性を理論サン

プリングの収集により精緻化し、社会との関係性を尊重するリーダーシッププロセス

の概念的フレームワークを構築する。さらには、概念的フレームワークを構成するカ

テゴリー及びテーマ間の関係性を一層堅固にすべく、先行文献との比較を交えて検証

する。 

 第7章は、考察と結論である。本研究全体にて明らかになった分析結果を、既存のリ

ーダーシップ理論と比較することで理論的貢献を明確化し、続いて実践的貢献に言及

する。最後に本研究の課題と今後の展望について触れる。  
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第 2 章 先行研究レビュー 

 

 リーダーシップ研究は数十年にわたり、マネジメントや組織行動学の文献において

中心的な存在であり（Yukl, 1989）、その時代の社会現象を反映した新しいリーダーシ

ップ理論を次々と産み出してきている（Avolio et al., 2009）。しかしながら、これまで

の主要なリーダーシップ研究の系譜はあくまでも一般的なリーダーを扱い、その中核

は上司と部下との関係性がほとんどであり、明確にビジネスリーダーを対象としたリ

ーダーシップ論は限られている。また、利益最大化の追求を前提としたリーダーシッ

プ論は、組織の財務パフォーマンスとの関連性に焦点が当てられ、フォロワーへの視

点もその延長線上で捉えられてきた。ところが、21 世紀に入り社会における企業の役

割が益々変化し、そこで求められる経営者のリーダーシップも変化を遂げている。そ

の流れを受けて、企業やビジネスリーダーの責任に関する議論が高まり、ステークホ

ルダー理論、そして CSR や倫理といった概念を軸に様々なリーダーシップ論の研究が

進められているが、確固とした理論構築にはまだ至っていない。 

 本章では、最初に本研究の主要テーマである社会との関係性に言及したリーダーシ

ップ論について、社会との関係性をどのように捉えているのかという点を中心に検討

を行うが、それらのリーダーシップ論が依拠するステークホルダー理論と CSR の定義

を確認した上でレビューを進める。ここでは、社会における企業の役割の変化に着目

した議論が始まっているが、その議論も初期の段階であり、様々な模索が行われてい

る状況にあることを示す。次に、上記以外の主要なリーダーシップ論はリーダー・フ

ォロワーの関係性を焦点としており、社会との関係性については述べられていないこ

とをレビューによって明らかにする。最後に、社会との関係性に言及したリーダーシ

ップ論と主要なリーダーシップ論のレビュー結果を比較し、類似点と相違点を総括し

たリストを提示する。 

  

2.1 社会との関係性に関連する文献レビュー 

2.1.1 ステークホルダー理論（Stakeholder theory） 

 1963 年に Stanford Research Institute がストックホルダー理論に対抗して使用した単

語がステークホルダーである（Parmar et al., 2010）。その後、Freeman が 1984 年に出版

した著書―戦略的マネジメント（Strategic Management）―の副題が、ステークホルダ
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ー・アプローチ（Stakeholder Approach）であったことから、今日ではステークホルダ

ー理論と呼ばれるようになり（Parmar et al., 2010）、発展を遂げてきた。この理論は、

「組織戦略と倫理のマネジメント概念」（Freeman & Phillips, 2002, p.333）であり、中心

的な考え方は、組織が目的を達成する上で影響を与えるステークホルダーといかに良

い関係を構築する（Freeman & Phillips, 2002）のかということである。そして、経営者

の仕事は、全てのステークホルダーの利益を守り、出来る限りその利益を最大化する

ことが任務である（Ambler & Wilson, 1995; Freeman, 1984; Harrison, Bosse, & Phillips, 

2010）が、ステークホルダーの対象範囲については定義の統一には至っていない。企

業が存続するために必要なグループ、とりわけ顧客、サプライヤー、従業員、投資家、

そしてコミュニティ（Dunham, Freeman, & Liedtka, 2006）であるとする定義が存在する

一方、株主のように企業との関係性が深いステークホルダーを第一グループ、現時点

で直接企業が責務を負っていないが将来的に第一グループとなり得るステークホルダ

ーを第二グループと分類した定義も存在する（Gibson, 2000）。このような状況下、

Parmar et al., （2010）は、企業によってステークホルダーの対象は変わるため、様々

な定義が存在することを容認している。結果として、具体的にステークホルダーが誰

なのかという点では相違があるものの、あくまでも企業のビジネス活動における利害

関係が伴うステークホルダーを対象とする点では一致している。また、ステークホル

ダー理論は、「ビジネス倫理のフレームワーク」（Gibson, 2000, p.245）として用いられ

ているが、企業が倫理的観点から配慮すべきステークホルダーは、企業が影響を及ぼ

すだろうと想定される範囲においてである（Gibson, 2000）。したがって、直接的・間

接的のどちらにしても、利害関係という視点から離れた“社会”は含まれていないと

考えられる。 

 

2.1.2 企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility = CSR） 

 ステークホルダー理論及びレスポンシブル・リーダーシップが依拠する概念がCSR

である（Freeman et al., 2010; Maak & Pless, 2006他）。しかし、CSRの定義は文化（Waldman 

et al., 2006）や時代によっても変化し（加賀田, 2006）、様々な定義が存在する（Dahlsrud, 

2008; Van Marrewijk, 2003）。例えば、最も引用がなされているCarrollのCSRモデル

（Visser, 2006）は、4つの柱で構成されている：経済、法律、倫理、裁量（Carroll, 2016）。

経済的責任とは、利益をあげることであり、企業は自ら利益を得ることで創立あるい
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は存続する必要が生じるとする最も根本的な責任を指す。次に、法律面での責任とは、

経済的なミッションを法律の範囲内で遂行することである。第三番目の倫理とは、正

しくフェアなことをすることであるが、法律が定めていなくても倫理観が勝ることも

示唆している。最後は、フィランソロフィーに関する責任として、社会の期待に答え

る形で良き企業市民となり、人々の幸福や健康を促進する行動やプログラムに従事す

ることである（Carroll, 1991）。このように、Carrollの定義では、社会の期待に答えるこ

とが組織の責任と位置づけている。しかしながら、その後CSRは、競争優位の手段と

して戦略的な視点に基づく定義へと変化している（加賀田, 2006）。レスポンシブル・

リーダーシップの研究者達は、CSRを“企業及び株主の利益や法律で要求されること

以上に、ソーシャルグッドの販売促進を高めるような行動や方針”（McWilliams & 

Siegel, 2001; Waldman, Siegel, & Javidan, 2006; Waldman et al., 2020）と定義している。

そして、McWilliams & Siegel（2001）は、CSRと財務パフォーマンスの分岐点を駆使し

た適正値を分析することで、理想的なCSRのレベルが存在することにも言及している。

同様に、ステークホルダー理論の生みの親でもあるFreemanと同僚らは（Parmar et al., 

2010）、CSRを倫理として捉えているものの、CSRを財務パフォーマンスの手段として

の面と規範的な面の両方を同時に考慮する重要性を訴えている。したがって、CSRは

持続可能な競争優位をもたらすための重要な戦略的ツール（McWilliams, Parhankangas, 

Coupet, Welch, & Barnum, 2016; Miralles‐Quiros, M. D. M., Miralles‐Quiros, J. L., & 

Arraiano, 2017）として捉えられることにより、財務パフォーマンスとの関連性に焦点

が当てられ、ステークホルダーや社会への影響はほとんど配慮されていない（Wood, 

2010）。 

 

2.1.3 レスポンシブル・リーダーシップ（Responsible leadership） 

 レスポンシブル・リーダーシップは、グローバル化、倫理の問題による信頼の喪失、

地球規模の問題といった複雑な状況下に置かれたリーダーが、ステークホルダーに対

して果たすべき責任について焦点を当てたリーダーシップ論である（Maak & Pless, 

2006; Pless & Maak, 2011; Waldman & Galvin, 2008他）。2006年にMaak & Plessが発表し

て以来、研究者の関心が高まっているリーダーシップ論であるが、主要な研究者の見

解は大きく2つに分かれている。最初にレスポンシブル・リーダーシップ論を展開した

Maak & Plessが提唱するレスポンシブル・リーダーシップの議論は、CSR及びステーク
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ホルダー理論の範疇から生じている（Maak & Pless, 2006）。「まず、説明責任、適切

な倫理的決断、信頼といった責任を大事な関心事の中心に据え」（Pless & Maak, 2011, 

p.4）、様々なステークホルダーと関係を構築することがステークホルダー社会におけ

るリーダーの重要な役割と位置付けている（Maak & Pless, 2006）。これに対して

Waldman & Galvin（2008）は、レスポンシブル・リーダーシップはリーダーの行動論

ではなく、「リーダーの信念、意思、興味を暗示する方向性やマインドセット」（Waldman 

et al., 2020, p.6）であると定義している。また、経済的・戦略的視点からは、「オーナ

ー及び株主のニーズを満足させることと、企業の他のステークホルダーを考慮するこ

ととの間でバランスを取る必要性がある」（Waldman & Balven, 2014, p.232）と言及し

ている。 

 一方で、Pless, Maak, & Waldman（2012）は、合同で実証研究を行い、既存のリーダ

ーシップと同様に株主資本主義をベースとするアプローチを、レスポンシブル・リー

ダーシップの分類の一つとして加えている：（1）伝統的エコノミスト（traditional 

economists：短期経済的価値志向、株主主義）、（2）機会探索者（opportunity seekers：

第一に株主への価値創造、次に企業にとって有益であるとみられる場合に限定された

ステークホルダーへの価値創造）、（3）インテグレーター（integrators：ビジネスと

社会におけるステークホルダーに対する長期的な価値創造）、（4）理想主義者

（idealists：全体としての社会や企業にとって必要なステークホルダーに対して長期的

な社会的価値の創造）。株主以外のステークホルダーも含んだステークホルダーグル

ープに対する社会的責任から、株主だけに責任を果たすことも社会的責任として認識

された形で議論の方向性は進んでいる（Waldman et al., 2020）。 

 社会との関係性については、“利益の最大化よりもより広い社会的使命を追求” 

（Waldman et al., 2020）、“社会に対して結果をもたらす”、“社会と環境への影響”、

“社会の持続可能性の確実化”（Pless, Sengupta, Wheeler, & Maak, 2021）といった社会

と環境との関係性に言及した文言が文献内で散見されるが、ステークホルダーとの良

好な関係性構築の結果生み出される二次的副産物（Maak, 2007; Stahl & De Luque, 2014）

としての位置づけであるのか、あるいは社会を利害関係のあるステークホルダー（Pless 

et al., 2012）として捉えるのか明確には定義されていない。しかし、Waldman, Siegel, & 

Stahl（2020, p.5）は、「レスポンシブル・リーダーシップは、エグゼクティブレベル

のポジションの人々が、企業のステークホルダーの要求に応えることを目指して採択
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する方向性やマインドセットである」と定義の再確認をしている。したがって、あく

までも企業のビジネス活動に関連するステークホルダーを対象としており、ステーク

ホルダーではない広義としての社会はリーダーシップの焦点に含まれていないと考え

られる。 

 次に、他のリーダーシップアプローチと異なる主な点は以下のとおりである。第一

に、既存のリーダーシップ論が焦点としていたリーダー・フォロワーの二者の関係で

はなく、フォロワーがステークホルダーグループに含まれている（Pless et al., 2021）。

第二に、組織内だけではなく組織外である社会と環境との関係性についても、明確で

はないが言及されている（Maak & Pless, 2006; Waldman & Galvin, 2008）。第三に、エ

グゼクティブレベルを対象としたリーダーシップ（Waldman et al., 2020）である点も、

マネジメント層全てに適応される他のリーダーシップとは異なる。 

 しかしながら、レスポンシブル・リーダーシップは、サーバント・リーダーシップ

や変革型リーダーシップ等の既存のリーダーシップ概念に依拠（Miska & Mendenhall, 

2018; Pless et al., 2012）している部分もあり、既存のリーダーシップにCSRの概念を加

えた研究（Waldman et al., 2006; Wu, Kwan, Yim, Chiu, & He, 2015他)との違いを含めて、

リーダーシップ研究に置ける位置付けが明確になっていない。さらには、社会と環境

との関係性について言及はされているものの、この概念がどのように経営者のリーダ

ーシッププロセスの構成要素となり得るのか明らかにされていない。これは、リーダ

ーシップの結果であるアウトプットが定義されていないことが要因とも考えられる。

結果として、CSRの延長線上で企業とリーダーの責任に焦点を当てた研究が多く、目

的を達成するために人々をどのようにリードするのかというフォロワーとの関係性に

も注目した議論がほとんどなされていないことから、「包括的な概念」（Miska & 

Mendenhall, 2018, p.130）もしくは「規範的」（Tsui, 2021, p.168）レベルの研究状況で

ある。 

 

2.1.4 サスティナブル・リーダーシップ（Sustainable leadership） 

 組織外のステークホルダーや社会との関係性に言及したリーダーシップという観点で

は、サスティナブル・リーダーシップもその一つであるが、新しい概念であり（Dalati, 

Raudeliūnienė, & Davidavičienė, 2017; Rogers, 2011）、初期の研究段階である。短期視

点の株主第一主義に対抗したサスティナブル・リーダーシップの考えは、トリプルボ
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トムライン（Triple bottom line）に依拠（Kiewiet & Vos, 2007）しており、持続可能な

未来のために、人、利益、地球のバランスを取ることである（McCann & Sweet, 2014）。

Avery & Bergsteiner （2011）は、実証研究で23のリーダーシップ慣行を特定している

が、その中には環境と社会的責任の促進と、多数のステークホルダー間の利益バラン

スを取ることも含めている。そして、長期視点に基づいた企業の持続的存続、人中心

のマネジメントによる持続可能な社会と環境への貢献を目指すとする組織レベルの視

点で定義を行っている。一方、Rogers（2011）は、持続可能な状況を組織の中で作り

出すという視点から、リーダー個人の考え方や行動の変化の重要性に焦点を当ててい

る。 組織に持続可能性という考え方を持ちこむことがリーダーの役割であり、システ

ム思考（System thinking）がサスティナブル・リーダーシップの構成要素と述べている。

そして、その他のリーダーの能力は、他のリーダーシップ（カリスマ、適応性、感情

的知性等）と同様であると言及している。これらの流れに沿って、リーダーとフォロ

ワーの持続可能性に対する認識や理解のレベルを計測する研究（McCann, & Holt, 2010; 

McCann & Sweet, 2014）や、サスティナブル・リーダーシップとその効果の関係性を検

証（Suriyankietkaew, 2016; Suriyankietkaew & Avery, 2016）する実証研究が散見される。 

 次に、レスポンシブル・リーダーシップとの比較だが、サスティナブル・リーダー

シップは、「人、利益、地球のバランスを取ること、そして企業の長寿を促進するこ

とを目指して企業をリードする全体的アプローチ」（Suriyankietkaew & Avery, 2016, p.4）

であり、マクロ的リーダーシップ論である点がレスポンシブル・リーダーシップと共

通している。そして、「ビジネスを持続可能な社会的責任として組織に導入するため

のリーダーの役割は複雑であり、組織に変化をもたらすリーダーのスキルや能力」

（D’amato, Henderson, & Florence, 2009, p.9)、または社会的責任の価値観が求められる

点でも同じである。しかし、ステークホルダーの対象範囲においては異なる点もある。

サスティナブル・リーダーシップは全てのステークホルダーを同一に考慮するとして

いるが、レスポンシブル・リーダーシップは企業のビジネスに影響がある、もしくは

影響があり得るステークホルダーのニーズを満たすことを前提としている。 

 このように、サスティナブル・リーダーシップは、「ビジネス活動に社会的、環境

的懸案事項を取り込み、全てのステークホルダーとの相互関係」（Van Marrewijk, 2003, 

p.102）を保持するアプローチである。さらに、サスティナブル・リーダーの慣行や特

性も一部の研究者（Avery & Bergsteiner, 2011; McCann & Sweet, 2014）によって示され
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ているものの、このリーダーシップがどのように機能するのかは明らかになっておら

ず、実際の運用という観点からも疑問が残る（Gerard, McMillan, & D’Annunzio-Green, 

2017）。 

 

2.2 既存のリーダーシップ論 

 今日までに非常に多くのリーダーシップ理論が生み出されている（Northouse, 2019）

が、ここでは、変革型リーダーシップ（Transformational leadership）、サーバント・リ

ーダーシップ（Servant leadership）、オーセンティック・リーダーシップ（Authentic 

leadership）、倫理的リーダーシップ（Ethical leadership）、そして戦略的リーダーシップ

（Strategic leadership）のレビューを行う。選択の基準は、レビュー論文が、リーダー

シップ理論の中で最も幅広く検証がなされていることを確認しており（Fu, Von 

Kimakowitz, Lemanski, & Liu, 2020b）、かつレスポンシブル・リーダーシップと同じ規

範的（Normative）リーダーシップ理論である（Johnson, 2019; Miska & Mendenhall, 2018）

と定義されている点である。さらには、本研究がビジネスリーダーを対象としている

ことから、エグゼクティブを対象とした戦略的リーダーシップもレビューに加えるこ

ととした。分析の主な論点は、リーダー・フォロワーの関係性、経済面、そして社会

性の観点である。最後に、これらの結果をレスポンシブル・リーダーシップ及びサス

ティナブル・リーダーシップと比較を行い、総括した表を提示する（図表 2-1）。 

 

2.2.1 変革型リーダーシップ（Transformational leadership） 

 変革型リーダーシップを最初に提唱したのは政治歴史家の Burns (1978)である。彼

はリーダーシップのタイプについて、投票の票集めの対価として仕事を得るといった

交換により成り立つ交換型リーダーシップと、リーダーが部下の能力をより高いレベ

ルに引き上げるために動機付けをし、お互いが協力することで個人や組織としての目

標を達成させる変革型リーダーシップの 2 つに分類をした。この Burns の概念を基に、

変革型リーダーシップの実証研究に必要な計測値を定義し、理論構築に貢献したのが

Bass（1985）である。Bass（1985）、Howell & Avolio（1993）、Bycio, Hackett, & Allen

（1995）、Avolio, Bass, & Jung（1999）らによって因子分析研究が行われ、理論として

の正当性が確立されてきた。Bass & Riggio が 2006（2nd edition)年に発刊した変革型リ

ーダーシップ本は、Google Scholar の引用件数が 12,000 を超える。 
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 変革型リーダーシップは、理想的な影響（Idealized influence）、鼓舞する動機づけ

（Inspirational motivation）、知的刺激（Intellectual stimulation）、個別配慮（Individualized 

consideration）の4つの要素で構成されている（Bass, 1985, 1999）。リーダーはフォロ

ワーの考え方や行動をまさにTransform（変革）させるために、既存のやり方とは異な

る方法を奨励し、将来像を明確に語ることで共通の目標や価値観にコミットさせ、そ

れに向かって働くようにサポートする。変革型リーダーシップは、directive（タスク主

導）リーダーシップか、participative（人中心）リーダーシップのどちらであるかとい

う議論もあるが、両方のケースがあり得るとするスタンスをとっている。しかし、Bass 

& Riggio（2006）が言及しているparticipative（人中心）リーダーシップの行動は、変

革プロセスの過程においてフォロワーの参加を促進するものであり、参加型リーダー

シップ（Participative leadership）で定義されている意思決定への関与（Greiner, 1973;  

Somech, 2006他）とは異なる。 

 変革型リーダーシップの主なアウトプット変数は、個人もしくは組織のパフォーマ

ンスによる効果（例、個人のパフォーマンス、チームパフォーマンス、売上、目標達

成率、フォロワーの創造性）、フォロワーの満足度（例、リーダーに対する満足度、

仕事の満足度）である（Avolio & Yammarino, 2002）。他には、フォロワーの創造性だ

けでなく組織としての創造性向上に有効である（Gumusluoglu & Ilsev, 2009）こと、変

革型リーダーシップがモデレーターとしてダイバーシティーとチームパフォーマンス

の関係性に寄与する（Kearney & Gebert, 2009）といった研究もみられる。いずれも、

個人、チームもしくは組織のパフォーマンスに焦点が置かれたリーダーシップであり、

フォロワーの心理的な要求は組織の目標の二の次に位置づけられている（Van 

Dierendonck, Stam, Boersma, De Windt, & Alkema, 2014）。そして、変革型リーダーシッ

プが優れたパファーマンスを発揮する場合とは、従業員にグループの目的やミッショ

ンを容認させ、自己の利益よりもグループの利益が優先されることを呼び起こす時で

ある（Bass, 1990）。 

 以上のように、変革型リーダーシップは、フォロワー・リーダー間のリーダーシッ

ププロセスであり、組織外との関連性は見られない。そして、フォロワーよりも組織

の財務的パフォーマンスの追求を優先する伝統的なリーダーシップ論であることを示

している。 
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2.2.2 サーバント・リーダーシップ（Servant leadership） 

 サーバント・リーダーシップの特徴は、他のリーダーシップ理論と異なり、フォロ

ワーを最優先とし、権限委譲とリーダーが奉仕（serve）することでフォロワーにパフ

ォーマンスを発揮させる点である。Greenleaf（1977）のエッセイを基に Spears（1998）

が定義したサーバント・リーダーシップは、以下の 10 個の特徴で構成されている：傾

聴（Listening）、共感（Empathy）、癒し（Healing）、気付き（Awareness）、説得力（Persuasion）、

概念化（Conceptualization）、先見力（Foresight）、まとめ役（Stewardship）、人の成長へ

のコミットメント（Commitment to the growth of people）、コミュニティの形成（Building 

community）。サーバント・リーダーシップにおけるビジネスの第一の目的は、従業員

とコミュニティにポジティブな影響を与えることであり、利益が唯一の動機ではない

（Greenleaf, 1977; Spears, 2002）。サーバント・リーダーシップの概念を最初に構築した

とされている Greenleaf（1977）は、この概念を信仰深い巡礼者の旅について書かれた

Herman Hesse の小説から構築している。Sendjaya & Sarros（2002）は他人に奉仕すると

いう概念はキリスト教の聖書の中で、キリストが弟子に対して行った行為や教えに既

に見出すことができることから、2000 年前からサーバント・リーダーシップは教えら

れ、実践されているとも述べている。その後、サーバント・リーダーシップを発展さ

せた Spears（2002）も Quaker（protestant）教の教えを引用し、Dennis & Bocarnea（2005）

は Agapao（Love）に言及している。サーバント・リーダーシップの成り立ちの歴史を

振り返ると、サーバント・リーダーシップはキリスト教に基づく道徳論の要素が強く、

リーダーシップ論というよりは哲学的とも言える。最も一般的に研究されているサー

バント・リーダーシップのアウトプットは、組織市民行動（OCB）（Eva, Robin, Sendjaya, 

Van Dierendonck, & Liden, 2019）とグループ及び個人の仕事のパフォーマンスである。

近年は、創造性との関連に言及した研究も増えている。 

以上のように、サーバント・リーダーシップは、フォロワーを第一に考えることか

らリーダーとフォロワーの関係性に焦点が当てられており、組織外との関係性には言

及されていない。そして、リーダーシップ論としての問題点は、“共通な目的に向かっ

てどのように方向付けを行うのか”というリーダーシップの重要な要素が欠けている。

また、多くの型が存在することで、「概念に関して統一性及び明晰さの欠如」（Eva et al., 

2019）が指摘されている。 
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2.2.3 オーセンティック・リーダーシップ（Authentic leadership） 

 オーセンティック・リーダーシップは古代ギリシャ哲学（“To thine own self be true”）

に起源を持つ真正性（authenticity）から派生したリーダーシップである。今日の経営

学におけるリーダーシップ論として注目を浴びることになったきっかけは、Enron事件

に代表される組織ぐるみの不正が発覚した米国において、その反省からモラルを重ん

じるリーダーシップの必要性が高まった結果である。しかし、この流れはアカデミッ

クの世界だけでなく、実務家のレベルでも高まったことにより、オーセンティック・

リーダーシップには様々なバージョンが存在することとなり（Gardner, Cogliser, Davis, 

& Dickens, 2011; Hoch et al., 2018; Northouse, 2019）、統一された定義に欠け、実証研究

による証明が限られているという指摘もある（Day, Fleenor, Atwater, Sturm, & McKee, 

2014; Gardner et al., 2011; Northouse, 2019）。本研究では、実務家の代表としてGeorge

の論、そしてアカデミック研究者の代表としてLuthans & Avoliを中心とした研究者達

によるオーセンティック・リーダーシップ論についてレビューを行う。 

 Georgeの論（2003）は、自身のビジネスリーダーとしての経験から導き出されてい

る。彼は、真正性の重要性を認識し、既存のリーダーシップモデルに自身を適応させ

るのではなく、己を真として、偉大なリーダーになるために生涯を通じて自己鍛錬す

ることであると説いている。そして、Georgeが定義したオーセンティック・リーダー

シップは、5つの素質で構成されている：1）パッションを持って目的を追求する、2）

確固たる価値観で行動する、3）思いやりをもってリードする、4）持続的な関係を築

く、5）自己を示す。つまり、彼が提唱するオーセンティック・リーダーとは、リーダ

ーシップを通じて他人に奉仕することを熱望し、自身が権力や富の渦中に収まるより

も、人に権限委譲することに関心があるリーダーである。 

 一方、アカデミックの世界では、オーセンティック・リーダーシップ研究における

理論的基礎（Theoretical foundations）として最も引用数が多い（Gardner et al., 2011）

Gardner, Avolio, Luthans, May, & Walumbwa（2005）の論文を参照することとする。こ

の論文は、Luthans & Avoli（2003）のオーセンティック・リーダーシップ発展モデル

から更に論を進めている。オーセンティック・リーダーシップ発展モデルとは、変革

型リーダーシップ（Transformational Leadership）、倫理的リーダーシップ（Ethical 

Leadership）、ポジティブ組織行動（Positive Organizational Behavior）の見識を用いて

構築されており、自己を認識し、どのような行動を採択するか自ら規定をすることで、
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己をポジティブに進化させることである。ポジティブ組織行動の理論を基にすること

で、自分がリーダーになり得るポジティブな心理能力として自信、希望、レジリエン

ス、将来志向といった特徴が、オーセンティック・リーダーシップの属性であると

Luthans & Avoli は定義している。Gardner et al.（2005）は、これにフォロワーを加え、

オーセンティック・リーダーシップが高い自己認識や透明性のある行動を取り、自身

の言動で示すことによって継続的にフォロワーのロールモデルになることがフレーム

ワークの主旨であると言及している。 

 以上から、オーセンティック・リーダーシップとは、己を真であるとする前提のも

と、自己の価値観や倫理観に従い、自身の内面との対話を軸としたリーダーシップで

あり、リーダーにフォーカスしたリーダーシップ理論である。自身の真正的（Authentic）

な言動をモデルとして示すことで、フォロワーもそれに倣うことを期待している。し

たがって、組織内のフォロワーにフォーカスされており、社会との関係性は弱い。 

 

2.2.4 倫理的リーダーシップ（Ethical leadership） 

 倫理的リーダーシップは、Enronやその他の倫理観に欠ける不祥事が明るみとなり、

モラルを持ったリーダーが求められる世相の中で確立されてきたリーダーシップの一

つである。Brown, Treviño, & Harrison（2005）は倫理的リーダーシップを、個人の行動

や対人関係を通して規範的に適切な行動を模範として示すこと、そして双方向のコミ

ュニケーション、その強化、意思決定を通してフォロワーに適切な行動を促すことで

あると定義している。つまり、リーダーはフォロワーが適切だと考える正直さ、信頼

性、公平性や配慮といった行動を取ることで、倫理的リーダーシップのモデルとして

認識されることを意味する。これは、信用に値する魅力的な人の態度、価値観と行動

に注目することによって個人は学び、魅力は権力と権威によって促進されるとする社

会的学習理論（Social learning theory （Bandura, 1986））に依拠する。リーダーは自身

が下した決断が倫理的に適っているかを考慮し、他人から見て公平で原理に基づいた

選択をするということである。他人に対して倫理に関する規則を設定するが、自らも

その規則を守る。そして、フォロワーが倫理的な行動を取ることを促進するために、

リーダーは報酬と罰も使用する（Brown & Treviño, 2006）。倫理的リーダーの概念の範

囲は広く、正直、誠実、利他主義、信用性、思いやり、そして正義も含まれる（Yukl, 

Mahsud, Hassan, & Prussia, 2013）。 
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 しかしながら、リーダーシップにおける倫理については、倫理的リーダーシップの

議論の前から“Leadership and Ethics”もしくは“Leadership ethics”（Ciulla, 1995）と

いう表現を用いて、リーダーシップにおける誠実さ、倫理的価値観の必要性や重要性

（Ciulla, 1995）について議論がなされてきた。というのも、「リーダーシップは道徳

的な現象であり、倫理観はリーダーシップのより広範な分野で不可欠なものとして考

慮されるべき」（Northouse, 2019, p.507）だという考えによる。実際、様々な研究者が、

倫理的リーダーシップの性質を発展させるべく他のリーダーシップスタイルと倫理の

関係性について研究を行っている（Aronson, 2001; Kanungo, 2001; Yukl et al., 2013）。 

 したがって、倫理的リーダーシップは、倫理面における規律の設定やマネジメントが

核であり（Brown & Treviño, 2006）、それ以外の行動でメンバーに対してリーダーシッ

プを行使し、共通の目的に向かって成果を達成するといった点についてはほとんど言

及されていない。リーダーシップのアウトプットの一つとして、グループや組織レベ

ルの成果が定義されているが、リーダーとフォロワーの関係性の結果であり、組織外

（社会）に対するリーダーシップの影響は述べられていない。 

 

2.2.5 戦略的リーダーシップ（Strategic Leadership） 

 戦略的リーダーシップは、アッパー・エシュロン理論から発展を遂げた組織の上層

部を対象としたリーダーシップ論である。アッパー・エシュロン理論とは、“組織は

なぜそのように行動するのか？”という疑問について、Hambrick & Mason（1984）が

組織の中で最も影響力のある経営者やマネジメント・チームの価値観及び認知ベース

が、組織のアウトプット―戦略や効果―に反映される故であると導き出した命題であ

る。この命題のベースになっているのが、カーネギー学派と呼ばれるCarnegie School

のMarch & Simon（1958）とCyert & March（1963）が発表した限定合理性（bounded 

rationality）及び支配的連合（dominant coalition）である。そもそも、人と組織の認知に

は限界があることから、トップが大きく関与する戦略といった複雑な意思決定の選択

は、結果として限られた範囲内で行われるようになる。実証研究では、Hambrick & 

Mason（1984）がアッパー・エシュロン理論を命題として提示した際、独立変数にあた

る最高幹部の特徴として、心理面（認知ベースと価値観）と可観測面（年齢、経験や

教育等）の両方を提起したが、計測が容易なことから、人口統計学的因子が代用とし

て多く使われることとなった。しかし、認知の不均一性のどの面が測定されるべきか
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（例、認知、判断、問題解決戦略）、もしくはどの人口統計学的変数が認知の多様性

に影響があるのか証拠に乏しく、人口統計学的因子を簡便に代用することに異論を唱

える研究者もいる（Priem, Lyon, & Dess, 1999）。 

 その後、アッパー・エシュロン理論（組織レベル）は、組織全体の責任を担うエグ

ゼクティブの特質、エグゼクティブは何をするのか、どうやって行うのか、そして特

に組織の結果にどのような影響を及ぼすのかということにフォーカスしたリーダーシ

ップ論（個人レベル）に発展（Finkelstein, Hambrick, & Cannella, 1996）を遂げる。戦略

的リーダーシップの当事者は、「個人（例、CEO）、グループ（例、トップマネジメ

ント・チーム）、又は他のガバナンス機関（例、取締役会）が対象」（Finkelstein, Hambrick, 

& Cannella, 2009, p.4）である。Finkelstein, Hambrick, & Cannella（1996）が戦略的リー

ダーシップ論を提唱した後、様々な研究者（Boal & Hooijberg, 2000; Vera & Crossan, 2004

他）によって研究が進む中、Samimi, Cortes, Anderson, & Herrmannet（2020）は戦略的

リーダーシップ研究の先行文献から8つの機能とリーダーシップ成果の概念を抽出し、

定義付けを行っている：戦略決定を行う、外部ステークホルダーと向き合う、人材管

理活動を実行する、動機付けと影響を与える、情報をマネジメントする、オペレーシ

ョンと管理を監督する、社会的・倫理的問題に対処する、相反する要求に対応する。

リーダーシップの成果は、組織レベルにおけるパフォーマンス、戦略的選択/行動、社

会的及び倫理的な課題、イノベーション。 

 戦略的リーダーシップの組織外との関係性は、企業に影響を及ぼすと思われるステ

ークホルダーとの関係性を指す（Samimi et al., 2020）。つまり、社会的そして倫理的

問題により企業がマイナスの影響を受けないための戦略として、企業の道徳や倫理の

管理を行う（例：税金回避、CSRへのリソース分配）、あるいは企業の評判の促進や

リソースの確保に利便があるようにステークホルダーとの関係性を維持することに他

ならない。したがって、社会を公益や共通善の対象とみなす関係性は見られない。ま

た、人に関しても、フォロワーをステークホルダーとして捉えるのではなく、戦略を

成功に導く上で人材管理（Boal, 2004）の対象として捉える位置付けが強い。 
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図表2-1 レスポンシブル、サスティナブル、変革型、サーバント、オーセンティック、倫理的、戦略的リーダーシップ間の比較 

 

出所：筆者作成 

    

2 “有効性”とは、リーダーシップが組織の財務的パフォーマンス達成に有効に機能するかどうかを焦点としていることを意味する。一方、“価値判断”は、

「リーダーが目標を達成するために用いる手段や目標の内容について」（Robbins, 2005 髙木訳 2009, p.278）価値判断の基準になり得ることを指す。 

 

リーダーシップ論 相互作用の対象 リーダーシップの焦点2 社会配慮 倫理 利益優先 人の育成 主要な成果

レスポンシブル 組織内外のステークホルダー ステークホルダーへの責任 ○ ○ 未定義
価値判断 ステークホルダー満足度？

フォロワーの市民的行動？

サスティナブル 組織内外のステークホルダー 企業、社会、環境の持続可能性 ○ ○ 総体的 未定義
価値判断 利益、社会、環境バランス？

フォロワーの市民的行動？

変革型 組織内フォロワー 組織の目標達成 ○ 組織の財務パフォーマンス
有効性 フォロワーのパフォーマンス

サーバント 組織内フォロワー フォロワーへの奉仕と浸透 ○ △ 補助的 組織の財務パフォーマンス
有効性 フォロワーのパフォーマンス

オーセンティック 組織内フォロワー リーダーの内面とフォロワーへの浸透 ○ △ 規範的 フォロワーの市民的行動
価値判断 フォロワーのパフォーマンス

倫理的 組織内フォロワー リーダーの倫理とフォロワーへの浸透 ○ △ 規範的 フォロワーの市民的行動
価値判断 フォロワーのパフォーマンス

戦略的 組織全体 リーダーの行動による組織への影響 ○ ○ 戦略的 組織の財務パフォーマンス
有効性 組織全体に関わる行動

（例：イノベーション、学習）
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2.3 先行研究レビューのまとめ 

 これまでの研究は社会との関係性について言及しているリーダーシップ論が存在す

るものの、それらは包括的な概念レベルの議論であり、理論として確立されていない

ことが先行研究レビューを通して判明した。そして、その他の既存のリーダーシップ

論は、リーダー・フォロワーの関係性に焦点を当てており、組織及び個人のパフォー

マンスが中心のリーダーシッププロセスであることが確認された。 

 レスポンシブル・リーダーシップ及びサスティナブル・リーダーシップは、CSR の

概念に依拠していることから、ステークホルダーのみならず、社会や環境に対する責

任についても言及している。しかしながら、レスポンシブル・リーダーシップにとっ

ての社会との関係性は、企業がビジネス活動を行う上で直接影響があるステークホル

ダーへの責任を果たした結果の二次的副産物と捉えているのか、それとも社会を利害

関係のあるステークホルダーの一つとして捉えているのかという点において定義が不

明確である。さらに、近年では責任に対する意味合いが変化している。Maak & Pless

（2006）は当初、倫理を含めた世界規模の様々な課題が山積する複雑な状況下におい

て、株主に対する財務的責任だけではなく、全てのステークホルダーに対して責任を

果たすビジネスリーダーとして、レスポンシブル・リーダーシップを定義している。

ところが、株主のみに財務的責任を果たすとするアプローチもレスポンシブル・リー

ダーシップの一つのタイプとみなす議論に発展をしていることは、企業が社会への価

値創造、公益を促進するビジネス活動によって社会に対する責任を果たすとするリー

ダーシップ理論構築の目的からは外れている。一方、サスティナブル・リーダーシッ

プは、利益、社会（人）、環境のバランスを取ることを要素としているが、具体的に

どのようにバランスを取るのかという点については述べられていない。したがって、

両リーダーシップ論とも、総体的なリーダーシッププロセスとしてどのように機能す

るのかということが解明されていない。加えて、レスポンシブル・リーダーシップ同

様にサスティナブル・リーダーシップは、リーダーの社会的責任や持続可能性に対す

る方向性、そしてマインドセットが根底にあるとされている価値観中心のリーダーシ

ップ論であるが、リーダーの信念や価値観がどのようなものか解明した研究はほとん

ど見られない。 

 その他の既存のリーダーシップ論は、リーダーがどのように（直接の）フォロワー

に影響を発揮するのかという二者の関係性に焦点を当てたリーダーシップ論であり、
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全ての組織階層に適応されているリーダーシップモデルである。しかしながら、経営

者層が担うリーダーシップの役割というのは、多くの場合、作業グループの生産性や

満足度を従属変数として調査がなされるミドル・マネジャーとは異なる。ビジネスリ

ーダーの場合は、それに加えて組織としてのパフォーマンスによる評価（Hart & Quinn, 

1993）と、本研究の課題である組織外との関係性にも考慮が必要となってくる。これ

らを鑑みると、社会との関係性を尊重するリーダーシップを理解するためには、組織

内外を総体的にリードする役割を担った経営層に対象を絞り研究を進めることが妥当

だと思われる。また、既存のリーダーシップ論における概念の重複という問題も存在

する。倫理的リーダーシップ及びオーセンティック・リーダーシップは、変革型リー

ダーシップやサーバント・リーダーシップの構成要素と同様な概念が多く存在するこ

とが指摘されている（Banks et al., 2016; Hoch et al., 2018 他）。特に米国における時代性

を反映した倫理、信頼、持続可能性等の概念を既存のリーダーシップ論に追加するこ

とで、新しいリーダーシップ論が生成されている。このような研究アプローチでは、

既存のリーダーシップ論ですでに明らかにされている概念と、新規に構築された概念

の間にどのような関連性が生じ、リーダーシッププロセスとして機能するのか明らか

にすることは困難であり、既存の枠組みを超えた新たな発見につながる可能性は低い

と考えられる。 

 これらの先行研究の現状を踏まえた上で、本研究の目的を達成するためには、既存

の文献から仮説を構築するのではなく、社会との関係性を尊重していると思われるビ

ジネスリーダーの持論から、彼等（彼女等）のリーダーシップを理解することを目指

す探索的な調査が不可欠だという結論に達した。 
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第 3 章 日本企業の経営理念－米国企業との比較－ 

 

 先行研究を通して、日本企業のマネジメントスタイルは社会性を中心に構成されて

いる（伊丹, 1987; Witt & Stahl, 2016）ことが示されていることから、社会との関係性を

尊重するリーダーシップの探索的研究において、日本企業の経営者をデータ対象とす

ることは妥当性があると思われる。本章 3 は、企業レベルで米国と比較することによ

り日本のコンテクストの妥当性を検証し、次章以下の実証研究において日本のビジネ

スリーダーに着目する根拠を明確にする予備調査としての位置付けである。 

 

3.1 リーダーシップと組織文化 

 組織文化の巨匠である Schein は、「文化とリーダーシップの関係性は、組織文化とミ

クロ文化（組織内外のミクロシステム）において明らかな最たるものである」（Schein, 

2010, p.3）と述べている。というのも、「創業者やリーダーが組織のグループメンバー

に対して、良い結果が出せるように埋め込みをしたものが完成し、結果として文化と

呼ばれる」（Schein, 2010, p.3）からである。そして、「リーダーシップは、元々グルー

プが内外の問題を対処する上で、前進を促す信念や価値観の源であり、リーダーが抱

いていたものが反映されている。それがグループのメンバーに共有されることで、組

織文化が形成されていく」（Schein, 2010, pp.32-33）。 

 Schein は文化的な現象を外側から見ることで可視化可能な程度の範囲によって、文

化を 3 つのレベルに階層化している（図表 3-1）。 

  

初めて異なる文化に接した際に、見たり、聞いたり、感じたりできるもの全てが、最も表層に位置

する第 1 レベル、すなわちアーティファクトに当たる。しかし、実際のところ文化の本当の意味を

理解するのは容易ではなく、組織内部の人に真の意味を確認する必要がある。第 2 レベルは、リー

ダーやマネジャーから発生した価値観であり、組織が機能する上で貢献する役割を果たす。この信

奉しうる価値観はメンバーに浸透することで共有化されていくが、必ずしも組織の方針や現状と一 

致していないこともある。この点において、組織のメンバーが共有する価値観を理解しただけでは 

組織文化を十分に説明するには足らず、議論の余地が残る段階である。最深層に位置する第 3 レベ

    

3 本章は、「日米企業の企業文化にみられる国の文化の影響」（小野, 2013）の論文を元に作成をしている。 
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ルは、それらが共有されるだけではなく、組織のメンバーにとって当たり前のものとなり、無意識

に身に着いたものである。よって、外部者にとっては見たり、感じたりすることが難しい次元であ

る。このレベルの組織文化を深く理解するためには、その成り立ちの歴史をふまえて把握する必要

がある（小野, 2016, p.35）｡ 

  

図表 3-1 文化のレベル 

 出所：Schein, 1985, p.17 

 

 以上のように、リーダーから発生した価値観が組織文化に反映されることで、企業

レベルの文化が形成されるが、文化というのは可視化が難しいものである。しかし、

第 2 レベルに該当する「信奉しうる価値観」は、経営理念や経営基本原則として文書

化されている場合がほとんどである。これは、全ての社員、経営幹部に遵守してもら

うためであり、経営者自身の行動のぶれを律する役割を担っている（金井, 2005）。

本章では、この可視化可能な経営理念（Schein, 2010）を分析の対象データとすること

で、日本のコンテクストとしての妥当性を検証するが、日本企業の経営理念の分析だ

けではなく、比較対象として米国企業の経営理念も分析を行う。米国企業を選択した

理由は、イントロダクションで述べたとおり、既存のリーダーシップ論のほとんどが

米国の研究者による北米のコンテクストに依拠した背景によって構築されているから

である。したがって、米国企業と日本企業を比較することで、社会との関係性を尊重

するリーダーシップの理論構築のために日本企業の経営者を対象とする妥当性を見い

だすことが可能と思われるからである。 

・目で見て感じとることが可能な組織体制およびプロセス 
・観測可能な行動 
‐但し、真の意味を解読することは困難 

・信奉しうる戦略、目標、理念 
‐行動およびその他アーティファクトと一致する場合としない場合あり 

・無意識に当然と受け止められている信念、価値観 
‐行動、認識、思考、感情を決定づけるもの 

アーティファクト 

信奉しうる価値観 

基本的・基礎的な前提 
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 尚、企業によっては“経営理念”ではなく、“企業理念”や“社是”という名称を使

用している場合がみられるが、本研究においては“経営理念”を全ての総称とする。 

 

3.2 方法 

 企業によって様々な表記、表現方法が使用され、かつ大量の文章で構成されている

経営理念の内容を分析するために、まずキーワード化を行い、次に同種・同義のもの

を同じカテゴリーに分類することで体系化を行い、さらに全体の傾向を効果的に把握

することができるパレート図で表現することにより、分析結果を可視化した。 

 

3.2.1 データ収集 

 組織文化を表す経営理念を分析するために、“経営理念”、“企業理念”、“社是”、“価

値観”をキーワード（英語も同様）とし、2013 年1 月から6 月の期間において各企業

のホームページよりデータを抽出した。米国企業は、DOW30銘柄の企業の中からホー

ムページ上に経営理念に関するキーワードが掲載されていない企業を除く29社をデー

タとして選択した。日本企業については、2012 年度末の日経225 構成銘柄の中から米

国企業29社と同じ産業分野の59 社を選択したが、2つの産業分野に関しては明確に一

致する企業が日経225のリストには見られなかった。北米産業分類体系に基づく日本企

業と米国企業の分類は図表3-2のとおりである。 

 尚、本章の研究では、言葉自体が分析対象として重要になるため、米国企業の経営

理念はオリジナルの英語をそのままデータとして使用、表記している。 

 

図表 3-2 産業分野（国別） 

 

    出所：筆者作成 

 

産業分野 日本 米国

製造 55 18

小売 1 2

金融・保険 2 5

情報 1 2

芸術・娯楽・レクリエーション 1

宿泊・飲食サービス 1

59 29

北米産業分類体系（NAICS) 2017
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3.2.2 データ分析 

 まず、企業のホームページより抽出した経営理念に関するキーワードのテクストを、

単語もしくは節に区切り、キーワード化を行った。次に、同種・同義のものを同じカ

テゴリーに分類していくことで体系化を図った（図表3-3）。その上で、分類したカテ

ゴリーごとにキーワードの単語を用いてパレート図で結果を可視化した。 

 

図表3-3 カテゴリーへの分類例 

 

       出所：筆者作成 

 

3.3 分析結果 

 日本企業、米国企業の順番に、パレート図とカテゴリー分類表を示す。カテゴリー

分類表に関しては、本研究の課題に関連する特徴が見られるキーワードに焦点を絞り

提示する。 

 

 

 

キーワード カテゴリー

社会貢献

社会との調和

社会との調和・成長

豊かな社会作り

経済・社会の発展

人類・社会の進歩発展

国際社会の健全な発展に貢献

社会の健全な発展に貢献

地域貢献

地域発展

地域社会と共に発展

世界の発展に貢献

（地域との）共生

社会と共に歩む

社会と共に成長

社会秩序の維持

豊かな社会の実現

豊かな生活文化の実現に貢献

豊かなｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ社会の発展に貢献

生き生きとした社会づくり

福祉向上

社会への貢献
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3.3.1 日本企業 

 

図表3-4 経営理念の分析：日本企業（パレート図） 

 

出所：筆者作成 
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図表3-5 経営理念の分析：日本企業（カテゴリー分類表） 

 

出所：筆者作成 

 

 図表 3-4 の日本企業の経営理念についてパレート図から読み取れる特徴としては、

「社会貢献」を掲げた企業が調査対象企業の 80％に上ったということである。そして、

3 番目に多い「環境・健康」も、社会や地球規模の環境や健康を視野に入れている。

これらの社会に対する視線は、他のカテゴリーでも見られる特徴的な傾向である。「安

全」に関しては、自社の「安全」だけではなく、社会や商品に対する「安全」、「持続

的成長」では、“社会の持続的な発展に寄与”、「企業価値向上」においては、“地球社

会にとって存在意義のある企業”といった例で見ることができる。個別のステークホ

ルダーに関しては、顧客に対して「顧客満足」、従業員に対しては、従業員の「幸福」

や「安全」な職場環境の提供に言及している。株主資本主義の最重要ステークホルダ

ーである株主に対しては、「株主への貢献」がキーワードとして抽出されたが、調査対

象企業の 12％であった。 

 次に、分類されたカテゴリーの詳細の例を示した図表 3-5 から分かることは、ここ

でも組織外との関係性を明記した経営理念が見られるということである。「信頼」では、

社会、世界から信頼、信用される企業であり、自社だけではなく相互に信頼関係を築

くことを目指した標語によって、社会との関係性を重要視していることが明らかであ

る。これは、「顧客満足」のカテゴリーも同様である。顧客からの信頼を得る、そして

共に成長、発展していくというスタンスの表れである。 

 従業員に対する経営理念で特徴的な点は、従業員の幸福と共に、従業員にとって快

信頼 顧客 従業員

信頼 お客様（顧客満足） 従業員の幸福

世界からの信頼 お客様の要望に応える 一人一人の幸せ

現地からの信頼 消費者本位 個人の幸福

社会からの信頼 お客様の要望に応える役に立つ商品・サービスの提供 働き甲斐と公正な機会

相互信頼・連携 顧客支援 一人一人の人格や個性の尊重

信頼される企業風土 お客様の声にこだわる 従業員満足

信頼される会社 お客様の気持ちに寄り添う 従業員との共生

信頼される商用車メーカー お客様と共に成長 健康で明るい職場作り

信用を重んじ確実を旨とする お客様と共に発展 明るく快適な職場環境

信頼・信用 お客様第一 安全で働きやすい職場

信頼関係・相互発展 お客様本位 社員が能力を発揮できる職場作り

労使相互信頼 お客様へ貢献 全従業員の物心両面の幸福

相互理解 顧客からの信頼 企業は人間の幸せのために存在する

信頼 顧客との信頼関係 人を大切にする

協力一致 顧客の立場に立つ 社員が誇りを持てる企業

お客様の期待を超える感動を届ける ゆとり・豊かさ

心に残るおもてなし コミュニケーションを豊かにする

顧客志向 職場環境の維持向上

社員がイキイキと働ける土台作り

充実感を持てる職場環境

人々に心の満足を提供



 

37 

適な環境を提供するということである。ここでは、質的な視点からの従業員に対する

メッセージであり、従業員をパフォーマンスのツールとして捉える記述は見られない。 

  

3.3.2 米国企業 

 

図表3-6 経営理念の分析：米国企業（パレート図） 

 

出所：筆者作成 
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図表3-7 経営理念の分析：米国企業（カテゴリー分類表） 

 

  出所：筆者作成 

 

 米国企業の経営理念について分析を行った結果は図表 3-6 のとおりである。米国企

業の場合、「Customer Value（顧客満足）」を明示的に記載している企業が調査対象企業

の 69％に上った。詳細に関しては図表 3-7 にリスト化しているが、企業から顧客に対

して一方向で発信されている用語で占められている。また、「Customer Value（顧客満

足）」と並んで多い理念は、「Integrity（誠実・潔白であること）」である。法令を守る

ことはもちろん、嘘をつかないことに対し重きを置いている米国企業の傾向を如実に

表してと言える。 

 従業員に関するキ―ワードは、「Respect」と「Employees」の 2 つに大別されている。

「Respect」のカテゴリーでは、従業員に対する Respect と自社の従業員は能力が高い

ことを Respect している二つの意味合いが込められている。後者の意味においては、“顧

客が確実に利益を得ることができるパートナーシップを発揮できる従業員を雇いま

す”、あるいは“企業の事業に貢献する従業員を評価する”といった最終的に企業のパ

フォーマンスに紐づいた従業員へのメッセージが見られる。一方、「Employees」では、

従業員に対するケアとチームワークの重要性を強調している。 

さらに、米国企業の経営理念の顕著な特徴の一つは、パフォーマンスに関わるキー

ワードを明示していることである。各企業が各々パフォーマンスを示す Efficiency 

management、High performance、Data driven competitiveness、Cost efficiencies、Results 

Orientation といった単語を用いている。“Shareholder Value”と明言をしている企業の割

合は、調査対象企業の 21％（図 3-6）であった。 

Customer Value Respect Employees

Customer Commitment Talented People Taking care of our people

Value to Customer Respect for people Responsible to employees

Customer Satisfaction People working together Employees potential

Customer driven Mutual respect Teamwork

Customer's success Respect

Excellent customer service

Customer focus

Customer Orientation

Enhanve customer experience

Focus on customers
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3.4 考察 

 日本企業と米国企業の理念を比較して、最も大きな違いは社会や Community との

関係性における企業のスタンスの違いである。日本企業は社会との関係性における自

社の立ち位置に重点を置いている。また、顧客や外に対して、相互に発展をし、信頼

を得るという、企業からの一方的な働きかけではなく、矢印で示すと両方に矢が向い

ている理念である。そして、会社は誰のものかといった議論においてよく取り上げら

れる論点でもあるが、日本企業では顧客満足と従業員に関しては積極的に触れられて

いても、株主への貢献を明示的に唱っている企業は 12％と少ない。米国企業も 21％と

全体としての割合は高くはないが、パフォーマンスに関連する標語を含む経営理念を

掲げる企業が見られ、日本企業の経営理念と比べるとパフォーマンス重視と言える。 

 従業員に対してのスタンスの比較も興味深い。日本企業の経営理念では従業員の幸

福を述べているが、米国企業では企業のパフォーマンスを高めるための位置付けとし

ての従業員へのメッセージである。したがって、日本企業が、従業員個人のパフォー

マンスよりも、幸福という質を高めるための経営理念を重視していることは明らかで

ある。 

 

3.5 結論 

 本章では、本研究の研究対象として日本人経営者が妥当であることを検証するため

に、日本企業と米国企業の経営理念を比較分析した。日本企業は株主への貢献やパフ

ォーマンス重視ではなく、社会に対しての貢献や顧客との相互関係性に重点を置く経

営理念を掲げており、その経営理念に自身の信念を反映している日本人経営者を対象

として研究を深めることは、株主中心の利益追求型リーダーシップに替わる新しいリ

ーダーシップの探索として妥当だと思われる。また、従業員に対しても、組織のパフ

ォーマンスを達成するためのツールとしてではなく、幸福という質の面を満足させる

ことが経営者としての信念であることも示されている。先行研究に加えて、これらの

結果からも本研究の目的と一致していることから、社会との関係性を尊重する傾向が

強い日本企業の日本人ビジネスリーダーを研究の対象とすることとする。  
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第 4 章 研究方法 

 

4.1 方法論的選択 

 研究プロセスの第一歩は、リサーチデザインの基礎となる研究者自身の哲学的スタ

ンスを明らかにすることである。具体的には、現実を何と捉えるのかという存在論、

その現実をどのように探索するのかという認識論、その結果導き出される方法論につ

いてである。 

 

4.1.1 研究哲学 

 まず、本研究課題の性質から熟考した上で選択した存在論のスタンスについて説明

を行う。何が“現実”であるかという哲学的前提に対する本研究の存在論のスタンス

は、相対主義である。相対主義は、現実は多様であり、全ての人間は、事実や真実に

ついてそれぞれの見方があり、普遍的ではない（Jackson, Easterby-Smith, & Thorpe, 2015)。

現実は、人々との関わりを通して社会的に生み出され、文脈に依拠している（Lincoln & 

Guba, 1986）。それは、世界的な様々な問題に対処するために新しいリーダーシップが

必要という課題に対して、社会との関係性という視点からの現実の理解であり、経営

者個人の経験や認識を尊重する本研究テーマと一致している。リーダーシップは、社

会的に構築された現象（Owens & Hekman, 2012）及びプロセス（Parry, 1998）であるた

め、人々の実世界での経験を解明し、その背後にあるコンテクストを理解することで

ある。したがって、現実は一つしか存在せず、直接関連する現象を調査し、観察する

ことによってのみ真実が明らかになるという立場をとる現実主義（Jackson et al., 2015）

とはスタンスが異なる。 

 次に、認識論の選択である。認識論は、“現実”をどのように知り得るのか研究者と

研究対象の関わりを問うが、存在論の選択により限定される（Guba & Lincoln, 1994）。

したがって、本研究の認識論的スタンスは、存在論で選択した相対主義の流れに沿っ

た社会構成主義である。社会構成主義では、研究者を観察される研究対象の一部と捉

え（Jackson et al., 2015)、研究者と研究対象が相互に関わることによって、調査の過程

で発見の創出がなされる（Guba & Lincoln, 1994）。現実は、人々によって社会的に構築

され（Charmaz, 2014）、その状況をより全般的に理解することが研究の目的であり、因

果関係の実証が必ず求められる実証主義（Jackson et al., 2015)とは異なる。本研究は、
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組織外の社会を視野に入れたリーダーシップを経営者がどのように捉え、機能させて

いるのか、彼等（彼女等）の持論を包括的に解釈し、理解することが必要である。社

会構成主義というスタンスを取ることによって、研究対象のビジネスリーダーが保有

する個人の、そして主観的な認識の探索が可能となる。 

 

4.1.2 研究アプローチ：方法論 

 本研究では、トビジネスリーダー個人の視点を理解し、人間のインターアクション

による特徴的なリーダーシッププロセスを明らかにすることを目的している。したが

って、帰納的アプローチを選択することとした。リーダーシップは、社会的に構築さ

れた現象（Owens & Hekman, 2012）及びプロセス（Parry, 1998）であるため、人々の実

世界での経験を解明し、その背後にあるコンテクストを理解することが重要である。

Den Hartog et al.（1999）は、GLOBE Project で行われた質的研究が、よりリーダーシ

ップの概念要素がどのように現世界では成り立っているのかという情報を産み出して

いると述べている。目的が、理論をテストするのではなく生成する、もしくはプロセ

スの研究（Gephart, 2004）及び “how”の質問に答える（Pan & Tan, 2011）には、質的ア

プローチが適切である(Klein & Myers, 1999）と広く認識されている。また、Den Hartog 

et al.（1999）は、文化に根差した属性は、その文化の慣習を反映したものであると主

張している。よって、帰納的アプローチを用いて、実際のリーダーシップスケールを

文脈付け（contextualization）することは、文化的なコンテクストを本研究の課題の一

つとしている点からも有効であると考えられる。本章の研究では、特にビジネスリー

ダーが自身のコンテクストと経験をどのように理解しリーダーシップを行使している

かについて注目をした。 

 次に、本研究が選択した質的研究のタイプの説明である。質的研究には、「アクショ

ンリサーチ、アートベースリサーチ、オートエスノグラフィ、ケース・スタディ、ク

リティカルセオリー、ディスコース・セオリー、エスノグラフィ、グラウンデッド・

セオリー、ナレ―ティブ研究、オーラル・ヒストリーそして現象学といった種類が存

在する」（Yin, 2016, pp.68-70）。本研究では、グラウンデッド・セオリー・アプローチ

を採用することとした。理由は以下の 3 点である。まず、グラウンデッド・セオリー

は、特定のコンテクストにおける社会プロセスを理解し、説明する手法である 

（Kempster & Parry, 2011）。次に、フィールドからのデータに基づく理論構築に焦点
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をあてている（Creswell, 1998）。そして、厳格に設定されたプロセスに基づいて研究

するグラウンデッド・セオリーの手法が、豊富なデータを効果的かつ効率的に質的研

究を可能とする点である（Charmaz, 1996）。継続的に抽出する方法であるため、｢中核

となる変数に基づく理論構築が可能となり、リーダーシップの研究にも適している｣

（Klenke, 2016, p.185）。 

 グラウンデッド・セオリーは、実証研究が主流のアカデミックな世界において、質

的研究の慣習に体系的な戦略を提供し、理論を導き出すことを可能にする方法論とし

て、1967年にGlaser & Straussにより生み出された（Charmaz, 2014, p.7）。グラウンデッ

ド・セオリー・アプローチは、理論構築を目的としており、データ収集と分析の手順

が同時にセットで行われる（Charmaz, 2014; Corbin & Strauss, 1990; Tweed & Charmaz, 

2012）。つまり、個々のケースから始まり、それらを統合するために徐々により抽象的

な概念カテゴリーを構築し、データを理解、説明し、パターン化された関係性を明ら

かにする（Charmaz, 1996）。あらかじめ考えた仮説からではなく、データから分析コー

ドとカテゴリーを作成する。その過程においては、カテゴリーを書き込み、説明する

ために分析ノートを書き、コード化したデータと論文の最初のドラフトを作成する重

要な間のステップであるメモ書きを行う。研究の初期の段階でデータとコード分析に

着手する（Charmaz, 2014; Glaser & Strauss, 1967）。さらには、沸き出てきた理論を発展

させるために、関連のあるデータを探索する理論サンプリングを行う。グラウンデッ

ド・セオリー・アプローチにおける理論サンプリングは、「理論を構成するカテゴリー

を詳しく調査し、精緻化することが目的であり、初期のリサーチ・クエスチョンに答

えるためのサンプルやデータを飽和させるためのサンプルとは異なる」（Charmaz, 2014, 

p. 197）。現象を説明し、より深い観察を生み出すことを促進するために用いられる

(Pratt, 2000; Strauss & Corbin, 1998)。 

 その後、グラウンデッド・セオリーは発展を遂げ、今日までにいくつかの流派が発

生してきた。Creswell（2005）は、新興の分類（labeled emergent（Glaser, 1992））、体

系的（systematic（Strauss & Corbin, 1990））、そして構成主義（constructivist（Charmaz, 

2009））の3つの流派に、Denzin（2007）は、実証主義（positivist）、ポスト実証主義

（postpositivist）、構成主義（constructivist）、客観主義（objectivist）、ポストモダン

（postmodern）、 状況的（situational）、そしてコンピューター・アシスト（computer-assisted）

の7つに分類をしている。グラウンデッド・セオリー方法論者によると、これらは、研
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究者の存在論と認識論のパラダイムの違いである（Mills, Bonner, & Francis, 2006; 

Charmaz, 2014）と述べている。この中で、本研究は、GlaserとStrauss の直弟子である

Charmazの構成主義的グラウンデッド・セオリー（Constructivist Grounded Theory）を選

択することとした。Charmazは、Karl Marx（1852）の言葉を借りて、次のように彼女

のスタンスを説明している。「人が歴史を創るが、人が自ら選択した状況下はなく、

既に存在し、与えられ、そして過去から引き継がれた状況のもとにおいてである」

（Charmaz, 2014, p.13）、よって、「現実社会は多面的、プロセス的そして構築された

ものである」（Charmaz, 2014, p.11）。実研究も同様に、データは、研究者とインフォ

ーマントによって共同で構築され、研究者の見解、価値観、特権、研究者と研究され

る側とのインターアクションそしてコンテクストによって特色付けされる、したがっ

て“Construction”である（Charmaz, 2000）。本研究は、他の階層のリーダーとは異な

った役割を持ち（Hart & Quinn, 1993）、組織外との関係性にも配慮が必要な経営者の

社会との関係性を焦点にしたリーダーシップの探索であり、第一次データの当事者か

らの生の情報が重要である。したがって、研究者とインフォーマントの相互交流によ

り、データが構築されると言える。さらには、リサーチ・クエスチョンの立て方にも、

このアプローチは関連している。構成主義のアプローチでは、研究インフォーマント

の「暗黙の語りや行為の意味を探究し，解釈すること」（抱井, 2015, pp. 59–60）を目

的にしているため、データが「社会的現実を映し出したものとは無批判に考え」（末

田・抱井・沖潮, 2016, p.26）ず、インフォーマントの経験や考えに焦点を当てた問い

となる。本研究も、「社会との関係性を尊重するビジネスリーダーは、どのようなリ

ーダーシップを実践しているのか？」という経営者の経験を問うオープン・クエスチ

ョンから始まっている。もう一つの理由は、詳細な研究過程における手法の妥当性で

ある。Glaser & Straussの1967年の手法では、先行研究をほとんどしないままデータの

収集を始め、データの分析過程において、データから理論が浮かび上がってくるとい

う前提である。Charmaz（2008）は、先行の知見と理論的概念を事前に理解した上で厳

格で、精密な調査をすることを推奨している。また、インタビューの手法についても

構成主義と客観主義は異なっている（Glaser, 1978, 1998, 2001; Charmaz, 2014）。Glaser

（1978, 1998, 2001）はノートを取るだけで詳細についても逃さず、重要な点を記録で

きるので十分だと述べている。しかし、研究経験の浅い博士課程の学生にとっては高

度な研究手法であり、研究結果のリスクが大きいと考えられる。以上のことから、本
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研究では、Charmaz（2014）の手法プロセスにしたがって研究を進めることとした。 

 

4.1.3 研究デザイン：方法（データ収集と分析） 

 グラウンデッド・セオリーは方法論であるが、同時に方法に関しても独自のプロセ

スが存在する。本研究は、Charmaz（2014）のグラウンデッド・セオリーを選択したこ

とから、彼女のプロセス（図表 4-1）に従って研究を進める。まず、最初のタスクは、

リサーチ・クエスチョンに関連する初期データを収集することであるが、グラウンデ

ッド・セオリーの特徴は、データの収集と並行してデータの分析も開始することであ

る。インタビューで収集したデータをその都度初期コーディングを行い、先のデータ

と比較しながら、データ収集と分析を並行して継続する。次に、初期コーディングを

焦点コードに統合し、その間に浮かび上がってきた考えや疑問点をメモ書きに記録し

ておく。また、仮のカテゴリーを生成し、仮のカテゴリーの意味付けやカテゴリー間

の関係性が見出された場合は、それらもメモ書きに記載する。そして、最終的な理論

構築に向けて、不明瞭な点や新たに沸き起こってきた疑問点の探究を明らかにするた

めに、理論サンプリングの収集と分析を進める。この間に、分析に有用な既存研究や

理論があれば参照し、理論構築のための精緻化に役立てる。 

 

 図表 4-1 グラウンデッド・セオリーのプロセス 

 

出所：Charmaz, 2014, p.18 

執筆/頒布

理論構築

焦点コードと
カテゴリー化

初期コーディング

データ収集

参加者の抽出と確保

リサーチクエスチョン

既存及び新たなデータか
らの例

継続的
比較方法

カテゴリーは飽和状態
に達する

理論的カテゴリーを策定する
ための理論サンプル抽出

メモ
書き 不完全な理解が質問を起

草、カテゴリの特性を充足
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 さらに、グラウンデッド・セオリーの方法には、いくつかの特徴がみられる。分析

プロセスにおいて、湧き出てくる理論を発展させ、精緻化及び精巧にすることを目的

として、新規にケースやデータを積極的にサンプル取得することを理論サンプリング

の戦略として位置づけている（Tweed & Charmaz, 2012）。したがって、理論サンプリン

グは、母集団の代表でも、新しいデータが湧き出てくるまでの飽和のためのサンプル

ではない（Charmaz, 2014）。本研究では、インタビューによる初期データに加えて、3

つの理論サンプリングをインタビュー及び極めて一次データに近い二次文献から収集

を行った。 

 そして、グラウンデッド・セオリーにとって重要な要素の一つが、読者にとって納

得性がある、つまり構築された理論が、実際の人々が関連する社会状況から導き出さ

れていると理解できることである（Stern, 2007）。Corbin & Strauss（1990）は、手順や

規範を順守し、研究のステップを文献に記載することを推奨している。それにより、

読み手に研究の再現を可能とし、研究の妥当性を判断し得る状況を与えることができ

るからである。この指示に従い、本研究のデータ収集と分析プロセス（図表 4-2）の詳

細に関して、データ選択も含めて次項以降に説明を行う。 
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図表 4-2 データ収集と分析プロセス 

 

  出所：筆者作成 

  

概念的領域 実証研究
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4.2 データ選択 

 実証研究の実施にあたりサンプルの選択は非常に重要であるが、本研究におけるデ

ータ選択は二つの観点を考慮している。一つは、リサーチ・クエスチョンに答えるた

めに適したサンプルかどうかという点、もう一つは、グラウンデッド・セオリー特有

の方法―理論化を進めるための継続的比較分析―に沿って、戦略的にデータを選択す

る点である。グラウンデッド・セオリーにおけるサンプル選択は、特定のグループの

個人という観点から選択するのではなく、研究したい現象を代表する個人のグループ、

組織、コミュニティが研究サンプルの選択対象になり得る（Corbin & Strauss, 1990）。

本研究においては、日本のコンテクストにおける社会との関係性を尊重するリーダー

シップ現象を発見することが目的であり、この現象に関連する情報を提供し得る個人

を特に選別するために、意図的サンプリング（purposeful sampling）を使用することと

した。第1章のイントロダクションにおける論拠及び第3章における実証研究により、

日本企業に所属する日本人経営者のランダム・サンプリングも考えられるが、意図的

サンプリングを用いることで株主のみを重視し、その他のステークホルダー及びより

広い社会を考慮しないインフォーマントが選ばれる可能性を回避した。 

 まず、研究を始めるための初期データの取得に際し、本研究の課題に適合する経験、

リーダーシップを実行している（した）個人を特定し、選別する（Creswell & Clark, 2011）。

設定した意図的サンプリングの基準は 3 つである：株式上場企業、社会との関わりに

関する標語を経営理念で謳っている、最重要視するステークホルダーが株主第一では

ないビジネスリーダー。本研究の目的は、株主を含むその他のステークホルダー及び

より広い社会との関係性を重視するビジネスリーダーの信条やリーダーシップ経験を

明らかにすることである。したがって、非上場企業の場合、株主に配慮するという選

択肢が最初から排除されており、本研究の問題意識が背景とするコンテクストとは必

ずしも合致しないことからデータ選択の対象外とした。次に、社会との関係性を重視

するリーダーが研究の対象であるが、その信念や信条を反映するものの一つとして経

営理念があげられる（Schein, 2010）。社会との関係性を重視するリーダーを選択する

上で、社会への貢献が明記された経営理念を持つ企業のビジネスリーダー、そして、

実際にそのビジネスリーダーとのインタビューにおいて、「最も重要なステークホルダ

ーは誰か？」と質問することにより、意図的なサンプルの収集をおこなった。経営理

念に社会への貢献を標榜している企業に属しているが、株主が最も重要なステークホ

https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC4012002/#R10
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ルダーと回答したインフォーマントは、本研究のサンプルから除外した。通常、ビジ

ネスリーダーから直接データを取得することは困難なケースが多いが、幸いにも筆者

は、指導教授のプロジェクト 4 における日本人経営者とのインタビューに同席する機

会を得ることができた。本研究ではこのプロジェクトで選定されたインフォーマント

の中から、上記の 3 つの基準に沿ってサンプルを選択した。 

 次に、レスポンシブル・リーダーシップとサスティナブル・リーダーシップでは触

れられていないが、初期データ収集と分析の並行作業で湧きあがってきた概念―従業

員に対する個々人の尊重及び人間理解力―の探索を目的として新たに選択した理論サ

ンプリングが、松下幸之助氏（以下敬省略）のデータである。データ選択にあたり、

フォロワーに対する人間的なアプローチを明示しているリーダーシップ文献のレビュ

ーを行い、社会への共通善を考慮し、従業員を人として尊重する Humanistic leadership

を参考とすることとした。データ選定の基準は、Cross Cultural & Strategic Management 

Journal の特別号で掲載された Humanistic leadership の実用的定義（Working definition）

を参照した：1）総体的な人間としての尊重、2）フォロワーの能力を全て引き出すた

めに育成をする一方、リーダー自身も継続的に自己成長をする、3）公益を追求する努

力をすると同時に、全てのステークホルダーの利益を認識し、考慮することを試みる。 

    

4 本研究で依拠することとなったプロジェクトの始まりは、筆者の指導教官であった早稲田大学商学学

術院教授 太田正孝先生（2018 年 9 月にご逝去）が、ペンシルベニア大学ウォートン校（The Wharton 

School of the University of Pennsylvania）の Jitendra Singh 教授から彼とその同僚が執筆した「The 

India Way（インド・ウェイ飛躍の経営）」の推薦状を依頼され、日本語版の監修をされたことに遡る。

太田教授は、異文化マネジメントを長い間研究されており、グローバル化におけるビジネスリーダーシ

ップを異文化マネジメントのレンズという切り口で分析されてこられた。Wharton 校の教授らによる国

別ビジネスリーダー研究プロジェクトは、トップ企業のビジネスリーダーにインタビューを行い、多極

化する価値観を前提として、国別のリーダーシップの特質を包括的に明らかにすることである。インド

に続き、中国（「Fortune makers（チャイナ・ウェイ）」、そして日本のビジネスリーダー研究が始まるタ

イミングの直前に太田先生がご逝去された。その後を継がれた早稲田大学大学院経営管理研究科教授 

池上重輔先生が、日本のビジネスリーダーのインタビューを担当された。本研究のデータ収集は、池上

教授とプロジェクトへの参加を快諾して頂いた Wharton 校の Michael Useem、Harbir Singh 両教授、

そして筆者の質問に答えて頂いた経営者の方々の協力によって実現した。 
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これらの基準に沿って、松下幸之助を理論サンプリングとして選択した。選択理由は、

次の2点である。1点目は、上記のHumanistic leadershipの実用的定義を満たしており、

日本のみならず海外においても評価をされている。松下幸之助は人を尊重し、人を育

てる一方で自らも成長し、人間の幸福と社会の繁栄のために様々な人々に配慮したリ

ーダーシップタイプの典型例と捉えることができるからである。彼は、アングロサク

ソンのマネジメント哲学では標準的である人を道具として扱うアプローチとは異なり、

ステークホルダー間の連帯（共存共栄）を強調する“Humanistic Management”を主張し

てきた（Debroux, 2015）。そして、彼が創業した松下電器（現在のパナソニック）を成

功に導き、現在でも世界的なブランドとして競争力を保っている。2点目は、彼自身の

発言が文献として多く存在しているという点である。本研究では、経営者のリーダー

としての実体験を、リーダー自身の発言（認識）を基に分析する研究アプローチであ

る。松下幸之助の場合、生前の発言が録音され、テープ起こしがなされた文献が数多

く存在している。 

 最後に、上記のデータにより仮のカテゴリーとカテゴリー間の関係性を生成した後、

理論化に向けて精緻化する目的で選択した理論サンプリングが、現代のビジネスリー

ダーと稲盛和夫氏（以下敬省略）である。稲盛和夫を選択した理由は、松下幸之助同

様に、社員の幸福、社会への貢献を謳った経営理念を構築し、本研究のテーマである

社会との関係性を尊重している。そして、株主主義ではなく、従業員の幸福を信条と

する（原, 2013）従業員との関係性にも配慮している点である。京セラや第二電電（現

KDDI）を創業し、彼の理念に基づいた経営手法で日本航空を復活させた現代を代表す

る偉大な経営者の一人である。中国を中心とした海外においても、人を中心とした経

営哲学を掲げるリーダーとして注目されている。松下幸之助をケースとした調査で各

カテゴリーの関係性が明らかになってきたものの、唯一無二ではない。一方、現代の

ビジネスリーダーの選定は、初期データと全く同様の基準であるが、初期データと松

下幸之助のケース分析により新たに湧きあがってきた概念を精緻化するために、イン

タビューにおける質問内容を追加した。詳細は、次節のデータ収集で述べる。 

 結果として、初期データと理論サンプリングを合わせて 61 名のインタビューデータ

を収集し、そのうちの 1 名が最も重要なステークホルダーとして株主と回答した 5。 

したがって、本研究では 60 名のデータを分析対象とした 6。インフォーマントの企業

の業種は、図表 4-3 のとおりである。結果として、特定の業種への偏重は見られない
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ことから、調整は行わなかった。図表 4-4 と 4-5 は、創業年数と従業員数を示した表で

ある。 

 

図表 4-3 インタビュー回答者企業：業種別 (N=60) 

 

出所：筆者作成 

  

図表 4-4 調査対象者の企業：創業年数（インタビュー実施時） 

 

最短創業年数 14 年 最長創業年数 145 年 

平均創業年数 81.25 年 

 

      出所：筆者作成 

 

 

 

 

 

    

5 この 1 名の詳細な回答は“中長期の意志を持っている株主”であり、短期視点の株主については重要

視していない。 

6 本研究の調査データの全体像は次のとおりである：1）初期データ：現代の経営者 5 名、2）新しい概

念を探求する理論サンプリング：松下幸之助、3）フレームワーク精緻化の理論サンプリング：稲盛和夫

＋55 名の現代の経営者 

業種 インタビュー数 業種 インタビュー数 業種 インタビュー数

ガラス・土石製品 1 空運業 2 鉄鋼 1

サービス業 4 建設業 2 電気・ガス業 1

その他製品 1 小売業 3 電気機器 9

医薬品 3 証券業 2 不動産業 1

卸売業 1 情報・通信 4 保険 1

化学 6 食料品 7 輸送用機器 1

機械 3 精密機器 1 陸運業 1

銀行業 4 繊維製品 1 総計 60

創業年数 企業数（％）

10～50 年 11 (18%)

51～100 年 30 (50%)

101～200 年 19 (32%)
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図表 4-5 調査対象者の企業：従業員数 

 

          出所：筆者作成 

 

 インタビューインフォーマントに関する基本情報は下記のとおりである。図表 4-6

は、インフォーマントの属性及び従業員と創業年数平均を示している。図表 4-7 及び

図表 4-8 は、インフォーマントの社長就任時年齢である。インフォーマント各自の属

性は、企業と個人が特定されない範囲で図表 4-9 のリストでインタビューが行われた

順番に提示をする。 

 

図表 4-6 インフォーマントの属性及び従業員と創業年数平均 

 

     出所：筆者作成 

 

図表 4-7 インフォーマントの社長就任時年齢 

 

      出所：筆者作成 

 

 

従業員数 企業数（％）

1-1,000人 2  (3%)

1,001-10,000人 18 (30%)

10,001-30,000人 14 (23%)

30,001-50,000人 14 (23%)

50,001-100,000人 6 (10%)

100,001-150,000人 4  (7%)

150,001-200,000人 0  (0%)

200,001-300,000人 1  (2%)

300,001人以上 1  (2%)

平均
トップ就任時年齢 55.4
トップ期間（年） 6.5
従業員数 39,395
創業年数 87

社長就任時年齢 人数（％）

39歳以下 3  (5%)

40～44歳 1  (2%)

45～49歳 4  (7%)

50～54歳 8 (13%)

55～59歳 30 (50%)

60～64歳 14 (23%)
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図表 4-8 インフォーマントの社長就任時年齢グラフ 

 

      出所：筆者作成 

  

 グラウンデッド・セオリー・アプローチでは、データ収集と分析が同時に行われる

ため、QDA ソフトに逐次インタビューテクストのアップロードを行う。そして、QDA

ソフトによってテクストに自動採番がなされる。QDA ソフトで自動採番された番号と

図表 4-9 のリスト番号は一致している。 
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図表 4-9 インフォーマントの属性 

 

     出所：筆者作成 

業種 トップ歴（年） 性別 学歴 入社
1 小売業 8 男性 修士 中途
2 食料品 6 男性 学部 新卒
3 化学 5 男性 学部 新卒
4 電気機器 5 男性 学部 新卒
5 証券業 現役 男性 修士 創業者
6 情報・通信 6 男性 学部 新卒
7 電気機器 5 男性 博士 新卒
8 電気機器 8 男性 学部 新卒
9 化学 9 男性 修士 新卒

10 繊維製品 現役 男性 修士 新卒
11 保険 7 男性 学部 新卒
12 その他製品 10 男性 学部 新卒
13 医薬品 8 男性 博士 新卒
14 銀行業 6 男性 修士 新卒
15 電気機器 7 男性 学部 新卒
16 空運業 3 男性 学部 新卒
17 空運業 4 男性 学部 新卒
18 建設業 6 男性 学部 新卒
19 食料品 現役 男性 学部 新卒
20 情報・通信 現役 男性 修士 新卒
21 証券業 現役 男性 学部 新卒
22 サービス業 現役 男性 学部 新卒
23 建設業 現役 男性 学部 新卒
24 サービス業 現役 男性 修士 中途
25 電気機器 10 男性 博士 新卒
26 電気機器 現役 男性 学部 新卒
27 食料品 現役 男性 学部 新卒
28 銀行業 3 男性 学部 新卒
29 精密機器 6 男性 学部 新卒
30 医薬品 現役 男性 修士 新卒
31 機械 現役 男性 学部 新卒
32 ガラス・土石製品 現役 男性 学部 新卒
33 医薬品 10 男性 学部 新卒
34 サービス業 現役 男性 学部 創業者
35 卸売業 7 男性 学部 新卒
36 電気機器 11 男性 学部 新卒
37 サービス業 9 男性 学部 新卒
38 食料品 4 男性 学部 新卒
39 食料品 現役 男性 学部 新卒
40 小売業 現役 男性 学部 中途
41 電気機器 現役 男性 学部 新卒
42 陸運業 4 男性 学部 新卒
43 銀行業 現役 男性 学部 新卒
44 化学 6 男性 学部 新卒
45 化学 現役 男性 学部 新卒
46 小売業 現役 男性 学部 中途
47 化学 現役 男性 修士 中途
48 情報・通信 現役 男性 学部 新卒
49 不動産業 現役 男性 学部 新卒
50 機械 現役 男性 学部 中途
51 情報・通信 現役 男性 学部 創業者
52 銀行業 5 男性 学部 新卒
53 電気機器 6 男性 学部 新卒
54 電気・ガス業 5 男性 修士 新卒
55 機械 6 男性 修士 新卒
56 食料品 現役 男性 学部 新卒
57 輸送用機器 現役 男性 学部 中途
58 鉄鋼 現役 男性 修士 新卒
59 化学 現役 男性 学部 新卒
60 食料品 現役 男性 学部 新卒
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4.3 データ収集 

4.3.1 インタビューデータ 

 当事者が自身の過去の出来事や感情もしくはどのように自分の行動を解釈したのか

理解する場合には、特にインタビューが研究者にとって有効な手段である（Merriam & 

Tisdell, 2016; Patton, 2015; Qu & Dumay, 2011）。研究者にとって観察することが困難な

現象を、インフォーマントを介してアクセス可能になるからである（Easterby-Smith, 

Jaspersen, Thorpe, & Valizade, 2021）。そして、理論上興味深い現象を経験した人々によ

る回顧とリアルタイムの両方について説明を得たい場合、インタビューの中でも半構

造化インタビューが最適である（Gioia, Corley, & Hamilton, 2013）。半構造化インタビ

ューは、トピックが明確に決まっており、事前に質問が設定されている場合もあるが、

聞きたいトピックや課題の選択も柔軟である（Easterby-Smith et al., 2021）。そして、柔

軟性、アクセスのし易さ、分かりやすさに加えて、さらに重要な点として人間や組織

の行動のしばしば隠れた面を明らかにすることが可能（Qu & Dumay, 2011）というメ

リットもある。以上から、本研究では半構造化インタビューによりデータを収集する

こととした。しかし、グラウンデッド・セオリーの唯一の方法がインタビューである

ということではなく、分析の理論的な発展、湧き出てくる考えを前進させることを促

す方法の選択がグラウンデッド・セオリーのロジックでは重要である（Charmaz, 2014）。

湧き出てくる関心事や研究者の理解能力等によってどのデータを使用するのかは変わ

ってくるが、第一次データ以外にも、歴史的テクスト、政府の資料や組織の情報とい

った他のデータソースによる資料や情報でもデータは構築可能である（Charmaz, 2014）。 

 本研究では、リサーチ・クエスチョンの探索のための初期データと、カテゴリーの

精緻化を目的とした理論サンプリングを、半構造インタビューで収集した。インタビ

ューの時期は 2019 年 5 月 14 日から 2021 年 3 月 22 日であるが、コロナ過でインフォ

ーマントの予定が不透明となり、2020 年 2 月と 3 月度はインタビューの予定が立てら

れない状況となり、一時中断をした。理論サンプリングのデータ収集と分析の過程に

おいて、新しいカテゴリーが抽出されなくなった時点でインタビューを終了した。初

期データと合わせてインタビューで収集したサンプル数は 60 である。Baker & Edwards

（2012）は、質的研究における大学院生のデータサンプル数の目安として、Patricia & 

Peter Adler は平均 30 で 12 から 60、Ragin は PhD の博士論文で 50 と言及していると述

べている。また Creswell は、グラウンデッド・セオリーにおけるデータ収集として、
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「概して 20～30 名の個人インタビューを提唱」（Creswell, 1998, p.64）していることか

らも、この数字は妥当と思われる。 

 インタビューの依頼にあたり、インタビュー依頼レターを作成、本人もしくはコン

タクトポイントに送付をした。承諾がなされた後、事前にインタビューガイドライン

を送付し、質問項目を共有した上でインタビューを実施した：「過去 5 年間にあなたの

リーダーシップを行使する上で最も重要であった上位 2 つのリーダーシップ能力は何

ですか」、「あなたが最も重要と考えるステークホルダーは誰ですか？どのように彼ら

の利益のバランスをとりますか？」。理論サンプリングの収集では、成果の捉え方や自

身を含む人の育成に関する質問を加えた：「最も重要な成果として何を達成したいです

か。 成功の指標は何ですか」、「人を育てるということに関して、あなたの考えをお聞

かせください」、「自己修養（改善）として何をしていますか」。事前のインタビューガ

イドラインはあったものの、半構造化インタビューの手法を用いることで、インフォ

ーマントの話しの流れに応じて内容の深掘りや事前の質問以外についても回答頂いた。 

 全てのインタビューは、インタビューの受け手にとって肉体的にも精神的にも快適

にインタビューを受けることができる環境下を保証するために（King, Horrocks, & 

Brooks, 2010）、数例を除いて（先方の依頼により大学にてインタビュー）、先方が勤務

する本社へ赴く形式を取った。本社の静かな役員用会議室でインタビューが行なわれ

た。設定は、インタビューを受ける側が用意した席順に従い、インタビューの間は、

先方が提供した飲み物を自由に飲みながら、また先方が資料を準備した場合はそれを

見ながら、非公式の形式でリラックスして行われた。インタビュー側が希望した場合

は、秘書や広報の従業員が同席するケースもあった。コロナ過による緊急事態宣言が

発令された後は、先方の希望により、オンラインでのインタビューが主流を占めるよ

うになったが、その場合も、先方の都合により、会長、社長以外の社員が参加をする

ケースがあった。匿名性の保証、企業名もしくは固有名詞が記載される場合の事前確

認の手続きを確認し、インタビューガイドラインに基づいて、経営者の経験に焦点を

当てたオープン・エンドのインタビューである。インタビューの時間は、質問事項の

回答に対する深さのレベルもしくは受け手の話す意思に従い、約 60 分から 90 分続い

た。全てのインタビューは、インタビューの開始前に、受け手の同意を得た上で録音

がなされた。同時に、インタビューの間に重要だと思った情報は手書きでメモを取る

こととした。インタビューが終わった後、全ての内容が正しく再生されるように、録
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音したデータは毎回テープ起こしを行い、文書化（付録 1, 2, 3）するプロセスを遵守

した。 

  

4.3.2 ケースデータ 

 初期インタビューデータの分析コーディングにより浮かび上がってきた概念である、

従業員への人としての尊重と人間理解力に関する概念の探索のために収集したデータ

は、松下幸之助が生前、従業員と一緒に参加した朝会や夕会、年次計画会議そして企

業家に向けた講演で語った発言である。これらを収めた「松下幸之助発言集（全45巻）」

には、彼が様々な機会に講演や対談で語ったインタビュー内容も含まれている。本と

して出版された初期の原稿は、演説やインタビューを録音したものからテープ起こし

された極めて一次データに近いものであり、ビジネスリーダーの視点からリーダーシ

ップ現象を理解する本研究の目的に沿っている。故人に関する資料へのアクセスに対

しては重要な点であることから（Yates, 2014）、本人以外による解釈によって引き起こ

されるバイアスを削除するために、彼のリーダーシップや経営手法に関して分析がな

された本や記事は除外し、必要に応じて補足としてのみ使用した。具体的には、記録

文書と二次データは次の3つのデータソースから収集を行った：（1）「松下幸之助発

言集 第45巻」の付録とPHPのホームページから伝記データ、（2）PHP理念経営研究

センター代表、渡邊祐介著書による「松下幸之助物語」、そして（3）パナソニック株

式会社及び関連機関のホームページから「松下幸之助の生涯」他。 

 次に、初期のインタビューと松下幸之助のケースデータの分析の結果抽出された仮

のカテゴリーとカテゴリー間の関係性を精緻化するために、新しいデータの収集を 2

つの方法から行った。一つは、前項で収集方法を説明したインタビューデータである。

しかしながら、これらは、多数のインフォーマントから集成的に浮き上がってきたパ

ターンの結果にしか過ぎないため、松下幸之助のケース分析で生成されたカテゴリー

間の関係性を強固にするために、稲盛和夫のデータを次の方法で収集した。まず、一

般社団法人日本雑誌協会のビジネス分野における印刷証明付き発行部数（2018 年 4 月

から 2020 年 12 月期）トップ 3（President、週刊東洋経済、週刊ダイヤモンド）より、

オンライン化されているデータを検索し、インタビューや本人が語った内容を掲載し

た記事を全て抽出した。加えて、ビジネス分野に特化した新聞媒体として日本経済新

聞のデータも選択した。更には、Google 検索により“稲盛和夫 インタビュー”と入
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力した結果、閲覧可能なインタビュー動画 MBS（毎日放送）「ザ・リーダー」と稲盛

和夫 Official site をデータとして使用した。 

 

4.4 データ分析 

 データ分析の最初のステップは、テープ起こしが完了したインタビューのデータを

コーディングすることである。そのために、Qualitative data analysis software （QDAS） 

の一つである ATLAS.ti を使用した。このツールは、1980 年中頃から、定性研究で得ら

れた結果の提示の仕方や透明性について広く議論がなされてきたことと、さらにはデ

ータが構造化していないという性質もあり、コンピューターの使用が促進された結果

開発されたソフトプログラムである（Flick, 2013）。グラウンデッド・セオリーは、“継

続的比較（constant comparison）”を達成するために、データ収集とデータ分析が同時

に進行する方法論であるため（Creswell, 1998）、各インタビューが終了し、テープ起

こしが完了したテクストを ATLAS.ti に都度アップロードをし、コーディングを行なっ

た。コーディングの手順は、Charmaz（2014）の方法に従い、初期コード（Initial coding）、

焦点コード（Focused coding）、そしてメモ書き（Memo Writing）を介してカテゴリー

の構築に至った。カテゴリー間の関係性は、データのオリジナルであるテクストから

読み取り、メモ書きに記載及び仮のカテゴリー図に描写することを繰り返すことによ

り、精緻化を試みた。以下に、コーディングのプロセスをステップ毎に記載する。 

 尚、括弧の中の数字は、インタビューの分析の際にATLAS.tiでアサインされたもの

である。また、インタビューが英語でされた場合、引用はオリジナルを尊重して、日

本語訳をしないまま、本研究では掲載をする。 

 

 ①ステップ1：初期コーディング 

 初期コーディングは、インビボ・コーディング（In Vivo coding）、帰納的/探索的コ

ーディング（Inductive/explorative coding）、理論的コーディング（Theoretical coding）

の選択肢が考えられるが、経営者の「経験に固有する意味を掴むことがより可能であ

るインビボ・コーディング」（Stringer, 2014, p.140）を使用することとした。インビボ・

コーディングとは、インビボ（in vivo）の由来である“その中に生きている”が意味

するとおり、「インフォーマント自身が使用した用語、つまり質的データの中に見つ

けられる実際の言葉から単語や短いフレーズを参照する」（Strauss, 1987, p.33）ことで
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ある。インフォーマントが「よく使う言葉やフレーズ、行動の規則性が明らかになる」

（Saldaña, 2016, p.107）ので、「研究者が､インフォーマントにとって何が重要なのか

把握する欠かせないチェック機能提供し、意味を具体化及び要約するのにも役立つ」

（Charmaz, 2014, p.135）。図表4-10は、初期コーディングの例である。 

 

図表 4-10 初期コーディング例 

 

出所：筆者作成 

 

②ステップ2：焦点コーディング（Focused coding） 

 次に、コーディングの第二サイクルにあたる焦点コーディングである。「焦点コー

ディングは、データ全体の中で最も際立ったカテゴリーを探すために頻繁に出てくる

コードもしくは重要なコードを探し、どの初期コードが最も分析的に意味があるのか

判断が必要となる」（Charmaz, 2014, p.138）。図表4-11は、初期コードから焦点コード

へ統合した例である。 

 

  

参加者+発言番号 インタビューテクスト 初期コード

2.19

実績主義だ、実力主義だっつって、だーっと合理的に
やると、そっちがつぶれちゃうと、確かに人事的には
コストも下がり、優秀な人材がこうなったかもしれな
いけど、全体のパワーが下がったんでは意味がないね
というのが、僕ら、現場やってる人間のとらえ方です
よね。

全体のパワーが下がったんでは意味がない

6.17 経営とは、環境適応業である 経営とは、環境適応業

10.6

the issues facing us maybe it lasts more than 10 years, 20 years,

sometimes 15 years would take, so choosing from that point of

view, what kind of things, what kind of service we have to solve?

And the, what kind of things we have, then those interface

should be our business places

what kind of things we have, then those interface

should be our business places

13.29

やっぱりもうかる仕事に使うのか、患者さんが困って
いて、患者数が少ないけど利益は少ないけど、その解
決をするのかって判断迫られることが私も何度もあり
ましたけど、私は後者を取りましたね。

患者数が少ないけど利益は少ないけど、その
解決をする

12.24

会社っていうのは、私は、社会から信頼され、尊敬さ
れる、そういう企業になろうと。で、その上で強い企
業になるんだ。強い企業っていうのは利益だけを求め
るんでなくて、社会貢献をしながらやっていくんで
す。そのために社会から信頼され、尊敬されなきゃい
けないんだと。その上で、利益が出るような強い企業
になろう。

社会から信頼され、尊敬されなきゃいけない
んだと。その上で、利益が出るような強い企
業に

14.24

私は、よくダーウィンの言葉を引いていたんですけ
ど。よく言われている、『勝ち残る者は、賢い者でも
強い者でもない』と。『変化に適応できる人が勝ち残
るんだ』と。あるいは、今変化をつくり出せる人が勝
ち残る、ってことだと思うので。「立ち止まることは
後退することだ」って常に言ってんですよね。

変化に適応できる人が勝ち残る
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図表4-11 焦点コーディングの例  

 

出所：筆者作成 

 

③ステップ3：メモ書き（Memo-writing） 

 分析的なメモを作成することは、これまでのところで構築されたコードとカテゴリ

ーについて研究者の考えのプロセスを明らかにすることである。また、「メモ書きは

コードからカテゴリー構築にも役立つ」（Saldaña, 2016, p. 242）。メモ書きは分析の過

程で何度も作成されるが、本研究では一部サンプルのみを付録に添付する（付録 4, 5, 6）。 

 

④ステップ4：カテゴリー化 

 焦点コーディングでコード化されたコードから「共通のテーマやパターンを抽出す

る分析のステップ」（Charmaz, 2014, p.341）がカテゴリー化である。カテゴリーの特

性、条件、そして他のカテゴリーとの関係性を定義し、理論構築で使用する理論的カ

テゴリーの選択も行う。グラウンデッド・セオリーにおいて図式化は必須ではないが

（Charmaz, 2014）、本研究ではリーダーシップのプロセスが理解し易いようにカテゴ

リー間の関係性を概念的フレームワークとして図式化した（図表6-3）。 

 

 尚、フォロワーとの関係性の探索のために調査した松下幸之助のケース（付録7-1～

7-4）及び理論サンプリングとして収集した稲盛和夫のデータ（付録8）も、同様のコ

ーディング手法を用いた。 

初期コード 焦点コード

経営とは、環境適応業

We don't have goals. We just keep changing

グローバル化で人材育成方法を変える

コンテクストによりトップの役割が変わる

その時代に合った戦略を策定

外部環境における会社のポジションの把握

環境に対応

経営環境に対応

経営者は常に、その環境の変化に応じて自分たちの企業はどこに注力するかっていうこと

変化に適応できる人が勝ち残る

前の人がやったことでも、当然環境が変われば、組織の在り方とか変わってきますよね。

非連続で答えを見つける

100年後もY(企業名）は人間社会の価値を提供し続けていたいねって、僕らは思うわけです

10年ぐらい先にどういう企業になろうとするか

10年以上先を考え、会社の特徴を残す

10年後に要るかもしれないところは残す

1年間かけて将来見たときに、ないと、将来はない。

how we imagine the futures

what kind of things we have, then those interface should be our business places

今、経営しているわれわれが、その文化をいいものに仕上げていくという努力が絶対的に必要

将来に対して今我慢する

中長期的な利益になるような意思決定

環境に対応し経営を変化させる

将来を見据える



 

61 

4.5 倫理的配慮 

 この節では、本研究において、対象者に対する人権や意思の尊重を考慮し、どのよ

うに担保したのか概要を説明する。早稲田大学学術研究倫理憲章及び学術研究倫理に

係るガイドラインで述べられているとおり、人権を尊重し、個人情報の保護に留意す

ることが求められている。この指針に沿って、対象者に対して、個人名や企業を特定

する内容が記載される場合は事前に確認を取る旨を、インタビューを依頼する際に送

付した文書内及びインタビューを開始する直前にも口頭説明をし、同意を得た上でイ

ンタビューを行った。インタビューの録音に関しても、アカデミックな研究に必要な

旨を説明し、同意を得た後に、録音を開始した。さらに、インタビューの内容に関し

て、オフレコにして欲しいと対象者もしくは同席者から依頼があった部分は、本研究

において一切使用しないこととする。また、質的研究の方法論の性質上、対象者の発

言を引用する必要性が生じる。しかしながら、対象者が特定されることがないよう、

番号を付与し、その番号を記載することで、対象者の個人情報の保護を保証する。 

 

4.6 本研究の信頼性 

 「信用できる研究とは、発見や結論が調査された世界を正確に反映し、描写するた

めに、データを適切に収集し、解釈を行ったということを保証することを意味する」

（Yin, 2016, p.85）。しかし、信用性を高める手段の選択は、パラダイムにおける存在論

のスタンスにより若干異なり、「相対主義のポジションは、信頼性（Trustworthiness）

により重点を置く」（Yin, 2016, p.86）。本研究は相対主義のスタンスを選択しているこ

とから、信頼性の観点から説明を行う。 

 研究の信頼性又は厳格さは、調査の質を担保するために用いたデータ、解釈そして

方法の信頼の程度を指す（Polit & Beck, 2014）。目的はデータの内在する“真実性”を

議論するよりむしろデータを生成するために使用した方法の信頼性を与えることであ

り、データの収集や解釈に透明性が求められる（Jackson et al., 2015）。この目的を達成

するために、本研究では質的研究者の多くが採用しているLincoln & Guba（1986）の定

義（Connelly, 2016）：（1）信用性、（2）移転性、（3）信憑性、（4）確証性を、社会構成

主義に沿った解釈において順守する。  

 （1）信用性は、量的研究の内的妥当性に当たる基準であり、研究が質的研究の基準

的なプロセスに従って行なわれたか（Connelly, 2016）という問いが想定される。本研
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究では、方法論の節で述べたとおり、グラウンデッド・セオリーの創始者である Glaser 

& Strauss の直接の弟子である Charmaz が定義したプロセスに従って研究を進める。 

 次に、データの信用性である。Charmaz は、「研究の質はデータの信用性が第一歩で

あるとして、経験的事象を描写可能にする妥当性そして十分性が収集データの基準と

して求められる」（Charmaz, 2014）と述べている。本研究では、まず、データ対象とし

て日本企業の日本人経営者を選択する妥当性について、実証研究により検証（第 3 章）

を行った上で、本研究に取り組む。十分性に関しては、グラウンデッド・セオリーで

は飽和性が基本となるが、データ選択の項（4.2）で説明した先行研究が提示する基準

の一番高い数値に準じている。 

 さらには、研究のテーマやカテゴリーを形成するために、複数の異なった情報ソー

スを研究者が探索する妥当性手順である三角測量（triangulation）もこの研究の信用性

に寄与している。グラウンデッド・セオリーにおける理論サンプリングの使用である。

この研究では、インフォーマントのインタビュー、故人の組織内外における発言を文

書化したデータ、そして公的に公開されている二次データが使用されている。継続的

に比較する手法を遂行することで、研究者は「情報と湧き出てくるカテゴリーの間で

データを三角測量し」（Creswell, 2012, p.442）、理論は新しいデータ（例えば、追加の

データを収集しても新しいカテゴリーが湧き出ない）に直面する過程で安定し、飽和

する（Parry, 1998)。 

 （2）量的研究の一般化（generalization）と同一とされる移転性（transferability）は、

統計的な一般化とは異なる（Connelly, 2016）。「他の人が発見の一部もしくは全てをど

こかに適用できるかどうか判断可能な程度に厚い記述がされているかどうかが移転性

の意味するところとなる」（Lincoln & Guba, 1986, p.77）。厚い記述の目的は、読み手

が描写されている出来事を経験した、もしくは経験することができたと思わせること

である。したがって、できる限り詳細に記述をし、読者を研究の舞台へと移行させ、

彼等のレンズを通して信用性が構築されるのである（Creswell & Miller, 2000）。本研究

においては、読者が記述に信用性があると理解し、別の文脈でも適用可能であると判

断ができるように、分析の過程におけるメモ書きやデータソースからの引用を可能な

限り本文及び付録に含むことを心掛けた。 

 （3）三番目の信憑性（dependability）は、時間の経過と研究の状況の変化によるデ

ータの安定性のことを指す（Polit & Beck, 2014）。量的研究における信頼性と似ている
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が、条件の安定性の理解は研究の種類に依存する（Connelly, 2016）。本研究は、日本の

コンテクストにおけるトップリーダーの社会と人にフォーカスしたリーダーシップに

ついて分析しているが、日本人の急激な価値観の変化や外圧が無い限り、条件は大き

く変化するとは考えにくい。 

 一方、信憑性に対する手順として、インタビューの録音、テープ起こしを行った後、

そのテクストをQDAツールであるATLAS.tiに入力することで、コーディングを行った。

その他のアクティビティに関しても、プロセスのログが取れるように、インタビュー

依頼のやりとりに関するメールの保存及びインタビューインフォーマントリスト、イ

ンタビュー時におけるメモを作成した。 

 （4）最後に、量的研究の客観性にあたる確証性（confirmability）とは、研究による

発見に一貫性があり、復元性がある度合いもしくは中立度を意味する（Polit & Beck, 

2014）。Lincoln & Guba（1986, p.77）は、この確証性の手段として、「会計監査の手法

になぞらえ、監査」と命名しているが、決断やアクションに関与するプロセスの機会

的なレビューのことを指す（Jensen, 2008）。研究の発見に至る過程とデータがトレース

できることにより、確証性が担保されることになる。インタビューでは、録音機が毎

回設置され、指導教員を含む筆者とインフォーマントの60の会話は録音されている。

ケースデータで収集した松下幸之助と稲盛和夫に関するデータは、方法の節及び参考

文献リストで出所を詳細に記載しており、トレースが可能である。さらには、グラウ

ンデッド・セオリーでは、監査追跡（Audit trace）としてメモ書きが分析の記録として

の役割を果たしている（Tweed & Charmaz, 2012）｡また、Jensenが示している「一般的

に認められている基準である透明性があり、厳格な方法論」（Jensen, 2008, pp.41-42）

を遵守していることからも、本研究はその基準を満たしていると言える。 

 中立性に関しては、本研究で選択したパラダイムの構成主義のアプローチでは、研

究者は中立な観察者であり、価値観が全くない専門家という概念は存在せず、主観主

義の立場に依拠する。 

  

4.7 研究者の役割 

 量的研究では、研究者の役割は存在せず、インフォーマントは完全に研究者とは独

立している。しかし、質的研究では、研究者がデータを集め、分析し、解釈を与える

ため、妥当性を担保する観点から、自身のポジション（前提、信念とバイアス）を明
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らかにすることが重要であると Creswell & Miller（2000）は述べている。本研究では

Charmaz の構成主義的グラウンデッド・セオリーを選択している。したがって、イン

フォーマントは研究者の結果構築に関与する対象者と考えられており、相互作用的で

あるという認識論の立場をとる。また、このポジションは、全てのプロセスにおいて、

研究者の主観性を容認している。インフォーマントがどのように現象や環境を理解し

たのかについて、研究者が内部に深く入り込み、理解した上で理論を構築していく必

要性があるからである。 

 自身の役割は、組織の経済的パフォーマンス向上を目的としたリーダーシップ論に

代わり、社会との関係性を尊重するリーダーシップ論を構築するための見識を提供す

ることである。この目的に対して、構成主義のアプローチとは整合性が取れているが、

データの選択や分析において、筆者の主観性の影響が及ばないよう考慮した。 

 一方で、筆者の 25 年強に及ぶ実務家としての経験は、企業の経営者にインタビュー

をする際に有益であった。それは、経営者に近い立場で仕事をした経験と、海外の学

生のインターンシッププログラムにおける経営者の方々との接点である。また、ビジ

ネスにおける専門用語や日本企業を取り巻く環境の理解にも大きく寄与した。  
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第 5 章 初期分析による仮カテゴリーの抽出 

 

 グラウンデッド・セオリー・アプローチでは、データ収集と同時に分析を始めるこ

とにより、初期の段階で仮のカテゴリーを抽出する。そして、その結果に基づき仮の

カテゴリーを強固にするために更なるデータ収集と分析を進めるが、その過程で新た

な疑問が浮かび上がった場合は文献のレビュー及び新しいデータ収集と分析を繰返し

ながら研究を進めていくことが特徴である。本研究においても、最初のステップとし

て新しいカテゴリーを含む主要な仮のカテゴリーを抽出する過程において、社会との

関係性を含む既存のリーダーシップ論（レスポンシブル・リーダーシップとサスティ

ナブル・リーダーシップ）では触れられていない概念が浮かび上がってきた。そこで、

新たな概念を探索するために既存の文献を検討し、別途データ収集と分析を行った。

その結果構築されたモデルは、次章においてデータ収集をする際のインプットとなり、

継続的比較分析による概念的フレームワーク構築の基盤となるものである。以下に、

初期分析からモデル構築に至るまでの詳細な手順（図表 5-1）を説明する。 
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図表 5-1 データ収集と分析プロセス 

 

出所：筆者作成 

  

概念的領域 実証研究
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5.1 初期データによる探索 

 インタビューによるデータ収集と分析の結果、初期、焦点コーディングが付与され、

仮のカテゴリーに集約した表が図表5-2である。 

 

図表5-2 初期データによる仮のカテゴリー 

 

出所：筆者作成 

 

 まず、社会との関係性にフォーカスしたリーダーシップ論で、必ずしも明確ではな

かった社会との関係性とはどのようなことを指すのかということを明らかにすると思

われる仮のカテゴリー“企業の存在意義”が抽出された。社会との関係性を示すカテ

ゴリー“企業の存在意義”とは、ビジネスリーダーが企業と社会の関係性をどのよう

に捉えているのかを示すものである。第一に、企業と社会の位置関係は、企業は社会

初期コード 焦点コード カテゴリー

ウインウインを目指す、論語で仁

ステークホルダー間のバランスを取る

環境もステークホルダーの一つ

三方よし

社会の課題解決をする

尊敬される企業になる

全ての企業は社会に属している

利益は公のものでもある 公益

経営理念がベース
経営理念は変わらず、維持されるべき
企業文化の浸透
経営理念の浸透
コンテクストによりトップの役割が変わる

外部環境における会社のポジションの把握

就任時の社内状況を把握する

環境に対応する

経営環境に対応する

会社の歴史的状況から後継者にもバランスを求める

継承のために自ら権限を外す

後継者へ様々な経験をさせる

自分の任期を決める

後継者を社長就任直後に考える

社長継承の意識をさせる

社長交代の準備をする

日本の経営は継続は力なり

DNAの存在

利益よりサステナビリティ―を考えて戦略をたてる

アルバイトだけの会議による提案を尊重する

一般社員には働き改革をする

海外のチームも作るプロセスで参加させる

工場の人も平等に扱う

全体の士気を下げないように変革する

経営と現場の壁をなくす

従業員の思いを理解する

出来る限り従業員と直接話す

従業員が産み出す価値を認める

従業員が重要なステークホルダー

従業員の価値の満足度を向上させる

従業員の重要性を意識する

従業員に対する責任感を感じる

人間って、最後は納得

誇りを取り戻す

重要な事は繰返し擦り込む

トップ訪問で工場の人のモチベーションが上がる

方向性を示す

戦略を策定する

財務指標の設定をする

戦略を浸透させる

財務指標の実行の徹底をする

ステークホルダー間のバランス

経営と現場の壁をなくす 個々人の尊重

継続性

全従業員を考慮する

ステークホルダーのバランスをとる

企業の存在意義
企業の存在意義

方向性と浸透

方向性を示す

方向性の浸透

経営理念は不変・存続

継続性

企業文化の浸透

ベースとしての経営理念

従業員の存在意義の認識

人間理解力 人間理解力

コンテクストに対応する

バトンを渡す
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に属すると捉えている。第二に、企業の社会における役割は、世の中の課題を解決す

ることである。第三に、企業の社会からの評価は、強いよりも尊敬される企業でなく

てはならない。 

 

お客様に対して、世の中に対して問題を解決、課題を解決できるサービスを全てできるか。（4.10） 

 

And then I think all the companies, all the corporations belong to the society.（5.5） 

 

We have to be a strong company. Yeah, but more than that we have to be a respected company.（5.20） 

 

 さらに、社会との関係性を尊重するビジネスリーダーは、既存のリーダーシップ論

における従属変数（とりわけ組織及び個人に関するパフォーマンス）とは異なる成果

を目指していることがうかがえるデータも浮かび上がってきた（図表5-3）。 

 

図表5-3 初期コーディングによって発見されたビジネスリーダーが求める成果の例 

 

出所：筆者作成 

 

 次に、今回のコーディングで多くのコードが付与された二つのうちの一つが、“継

続性”としてカテゴリーに集約された組織・経営の継続に対するビジネスリーダーの

考えである。社会との関係性に言及しているリーダーシップ論であるサスティナブ

ル・リーダーシップは、持続可能な社会と環境への貢献のためには、長期視点に基づ

いた企業の持続的存続の必要性を唱える上位概念的な企業視点である。それに対して、

ここで明らかになった継続性とは、組織の継続に際し、組織と自分を取り巻く状況を

理解した結果導き出された自身の果たすべき役割を示している。 

 そして、社会との関係性に言及しているリーダーシップ論では、ほとんど言及され

ていなかった概念であるフォロワーとの関係性に関するカテゴリーが抽出された。こ

参加者及び発言番号 インタビューテクスト 初期コード

1.48

まず最初に、10年間で日本で一番質の高い会社を作ろうって、10

年間のビジョンを作ったんですね。その後に、要は、優先順位をつけ
て、まずXXX（会社名）としての誇りを取り戻すために、

一番質の高い会社を作ろう

2.17

株主に適切なリターンを戻すためには、継続的な企業価値創造
システムが機能しなきゃ駄目なの。この継続的企業価値創造シ
ステムは何によってできてるかというと、これは、そのプロセ
スで、お客さま、社員、サプライヤー、社会、そして、株主さ
んというプロセスで、結果的に株主さんに寄与がある。

継続的な企業価値創造システムが機能、結果的に
株主
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の場合のフォロワーは直属のフォロワーではなく、従業員全員を指している。カテゴ

リー“個々人の尊重”とは、従業員の役職に関係無く一人一人の存在意義を認め、自

尊心に働きかけることで自発的に動くことができるようにリードすることである。そ

のために、ビジネスリーダー自らが現場との距離感を縮めることを重要視している。

さらには、ビジネスリーダーが従業員の内発的側面に訴えかける姿勢“人間理解力”

である。人の内面を理解し、彼（女）等の行動を促進するためのリーダーシップが、

従業員との関係性を構成する概念の一つであること、そして、このリーダーシップの

特質になり得る。このように、社会との関係性を尊重するビジネスリーダーは、組織

内のフォロワーとの関係性もリーダーシップの重要な要素の一つとして捉えているこ

とが示唆された。そして、フォロワーとの関係性は既存のリーダーシップ理論でみら

れるパフォーマンス達成のためのツールとしてではなく、一個人として尊重する関係

性である。 

 以上を踏まえて、社会との関係性をどのように捉えているかについては引続き検討

を行い、さらには、リーダーシップのアウトプットに該当する成果に関して、社会と

の関係性を尊重するビジネスリーダーは何を目指しているのか具体的に探索すること

とした。一方、社会との関係性に加えて、フォロワーを一個人として尊重するリーダ

ーとフォロワーの関係性についても主要な要素と考えられる。社会との関係性に言及

しているリーダーシップ論では語られていなかったため、従業員（フォロワー）を個

として尊重する概念を含む先行研究のレビューを改めて行い、その結果に基づき調査

を進めることとした。 

 

5.2 関連する概念のレビュー：Humanism 

 実証研究におけるインタビューデータの分析過程で浮かび上がってきた概念が、ビ

ジネスリーダーの従業員に対する個々人の尊重、人間理解力である。レスポンシブル・

リーダーシップ及びサスティナブル・リーダーシップでは、フォロワーをステークホ

ルダーとして捉えている点は明確に定義されているが、組織内のリーダーシップにお

けるフォロワーとの関係性に関してはほとんど触れられていない。そこで、従業員を

人として尊重する Humanism に関連した Humanistic leadership について、その源泉から

の系譜をレビューする。 
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5.2.1 Humanistic の言葉の定義 

 最初に、humanistic に関連する用語の定義を確認する。まず、Longman 現代英英辞典

（Longman dictionaries online, 2020a）によると、humanistic は humanism の形容詞とし

てのみ紹介がされており、意味が掲載されていないため、humanism の意味を調べると

the belief that human problems can be solved through science rather than religion と解釈がさ

れている。Oxford 辞典（Oxford Learner's Dictionaries, 2020）も同様の解釈がみられる

believing in or based on humanism (= a system of thought that considers that solving human 

problems with the help of reason is more important than religious beliefs）。さらに Cambridge

辞典（Cambridge dictionaries online, 2020）を検索してみると、humanistic の一般的な意

味として relating to humanism（= the idea that people do not need a god or religion to satisfy 

their spiritual and emotional needs）と記されており、前者の 2 つの辞書より一層明確に

宗教と分離された考え方であることがわかる。そして、ビジネス英語で使用する場合

には、also human-centered と人間中心であることが示され、意味合いとしては treating 

people with respect and making certain they are safe, happy, healthy, etc.と説明がなされて

いる。 

 一方、日本語訳におけるヒューマニズムの場合、人間中心といった意味合いだけで

はなく、人道主義に対しても使用される場合がみられる。実際、Longman 現代英英辞

典（Longman dictionaries online, 2020b）において、（1）人道的な、（2）人間的な、と

日本語訳がなされている。では、人道的とは何かというと、「人としての道義にかな

ったさま。人間愛をもって人に接するさま。」であると広辞苑（新村編, 2018）では定

義されており、英語における humanism/ humanistic の意味とは異なる。 

 本研究においては、上記英語の解釈によって明らかにされた（1）神や宗教に頼らな

い Needs の達成であり、（2）人を尊重した人間中心的な考え方を定義として用いる。

よって、日本語表記の“ヒューマニズム”による解釈の混乱を避けるためにも英語表

記のまま humanism/ humanistic を使用することとする。 

 

5.2.2 ビジネスにおける Humanism 

 18 世紀に英国で起こった産業革命は、人の仕事を機械化へと変革させることにより

大量生産が可能となり、結果として生産性と効率化が経営における重要課題となって

いった。米国では、Taylor（1911）が生産量の向上のために作業の時間と生産量を詳細

https://www.oxfordlearnersdictionaries.com/definition/english/humanism
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に計測し、作業の標準化を図る科学的管理法を産み出した。しかし、Taylor の理論は、

人間を機械の一部として扱っているように捉えられると同時に、賃金による報酬では

説明がつかない問題を含有していた。そこで、人間の感情や人間の関係性が効率や生

産性に影響を与えていることを実験により証明したのが Mayo（1933）である。この実

験をもとに確立された人間関係論は、やがて人間の欲求の満足と生産性の関係性に着

目する研究へと発展していくこととなる（Argyris, 1957；Herzberg, 1968；Likert, 1961, 

1967; Maslow, 1954, 1965）。そして、この特別な関係性に対して、“Humanistic”と命

名したのが Gibson & Teasley（1973）である。人間のニーズを満足させることが高いジ

ョブパフォーマンスをもたらすだけではなく、組織の機能はメンバーのニーズを満足

させることであるという理由から、モチベーションを高める組織のモデルとして

Humanistic なアプローチであると捉えた訳である。 

 一方、Lilienthal は、人の育成に着目をし、1967 年に刊行された“Management: A 

Humanistic Art ”の著書の中で、マネジャーの職務は、人の潜在能力の育成であり、そ

のために個々人と、彼等のモチベーションを理解し、彼等の目的が達成できるように

手助けをすることだと強調した。その行動は個性を尊重する必要がある芸術家をあた

かも育成するかのようであることから“a humanistic art”と表現した。Humanistic と

Management という用語を同時に使用したのは恐らくこれが最初と思われる（Melé, 

2016）。生産性の向上と人間のポテンシャルの育成の両方に関わる手段として

Humanistic Management は捉えられるようになったが、行動と主に人間のモチベーショ

ンがフォーカスの中心であった（Daley, 1986）。 

 その後、1970、1980 年代に日本企業の世界的活躍に刺激を受け、米国の学者はこぞ

ってその秘密を明らかにすべく米国企業との比較研究に没頭する中で、日本企業の

Humanistic Management が脚光を浴びることとなった。Swart（1973）は、モチベーショ

ン、モラル、満足度そして生産性に対処する新しい解決策として正式に標識された

Humanistic Management のフレームワークの中で、企業における実例を検証している。

労働内容、従業員の責任範囲、労働環境の変更そして職務を拡大することで、モチベ

ーション、モラル、満足度そして生産性 4 つの目的が向上したと述べている。その事

例として、松下電器におけるストレス発散のためのジムの設置及び松下幸之助が共存

と人との有意義な関係性について呼びかけるスピーチ録音を従業員が聞くこと、Ohmi 

Transport Company における従業員の太陰周期の採用による事故の減少を紹介している。
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さらには、Ouchi（1981）が著書“Theory Z: How American business can meet the Japanese 

challenge”で明らかにした日本企業の Humanistic Management の特徴は、従業員に対す

る総体的な関心（Concern）と参加型マネジメント（Participative management）である。

日本企業において、従業員一人一人の人生に関心を持つことが従業員の満足向上に貢

献をしている。そして、職場が安定し、自信を持つことで、家族やコミュニティへの

貢献が一層促進される結果をもたらしている。参加型マネジメント（Participative 

management）に関しては、Humanistic 行動研究者（Keys & Miller, 1984）として知られ

る Argyris（1955）や McGregor（1960）がすでに従業員の参加がマネジメントに効果的

であることを唱えていたが、Ouchi は日本企業の実践を紹介することで、“人を巻き込

む”という視点の有効性を、マネジャーに気付きを与えるきっかけとなったと Daft

（2004）は述べている。また、従業員との信頼関係を築く企業理念と価値観の重要性

も指摘されている。Ouchi 以外にも Pascale & Athos（1981）や Waterman & Peters（1982）

らが組織文化の有効性を唱え、可視化できず、測ることが困難な共通した価値観や信

念といった要素が、組織内で人の行動や意思決定に多大な影響を与えるという根拠が

強まっている（Kotter & Heskett, 1992）。Melé（2003）は、組織の中で人の美徳を醸成

するのにふさわしい組織文化を促進するのが Humanistic Management のアプローチで

あるべきだと述べている。この点においても、日本企業の経営理念は Humanistic 

Management の定義と一致している。 

 

5.2.3 Humanistic Management 

 21世紀に入り、株主主体の資本主義モデルは機能及び倫理の視点からのチャレンジ

に直面をしており（Spitzeck et al., 2009）、人をツールとして捉え、最大限活用するこ

とを目的とし、経済的枠組みを基本前提とする従来型のマネジメントが非常に批判を

浴びるようになってきた（Melé 2003; Pirson & Lawrence, 2010; Spitzeck et al., 2009他）。

米国における2001年のEnron社と2002年のWorldCom社の不祥事、2007年のリーマンシ

ョック後、倫理にフォーカスしたリーダーシップ（オーセンティック・リーダーシッ

プ、スピリチュアル・リーダーシップ、倫理的リーダーシップ等）が議論されるよう

になったこともその一例である。また、貧富の格差、気候変動といった世界規模の問

題は、ビジネス戦略及びマネジメント理論や慣行を再考する必要性を指摘している（Fu 

et al., 2020b）。その結果、研究者や実業家ともに、ビジネス理論にhumanistic な価値観
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を取り入れることを求めるようになってきた（Dierksmeier, 2011; Mackey & Sisodia, 

2014他）。Google Scholar でhumanistic management に関する論文や本が500以上リスト

されるが、そのうちの三分の一は過去10年に出版されている（Fu et al., 2020b）。2009

年のHumanism in Businessの刊行と2016年のHumanistic Management Journalの発刊は、そ

の具体例である。 

 このように、Humanistic managementに注目が集まる中、その概念は次のように定義

されている。まず、2003年にMeléが定義したHumanistic managementとは、良い成果を

達成することで満足感を得るという人間の欲求にのみ焦点を当てている古典的なモチ

ベーション理論とは異なり、人間の美徳を通して人を育成することを考慮しながら人

のモチベーションを高めることである。また、そのような環境を促進する組織文化を

育てるコミュニティ、企業を構築する重要性を説いている。次に、2007年に発足した

Humanistic Management Centerは、Humanistic Managementを人間の尊厳、倫理の内省と

ステークホルダーエンゲージメントの3つの柱で明文化している。そして、Humanistic 

Management Journalは、その目的を組織における人間の尊厳の保護と人の幸福の促進と

位置づけ、基本原理として人間を経済活動の起源、中心そして終点であると創刊号の

編集者の言葉として述べている。さらに、2016年にMelé は、それまでは概念のみで表

現されていたHumanistic managementの理論を、その歴史を通して7つの命題に発展をさ

せている：(1)一体性（wholeness）、 (2) 広範な知識（comprehensive knowledge）、 (3) 

人間の尊厳（human dignity）、 (4) 発展（development）、 (5) 公益（common good）、 

(6) 超越（transcendence）、(7) スチュワードシップ－持続可能性

（stewardship-sustainability）。一方、Spitzeck（2011）は、倫理の観点だけではなく経

済的なアウトプットも統合したモデルを構築し、Humanistic managementを遂行するに

あたり、利益性の追求も企業には必要である旨を説いている。 

 以上のように、Humanistic Management の研究は進展を遂げている最中であり、まだ

初期段階である（Melé, 2013）。しかしながら、ネオクラシックな“経済的（economic）”

マネジメントの視点と“humanistic”マネジメントの視点は明らかに異なっており、大

きなパラダイムシフトと言える。 

 

5.2.4 Humanistic leadership 

 Humanistic leadershipは、既存のリーダーシップ論に代わり、人間尊重に焦点を置く
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新しいリーダーシップ論として、理論構築のための研究が始まったばかりである。2020

年のCross Cultural & Strategic ManagementでHumanistic leadershipの特集が組まれ、

Humanistic managementに依拠した実用的定義（Working definition）が提唱された。その

定義が示す3つのリーダーシップ行動は、以下のとおりである。（1）フォロワーの様々

な要求や動機に対応することで、総体的な人間としての尊重を示す、（2）フォロワー

の能力を全て引き出すために育成をする一方、リーダー自身も継続的に自己成長をす

る、（3）公益を追求する努力をすると同時に、全てのステークホルダーの利益を認識

し、考慮することを試みる（Fu, Von Kimakowitz, Lemanski, & Liu, 2020a）。伝統的な

リーダーシップとHumanistic leadershipの特徴を比較した表が図表5-4である。 

 

図表 5-4 既存のリーダーシップと Humanistic leadership の特徴の比較 

 

       出所：Fu, Von Kimakowitz, Lemanski, & Liu, 2020a 

 

 伝統的なリーダーシップ論では、利益が動因であり、リーダーシップの対象が株主

であるが、Humanistic leadership では、幸福がリーダーシップの動因であり、対象がス

テークホルダーと定義している（Fu et al., 2020a）。ステークホルダー全てがリーダー

シップの対象であり、利益追求主義でない点も含めて、本研究のリーダーシップと多

くの共通性がみられる。 

 また、今日までのリーダーシップ理論の多くは、北米の研究者により、北米のリー

ダーを対象として導き出されており、その研究対象には国民文化的偏りがある（House 

& Aditya, 1997; House et al., 2013: Lowe & Gardner, 2000; Yukl, 2010）と多くの研究者が

指摘している。したがって、Cross Cultural & Strategic Managementの特集号では、様々

な国のコンテクストによるHumanistic leadersの分析がなされることで、リーダーシップ

の普遍性と文化の特殊性にも焦点が当てられている。人を第一とし、従業員を尊重、

倫理の順守や信頼構築といった概念は、国を超えて共通している。一方で、それらの

価値観がどこから来ているのか（例えば、中国、台湾、韓国の論文では、儒教の五常

伝統的 Humanistic

フォーカス 機能 人

目的 より機能的な 包括的な

手法 優先順位付け 最適化

動因 利益 幸福

対象 株主 ステークホルダー
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の徳に依拠）、どのように行動に表れるのかという点については、国の文化との関連

性を明らかにすることで、特殊性の可能性を模索している。  

 

5.3 新しい概念の探索―ケース：松下幸之助― 

 前段階において発見された従業員に対する“個々人の尊重”と“人間理解力”の仮

のカテゴリーについて、探索を行うために先行研究レビューを行った結果、人を中心

とした新しいリーダーシップとして、Humanistic leadership の議論が始まっていること

が判明した。しかしながら、このリーダーシップ論は研究が始まったばかりで、先行

研究もほとんど存在しないことから、Cross Cultural & Strategic Management の特別号に

掲載された Humanistic leadership の実用的定義（Working definition）に基づき、歴史に

名を残す際立ったリーダー、なおかつ社会と人にフォーカスしたリーダーシップを行

使した日本人経営者の代表である松下幸之助をケースとして探索を試みた 6。 

 松下幸之助に関しては、実務書を中心にあまたの文献で論じられているが、「経営

理念に注目をした議論7が圧倒的に多い」（加護野, 2016, 序1）。本研究は、松下幸之

助の評伝ではなく、社会との関係性を尊重するリーダーシップ論の探索におけるサン

プルデータの一部として、リーダーシップ論の視点により分析をおこなう。 

 

5.3.1 データ分析 

 最初に、「松下幸之助発言集」から彼の信念、リーダーシップそしてマネジメント

に関するエビデンスを精査した。 そのために、「松下幸之助発言集」45巻の中から主

に企業内における従業員への語りや起業家との対話における発言に焦点を当てた。デ

ータはATLAS.tiを用いてコーディングが行われ、初期コード、焦点コードが付与され

た。次に、この焦点コードを初期データの分析で抽出されたカテゴリーと比較し、最

終的に8つのカテゴリーが抽出された。松下幸之助のケースでは、リーダーシップ行動

の背景の確認と理解の必要性もあり、二次データによる出来事の検証も行った。 

    

6 本節は、「Mechanism of humanistic leadership for success: lessons from Konosuke Matsushita」（Ono, K., & 

Ikegami, J. J., 2020）の論文を元に作成をしている。 

7 例えば、「創造的進化型経営: 松下幸之助の経営哲学」（中谷, 2001）、「経営理念の浸透と創業経営者の

役割」（山田, 1996）、「経営理念: その機能的側面と制度的側面」（横川, 2009）、他 
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5.3.2 分析結果 

 社会への使命の達成だけではなく、人を尊重したリーダーシップを実証した理想的

なリーダーである松下幸之助のケースでは、次の8つのカテゴリーが抽出された:（1）

社会の繁栄と人々の幸福を目指した経営理念の構築、（2）自己の理解、（3）傾聴の

姿勢、（4）自己成長、（5）人の育成、（6）人の尊重、（7）利益確保の徹底、そｈ

して（8）人間理解力。 

 以下に、プロセスの順番に沿って、分析結果を示したコーディングの表（図表5-5～

5-12）と共に各カテゴリーの説明を記載する。彼の発言を抜粋したテクストからカテ

ゴリーへのコーディングリストの例は、付録に添付する（付録7-1～7-4）。 

 さらには、テクストの分析により浮かび上がってきたカテゴリー間の関連をダイア

グラム（図表5-13）として表すことで、リーダーシップ全体としてどのように機能し

ているのか明らかになった。 
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（1）社会の繁栄と人々の幸福を目指した経営理念の構築 

  

図表5-5 カテゴリー：社会の繁栄と人々の幸福を目指した経営理念の構築 

 

出所：筆者作成 

 

 このカテゴリーによって明らかになったことは、社会との関係性の捉え方である。

松下幸之助は、企業のミッションについて、企業の利益を最優先に考えるのではなく、

社会の発展と人々の幸福に貢献する事業活動を行うことであると綱領に制定している。

企業を社会の公器とし、事業人の使命は社会の発展と人々の幸福に貢献する事業活動

を行うことにより、社会における企業の存在意義が生まれる。自身の繁栄のみを考え

るのではなく、競合他社に対しても「共存共栄、相助け、相与えよ」（PHP 総合研究

所研究本部（以下 PHP 総研）, 1991, 8 巻, pp. 178-179）で、産業の発展に寄与するとい

う経営者としての人生観及び会社としての社会観・人生観が投影されている。 

 このような考えに至るきっかけは、綱領を設定した後、事業が順調に成長していた

にも関わらず、松下幸之助は、彼の事業をさらに発展させていく上で、何かが物足り

ないと感じていたことにある。その時、知合いが宗教団体の見学に来るべきだと強く

初期コード 焦点コード カテゴリー

商売は”私”のものではない。私企業でありますけれども、その本
質は、公の機関である

企業は国民全体の共有事業である

わが国の隆盛に尽くして繁栄の喜びを共にしたい

松下電器は明らかに公の機関

社会に対する公的義務として遂行

何のために企業があるのか

現代産業人としての真の目的

事業というものは何のために存在するのか、社会のために奉仕する
ことを前提として、いっさいのものが考えられなければならない

社会の繁栄に役立たない事業は存在価値がない

社会に貢献させてもらうのであって、決して社会に貢献するのでは
ない

社会生活の改善と向上への貢献

世界の一員として経営を再検討する

両者の共栄、ひいては社会の繁栄に尽くしたい

わが社創業以来の経営理念である繁栄の社会が実現する

事業人の使命というものは貧乏の克服である。社会全体を貧より
救ってこれを富ましめるにある

商店なり製作所の繁栄ということは、どこまでも第二義的である

経営者として、やはり一つの人生観をもたねばならない 経営者としての人生観

社会観、人生観に基づく販売政策 会社としての社会観、人生観

よりよき真の経営理念の発生によって過当競争を防ぐことのできる
良業
社是、社訓を時代にピチッと合うようにつくられた会社、それを遂
行している会社はおおむねうまくいっております

事業の道は奉仕の世界なり

下請工場といわず、取引先といわず、適切な指導や援助を与え、共
存共栄していく

共存共栄

社
会
の
繁
栄
と
人
々
の
幸
福
を
目
指
し
た
経
営
理
念
の
構
築
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誘いを受けていた。信者になるつもりは全くなかったが、強く勧められるので、誘い

を断れなくなり、宗教団体の本部を訪問することとなった。 そこで、彼は、世の中が

不況のさなかにある中においても、信者が崇高な精神で活き活きと働く姿を目の当た

りにして衝撃を受けた。この光景に刺激を受け、彼は宗教には精神的にサポートをす

ることで人々を救うという使命があることを理解し、産業人としての真の使命は、物

資を水のごとく無尽蔵に供給することで社会全体を貧より救うことであると確信して

いる（PHP 総研, 1992, 31 巻）。 

 

産業人の使命は貧乏の克服である。そのためには、物資の生産に次ぐ生産をもって、富を増大しな

ければならない。水道の水は価（あたい）あるものであるが、通行人がこれを飲んでもとがめられ

ない。それは量が多く、価格があまりにも安いからである。産業人の使命も、水道の水のごとく、

物資を無尽蔵たらしめ、無代に等しい価格で提供することにある。それによって、人生に幸福をも

たらし、この世に楽土を建設することができるのである。松下電器の真使命もまたその点にある。

（Panasonic Corporation, 2019） 

 

 企業としての使命を明確にし、それを達成するには従業員の協力、“各員の和親協

力を得るに非ざれば得難し 各員至誠を旨とし一致団結社務に服すること”を必要とす

る信条の設定により、組織としての方向性を確固たるものとした。松下幸之助は、経

営理念の重要性を訴えており、その効果として従業員のパフォーマンスの向上にも言

及している。 

 

指導精神が確立いたしましたから、それからはみんなの働きもいちだんとさえてきました。（PHP

総研, 1991, 10巻, pp. 56-58） 

 

 そして、1933年には経営理念を強化するために松下電器の遵奉すべき「五精神」が

制定され、それ以来毎日の朝会で唱和されており（Panasonic Corporation, 2019）、100

年以上に亘り企業の礎として組織の継続を支えている。 
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（2）自己の理解 

 

 図表5-6 カテゴリー：自己の理解 

 

出所：筆者作成 

 

 松下幸之助のリーダーシップの原点は、自身の欠けていることを認識することであ

る。彼は、9歳の時に、火鉢を製造、販売する店に丁稚として勤め始めたのが彼の商売

への道の始まりである。父親の事業の失敗で、小学校を途中で退学しなくてはならな

かった（PHP Institute, Inc., 2019a）。自分が学もなく体も弱かったことを認識していた

ため、人を信用して、仕事を任せざるを得なかったと後に松下は述べている（PHP総

研, 1991, 8巻）。妻とその弟と一緒に始めた彼の新しい事業は当初から困難を極めた。

専門性と知識に欠けていたため、何度も試行錯誤を繰り返した。大変な時期に彼を助

けた行動というのは、知識を教えてもらうために人に頼んだということである。これ

は、企業を大企業に育てあげた後でも変わらない。自身がポジションにふさわしいか

どうか常に検討し、そのためには人の話しを聴き、衆知を集めていた。 最終的に社長

の座を退いた時も、自分の限界を認識することで自らの引き際を設定している。 

 

松下電器の従業員は今日、三万人になりました。そのほかに関係会社が百以上できている。それら

の折衝もしなければならない。それでも社長は一人であります。私は、社長の仕事というものはた

いへんなものだなということを痛感しています。そう考えてきますと、体力においても、若さ、元

気さにおいても、また知識においてもだんだん衰えてまいりました私が、いつまでも社長の座にが

んばっておるということは、会社のためにもよくないと思うんです。ということは、従業員のため

にも、また進んでは多数のお得意様のためにもよくないということで、この一月に私は社長を退任

したのであります。（PHP総研, 1992, 32巻, p. 236） 

 

初期コード 焦点コード カテゴリー
会社の経営者は、会社の状況を常に自己判断し、欠点にきづくこと
が大事

自己の状況を理解

会社の総合の力、幹部の人々の総合の力、また私自身の力というも
のを絶えず検討してきた

社長一人だけでは、何というても、事が小さい

自分は会長としてふさわしいかどうか、という自己検討ですね、自
己認識というものを常にしないといかん

下の者にきいて自己を判定する

自分が学問ないから、どんな社員でもぼくより偉いんです

自己の理解
自己検討による自己認識
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（3）傾聴の姿勢 

 

図表5-7 カテゴリー：傾聴の姿勢 

 

出所：筆者作成 

 

 松下幸之助発言集から判明したことは、彼が人の話しを聴くことに並々ならぬ時間

を割いていたこと、そして傾聴するという姿勢がもたらす様々な効果である。 

 彼の言葉である“衆知を集める”とは、多くの人から情報や知識を集め、自身の決

断や彼のアイデアが製品化されることに活かすということである。 

  

私どもがある一つのことをやる場合、こういうことをやればいいと思うことを私自身が考える。し

かしそれを遂行するについてはあらゆる技術が要るわけですね。あるいは知識が要るわけですね。

それは私にはないわけです。しかし、そういうことをやらないといかんということだけは考えるわ

けですね。それを考えたら、もう私はそれで十分自分の役目はすむと思うんです。それをどう遂行

するかは、やや専門的になってきますから、衆知を集めてやる。（PHP 総研, 1991, 7 巻, p.298） 

 

だだし、これは組織のパフォーマンス向上の目的のみの意見収集ではない。他の発言

では、従業員が愉快に働けるための質の提案も推奨することで、従業員の働く環境の

改善に対する配慮もみられる。 

 そして、衆知を集めるためには、「人の和があって初めて可能であるし、また生き

てくるのだ」（PHP 総研, 1992, 24 巻, p.117）と述べているように、話しを聴くために

は、相手が話しやすい環境を作ることも重要である。彼の行動からは、人の話しを聴

くだけではなく、従業員が意見や提案を自由に言うことができる環境作りにも配慮し

ていることが分かる。1939 年の朝会では従業員にどうすれば「愉快に働けるか」（PHP

総研, 1992, 29 巻, pp.214-215）ということの提言、昇格の訓示の際には、「自己がしっ

初期コード 焦点コード カテゴリー

衆知を集める->よりよき改革 衆知を集める

全部の人の衆知を集めた上で->全部の人によって経営

皆さんの意見を経営の中にどしどし取り入れていきたい

従業員の方々からの提案->全員経営というものが完全に実ってきた

独断による意思決定の是正から意見交換->業績改善 意見の交換による過ちの回避

すぐに提言していただくように->毎日を愉快に働く

意見として内部にどしどし提言->愉快に働く

不審な点がある場合は、遠慮なくどしどし申し出てもらいたい。 発言しやすい環境作り

傾聴の姿勢

意見の経営への反映により、自
発性促進

満足度向上のための提言促進
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かりした信念をもって仕事をしていて、なお不審な点がある場合は、遠慮なくどしど

し申し出てもらいたい」（PHP 総研, 1992, 29 巻, pp.245-246）と様々な機会で、意見を

言うことの促進を続けている。一方、分からない新しい技術があると現場に赴き、若

い技術者に意見を求めることもあったように、自ら聞きに行くことで現場と経営の壁

を無くすことで距離感を縮めている。これは、組織外の顧客との関係でも同様である。

「末端の店主とは機会があればできるだけ会って、一線の声を聞くことにしている。

こちらの勉強にもなるし、親近感も出てくる。そういう親近感は商売に絶対必要」（PHP

総研, 1991, 14 巻, p.85）と説いている。  

 三つ目は、「多くの人々に働いてもらう、多くの人々の知恵才覚をどうして培養し、

どうして発揮してもらうか」（PHP 総研, 1992, 31 巻, pp.58-59）と松下幸之助が考えた

ように、衆知を集めることによる人の育成への効果である。「一昨年の従業員の方々

からの提案は三十二万件あったということであります。全員が努力していると申しま

すか、全員経営というものが完全に実ってきた一つの姿ではないか、という感じがす

るのであります」（PHP 総研, 1992, 24 巻, p.68）と述べている。彼の人の話を聴くとい

う姿勢に加えて、従業員の意見が経営に反映されることを示すことで、従業員の自発

性を引き出す効果につながっている。そして、「謙虚さがあれば、新しい知識が吸収

される。そして、そこからおのずと進歩がもたらされる」（PHP 総研, 1991, 10 巻, p.196）

と経営方針の発表の際に従業員に述べたように、人から話しを聴いて知識を得ること

は、自己の成長につながることも示唆している。 

 

皆さんの意見を経営の中にどしどし取り入れていきたいと望んでいる。皆さんも経営者である立場

において、全知をこの会社に注入していただきたい。（PHP 総研, 1992, 22 巻, p.90） 

 

 さらには、多くの人の提案を聴くことは、自身の間違いを回避するための自制とし

ての役割も果たしている。それは、組織外である大衆からの評価にまで及び、大衆が

自身のやっていることに間違いがなければ、認めてくれるだろう （PHP 総研, 1991, 14

巻）という考えを持っていた。彼は自分一人では会社を運営することができず、自身

の知識だけで判断を下すと間違いがあることを認識していた（PHP 総研, 1991, 8 巻）

ことが、彼自身の発言によっても理解できる。 

 傾聴の姿勢によるリーダーシップは結果として、組織のパフォーマンスを高めるこ
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とに寄与している。事業部制の導入による本部長会議の開催で、本部長との意見交換

は、品不足解消、品質向上をもたらし、良好な決算の結果につながったとも述べてい

る（PHP 総研, 1992, 22 巻）。  

 

（4）自己成長 

 

図表5-8 カテゴリー：自己成長 

 

出所：筆者作成 

 

 リーダー自身の自己修練は、直接リーダーシップに関係無いと思われる概念である

が、人の育成の概念に影響を与えるカテゴリーである。松下幸之助のケースでは、自

身の生い立ち、とりわけ学問の機会が失われた背景が大きい。9歳で小学校を中退して

以来、学問を学ぶ機会が無く、18歳の時に夜間学校に入学しているが、口頭による先

生の説明を筆記するという学び方と漢字をあまり知らなかったことで追い付けず退学

した経験である（渡邊, 2019）。彼は、実務経験から事業を経営するために必要な知識

と技術を学んだのである。経営者になってからは、自身の教育は顧客がしてくれると

も述べている（PHP総研, 1991, 9巻）。 

 

世相、人心の機微のいくぶんかが分かった。仕事に行った先の各家庭の状況、商店、会社の人の使

い方を見聞きして覚えたことが、一種の学問といえば学問になったと思うんです。（PHP総研, 1991, 

8巻, pp. 123-124） 

 

 このような自身の経験がモデルとして従業員の育成において反映がなされている。

特に、「社員稼業」（PHP総研, 1991, 2巻, p.387）や「ガラス張り経営」（PHP総研, 1991, 

初期コード 焦点コード カテゴリー

謙虚さを忘れずに商売をするそして新しい知識を得る 知識の習得

耐えて耐えていくところに非常に大きな自己練成というものができ
てきて、立派な人間となっていく

自己鍛錬

一生懸命やれば頂点にいたる。そこでだいたい満足し、その意欲を
今度は奉仕に変えていく

意欲を奉仕に転換

事業の成功者としての感懐はどうか、といわれますと、感情的には
今の状態では、無条件に結構だと思い、無条件に成功者としてみず
から喜ぶと言うような気分にはまだなれない

現状に満足しない

すべてが自己の知恵才覚なり、自分の思想なりによってものを決す
るということを考えることは、私は自然というものを軽視すること
になる

自分の知恵才覚だけの決断では
不足

自己成長
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4巻, pp.50-51）と呼び、経営者としての感覚や実務を一人一人が習得するように促して

いる。 

 

私は経営は自得するもんやと思うな。自得するためには、あるいは人の教えを聞くとか、あるいは

自分で体験してみるということは必要ですよ。しかし、これは教えられるもんやないんですよ。（PHP

総研, 1991, 3巻, p.281） 

  

 さらには、精神的に自分を高める訓練になったPHP研究所の創設である。PHP研究所

は、繁栄によって平和と幸福への道を模索することを目的とした活動を行う。彼がこ

の考えを思い付いたのは、非常に困難な状況の時であり、PHPにすがりつき、「耐え

て耐えていくところに非常に大きな自己練成というものができてきて、立派な人間と

なっていくんじゃないか」（PHP総研, 1991, 6巻, pp.349-350）と考えたからである。彼

は、「自分自身を教育するということをやらなければならない」（PHP総研, 1991, 9巻, 

pp.248-249）と大企業のトップになっても自己成長の重要性を自覚していた。 
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（5）人の育成 

  

図表5-9 カテゴリー：人の育成 

 

出所：筆者作成 

 

 「企業は社会全体のための企業」（PHP総研, 1991, 4巻, p. 213）と捉える社会との関

係性において、社会の発展と人々の幸福に貢献する事業活動の遂行という目的を達成

するためには、「人間としても企業人としても社会人としても立派な人を育てること

が、企業の第二の社会的責任」（PHP総研, 1991, 4巻, p. 212）である。松下幸之助が、

「まだ会社が小さかったころ、従業員に、『お得意先に行って、きみのところは何を

つくっているのかと尋ねられたら、松下電器は人をつくっています。電気製品もつく

っていますが、その前にまず人をつくっているのですと答えなさい』」（PHP総研, 1992, 

27巻, p.139）と述べたように、「人間性を高め」（PHP総研, 1992, 38巻, p.90）、「そ

の者のもっている力を引き出す」（PHP総研, 1992, 38巻, p.95）ことが、社会との関係

初期コード 焦点コード カテゴリー

人間としても企業人としても社会人としても立派な人に育てんなら
ん。これが私は企業の第二の社会的責任

会社は社員を教育する義務がある

体験、知識、カン、意思決定、実行力というものを、われわれがみ
ずからそれを養うと同時に、次代の人々にどう植えつけるかという
ことが、私は今日の経営者の非常な責任

自分の後任として部下を育成することが大切

経営は自分で自得する

事業部制による責任経営->利益創出、経営者を育成

事業部制、独立採算制設定->経営者としてものを考えかつ成長

職場というものを一つの経営の場と見て、”社員稼業”になれ

配置の転換は、職場に新しい気分を注ぎ、業務が所定の秩序に従い円滑に
進められることを目的とするほかに、皆さんがわが社の事業を周知

小僧の経験させるための店内居住をする

販売店に預けて修業をさせる

一つの目標に向かって全員が協力一致していく精神を培養 全員協力一致の精神培養
本人の隠れた才能や、伸ばしきれぬ創意を、一つ一つ親切に引きあ
げる->適材適所->能率をあげる

その者のもっている力を引き出す

奉仕の精神をもって商売をする

商人として大成するには学業のみが要素ではない

学問だけでなく、慈愛の心をもった人を育てる->皆さん自身のため
にも、社会のためにも、国家のためにも

公共の利益を考える教育

教養＝人間たるの内容を深める、人をつくれ->人間の発展向上->国
力の増強

知覚教育->人間が物に使われる教育->魂の教育が必要

単に学問技芸を教えるだけではなく、人生についての正しい生き方
をしつけていく

人間性を高め、人格を形成する

一所懸命叱る 一所懸命叱る

勉強会を開催->効果あり

店員養成学校の開校

人を育成する責任

個々人のもっている力を引
き出す

人間性を高め、社会のため
になる人の教育

自ら教える

人の育成

実体験による習得機会の提供
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性及び個を尊重するリーダーが目指す人の育成である。したがって、技術的なテクニ

ックのみを身に付けさせるのではなく、「人間性を高めて、平和、幸福な人生を築き、

社会の繁栄をもたらす」（PHP総研, 1992, 38巻, p.90）教育に重点が置かれている。そ

して、従業員一人一人を生かす個々人の存在を認識した育成のアプローチである。 

 松下幸之助の場合は、事業を始めた頃から人の育成に着手している。自身の奉公の

時の経験から、彼と彼の妻は、見習い期間の若い従業員を二階に住まわせ、挨拶の仕

方から日々の事まで彼等の一切の世話をしている（PHP総研, 1992, 29巻）。このよう

な経験が将来、立派な商人になるために役立つと考えていたからである。そして、事

業が大きくなると、学校を創設し、工員に必要な技術だけではなく、「いっさいのも

のに対する慈愛の心をもって、みんなを助けていく、みんなに奉仕していく」（PHP

総研, 1992, 32巻, p.187）人間性を学ぶための教育に従事した。 

 組織においては、事業部制の導入で権限委譲をすることにより、経営の体験をさせ

ている。「経営は自得するもんやと思うな。自得するためには、あるいは人の教えを

聞くとか、あるいは自分で体験してみるということは必要ですよ。しかし、これは教

えられるもんやない」（PHP総研, 1991, 3巻, p.281）という自身の経験に基づく。また、

「独立採算制度を取り入れることにより、各事業部の成果も透明となり」（PHP総研, 

1991, 2巻, p.387）、事業部長は利益を生み出す責任を体験する。これらの体験が、将

来の幹部や社長育成に寄与することとなる。さらには、彼の発言でしばしば言及され

るのが“適材適所”である。本人の潜在力を伸ばした上で、適材適所に配置をするこ

とで、組織全体のパフォーマンスを向上させる狙いと適材適所の定期異動で事業をも

っとよく知り、各々が人生の志を得ることを目的としている。 

 

本人の隠れた才能や、伸ばしきれぬ創意を、一つ一つ親切に引き上げるように常に努力を怠っては

ならない。かくして適材適所おのおのそのところを得さしめれば、全体の機能を強化し、数倍の能

率をあげうることは必定である。（PHP総研, 1992, 29巻, p.294） 

 

配置の転換は、職場に新しい気分を注ぎ、業務が所定の秩序に従い円滑に進められることを目的と

するほかに、皆さんがわが社の事業を周知して、めいめいに人生の志を得るという大切な意味もあ

るのであります。（PHP総研, 1992, 22巻, p.301） 
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 部下を人として尊重し、真剣に個として向き合う姿勢は、叱責する態度にもみられ

る。叱られた従業員は恨むこともなく、むしろ個としての存在を認められ、期待をさ

れていると発奮した。松下幸之助は「愛するゆえ」（PHP総研, 1992, 22巻, pp.187-188）

に親身になって部下を一生懸命叱っていたのである。 

 

お互いが、やっぱり一所懸命だったからですよ。こっちは必死だった。だから、身にしみたんや。

そやから叱りつけて恨まれたことはないですな・・・。また叱りつけた人間ほど、偉うなってます

わ。（PHP総研, 1991, 14巻, pp.359-360） 

 

やはり言うべきことは言わないといかん。正しいことはやはりほめないといかんということを、実

はだいぶ前からやりかけたんです。そうするとやはり、会社の従業員も根は善人ですから、言うべ

きことをきちんと言い、ほめるべきものはほめるという厳然たる態度をとりますと、やはりみんな

言うことをよく聞いてくれます。それで会社も非常に能率が上がってきたということです。（PHP総

研, 1991, 9巻, pp. 222-223） 

 

同僚間で、叱られたことを恥とも何とも思わない。叱られたことは名誉である。おまえも叱られる

ようになったのか、こういうようにお互い同僚間で話しあうことを耳にいたしまして、私自身もま

た非常に教えられたことがあるのです。（PHP総研, 1991, 7巻, pp.328-329） 
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（6）人の尊重 

  

図表5-10 カテゴリー：人の尊重 

 

出所：筆者作成 

 

 松下幸之助の発言から明らかなことは、従業員を生産の道具として扱うのではなく、

人として尊重し、個々の従業員の存在を認めていることである。それは、「職種や地

位による優劣の区別は無く、人それぞれ個性がある」（PHP総研, 1992, 22巻, p.223） 

ことを認め、彼らが希望や夢を持つことができるように会社の方向性、社長が何を考

えているのかを従業員に常に語ることの大切さを示している。そして、各々が生きが

いを持って働いてもらうことによって、会社も個人も発展していく（PHP総研, 1992, 29

巻）という考え方である。 

 具体的には、工員の賃金システムの排除、公平な報酬、信罰の導入等は、個々の従

業員の存在を認め、全従業員を公正に扱うためのシステムである。 

 

わが国では、社員は昔から会社と運命を共にし、経営者と一蓮托生の関係にあるが、工員はそれほ

ど緊密な関係はなく、日々労働力を会社に提供することによって報酬を得、自己の生活を立ててい

くものというふうに考えられてきた。これは本質的には、社員も工員もいずれも会社とともに働く

ことには違いないのであるが、個人的には、社員は経営に対して強い意識をもつに反して、工員の

場合はわりあいにこれが薄く、自己の立場が先に考えられるというような風習が、昔からあったの

である。しかしながら、新生日本を築こうとする今日、このような旧来の勤労観念をもってしては、

初期コード 焦点コード カテゴリー

十二分に働ける環境を与える 職場環境作り

希望や夢を与える

適材適所の定期異動で事業の周知->人生の志を得てほしい

個性は人それぞれ

職業は何によらず貴賎の別はない

ワンマンではなく、自分が教えられることも多い

社長を助けようという気分が社内に相当強く働いていた

皆さんの働きに、ご苦労に対して、大いに感謝

感謝の心を持つ

従業員の福利増進、融和親睦のための会をつくる

福利厚生の充実

収益を高め、給与を高めたい

年功序列と実質賃金

適格者が経営者になる

適切に賞を与え、昇給をさせる

協同の気風->公正に適性な信賞必罰->働きがい

人に仕事、経営を任す 信頼

生きがいを持ってもらう

個々人の尊重

対等な人としての尊重

生活の質を向上

公平性

人の尊重
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産業を復興することはとうてい望めない。私は、従来のような賃金のみを労働の目的とするような

勤労観や、人格を尊重せず賃金を単に生産原価としてのみ扱わんとするような賃金観をもってわれ

われの会社を運営したくないのであって、各人の人格を信頼し、社員、工員というような区別なく、

すべての従業員が会社と運命を共にする心をもって、生産使命の達成に一致団結、朗らかに溌剌と

働く姿を望んでいるのである。（PHP総研, 1992, 29巻, pp.333-334） 

 

 福利厚生の充実を図り、従業員の生活の質を向上させることも、個としての尊重で

ある。起業してからわずか二年後、従業員同士の親睦を促進する“歩一会”を結成し、

自らもメンバーとなって、運動会、遠足、文化祭、そして雑誌の発刊を行なっている。

第二次世界大戦後、“歩一会”は解散を余儀なくされたが、従業員の生活をより良いも

のにするという考えは、その後の週五日制（週休二日）の導入や病院、体育館、社宅

等の建設へと繋がっている（Panasonic Corporation, 2019）。 

 従業員との関係性に関して、松下幸之助のケースで明示されたのは、信頼の概念で

ある。とりわけ、彼は体が弱かったこともあり、「人を信頼し、人に頼む、人にやっ

てもらうということになってきた」（PHP総研, 1991, 8巻, p. 281)。「十人二十人の人を

使っている時分から、決算はガラス張り」（PHP総研, 1991, 4巻, pp.50-51）とし、全員

が事業の財務状況を閲覧できるようにした。会社の規模が大きくなった時には、工場

を全て直接見なくても、自分の言うことを聞いてくれるので信頼し、信頼しているか

ら失敗しない（PHP総研, 1992, 22巻）と述べている。 

 

自分と二、三十人の従業員が一所懸命に働いた、その働きにそう大きな過ちがない。そう大きな過

ちがないにもかかわらず、できたものが一定の利益も取れないほどに値切られるということは、私

といたしましては承服できないように思ったのであります。それでは従業員の皆さんにすまない。

せっかく皆が一所懸命つくってくれたものを、自分の意思で安く売ってしまうということはあいす

まんことであると、こういう感じが私の胸に浮かびました。（PHP総研, 1992, 31巻, p.274） 

 

 従業員側の彼に対する信頼は、第二次世界大戦の後のGHQによる日本統治時代に行

なわれた改革の際の出来事で見られる。一つは、GHQによる財閥解体で、松下電器は

財閥と見なされ、松下幸之助は経営に関わることが出来なくなった。労働組合は、彼

が追放されるべきではないと考え、署名を集めてGHQや政府に抗議した。その結果、
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財閥のリストから彼の名前は外され、経営に戻ることができた（渡邊, 2019）。もう一

つのGHQ指導の改革は、労働組合の創設の奨励である。松下電器でも1946年に労働組

合が発足し、最初の結成大会が開催された。経営者である松下幸之助は招待されてい

なかったが、祝辞を述べるために自ら出席した。そこで彼は、「これから自分も新し

い経営を行うつもりである。組合と会社の立場は異なれど、社会に貢献しようという

目的は同じであるから、お互いに協力しあっていこう」（PHP総研, 1992, 月報第12号, 

p.4）とメッセージを送った。すると会場は、「拍手喝采に包まれた」（PHP総研, 1991, 

17巻, p.170）。経営者が労働組合で歓迎されることは珍しいことからも、彼と従業員

との信頼関係の深さが読み取れる。 

 

（7）利益確保の徹底 

  

図表5-11 カテゴリー：利益確保の徹底 

 

出所：筆者作成 

 

 企業を社会の公器とし、事業人の使命は社会の発展と人々の幸福に貢献する事業活

動を行うことにより、社会における企業の存在意義を見いだすリーダーシップが成果

として求めるものは、適正な利益をあげることにより社会に還元する公益である。松

下幸之助は、当初綱領に「営利と社会正義の調和に念慮」と定義していたが、社会に

貢献する使命が会社にはあると確信をした後に、この表現を「産業人たるの本分に徹

し」に改定をしている。「社会の人を擁して、そして社会の金を使うて事業をしてい

初期コード 焦点コード カテゴリー

薄利多売の思想を止めて利潤を認めあう

適性な利潤をもって国家に尽くす

厚利多売から生まれる富める社会の実現

同じ儲けで、安く売る->社会の幸せ

経営であります以上は一定の利益を確保せんならん

事業部制による責任経営->事業部自体で利益をあげなくてはならな
い
販売量も増すが、同時に収益も併せて考えていく。そうしたら利益
もきちっと確保

商売は必ず成果が上がらなければならない

損をするということはいま言うた理念に反する

商売は公のものであるため、利潤をうまなくてはならない

経費の膨張ほど恐ろしいものはありません

資本の使い方というものがきわめて杜撰

経理的に自問自答しながら仕事の向上を図る

利益は公のものである

社会の人、金を使って事業をするので、金を天下に返し、人を天下
に、社会に返さないといかん

利益は公

利益確保
の徹底

適正な利益で社会に貢献

利益の追求
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ながら、ものが生まれない、黒字にならないということでは、それは許されないこと

だというのが、ぼくの考え方です。そうでありますから、必ず利益を生まなければ事

業をしてはならない。金を天下に返し、人を天下に、社会に返さないといかん。こう

いう理論が第一」（PHP総研, 1991, 6巻, p. 183）と述べているように、利益と社会への

貢献はバランスを取るというよりも、社会から人やお金を借りて事業を行なっている

以上、事業で必ず利益を得て、それを社会に返すことが事業人としての責務とするロ

ジックである。このような想いに至ったことは、彼の価格の設定に関する考え方にも

影響を与えている。薄利多売の商売が横行することに対し、あくまでも「適正な利潤」

を得ることを徹底し、価格が高い場合は余剰分を消費者に、利益が多い場合は社会に

返還することで富める社会の実現を目指したのである。 

 しかしながら、この還元は社会のみを対象としていた訳ではない。社会の発展と人々

の幸福に貢献する事業活動という目的に沿って、利益をあげることの必需性の認識を

ベースにしていたものの、株主や従業員への還元、そして企業の発展も含んでいた。 

 

株主への配当も現在の倍にし、給与も現在の三倍にし、どこにも誇りうる製品を、廉価に多量に送

り出して、しかも会社は着々と収益をあげ、堅実に資本を蓄積して、繁栄の道をまっすぐに進むこ

とは可能であると、確信をもつのであります。このことに、何の誇張も見栄も、また無計算な楽観

もないのであります。（PHP総研, 1992, 22巻, p. 233） 

 

 赤字は許さず、一定の率の利益を確保する（PHP総研, 1991, 3巻）ためのリーダーシ

ップを行使するために、従業員にも利益を追求する姿勢を徹底させた。事業部制導入

の理由の一つは、独立した利益管理の経営を体験させることである。日本における経

理を軽んじる風潮に釘を指し、経理的な意識を植えるために従業員に経理のスキルを

習得させるよう促進している。経費の無駄使いや資本金の杜撰な使い方に関しても苦

言を提し、財務パフォーマンスの重要性に関しても細かく指導している。 
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（8）人間理解力 

  

図表5-12 カテゴリー：人間理解力 

 

出所：筆者作成 

 

 この分析から明らかなことは、従業員をどのようにしたら動かし、満足させること

ができるのか人間の心理的な側面を理解した上で松下幸之助はリーダーシップを発揮

していたということである。それは、従業員だけではなく、顧客に接する態度にも表

れている。従業員に対しては、組織としてのパフォーマンスへ寄与してもらうと同時

に、人生の生きがいを見つけてもらうために、いかにモチベーションを高めるかとい

う視点である。顧客に対しては、製品を購入してもらうために、顧客の心理を読み、

精神的な繋がりの構築が必要だと示している。「私の今までの五十年の体験からいう

と、常に夢と申しますか、希望というものを抱かなければ、自分自身が沈滞しますわ

ね。同じように従業員もそうだろうと思うんです。」（PHP総研, 1991, 6巻, p.319）と

いう発言にあるように、松下幸之助の場合は、人間を理解することについて様々な体

験から会得している。そして、自分が培ってきた経験に基づく教えを細かく指導して

いる。自分の事業信念についても、「随時随所に自分の考えを話し、自分の見解を発

表するということ」（PHP総研, 1991, 9巻, p.97）を続けることで浸透させていることも、

熱意を示し、言い続けることで人が動くということを認識していることがわかる。 

初期コード 焦点コード カテゴリー

熱意というものがなければ、そのもとに働く人々も働こうという気
分にはならない

熱意を示す

常に目標を与えなければいけないと思います。そうすれば、やはり
人の性は善良でありますから、基本的に間違いがなければ賛成

希望や夢を与えんと道草を食う

陰に隠れた力の尊さ、偉大さ、そういうものを高く評価する->経営
がうまくいく

存在意義を認める

言うべきことをきちんと言い、ほめるべきものはほめるとみんな言
うことを聞く->会社の能率向上

納得感を与える

ねぎらいの言葉を与える 思いやりの気持ちを示す

これは私の家の事業であり、またこれは、いわば自分個人の事業な
のだー＞想像もできない偉大な力が生まれてくる

主体性を持たせる

人間の通常性として、だんだん官僚化したくなる->、お互いが欲す
るままにやろう、欲するままにして過ちのないような経営

人間の通常性による官僚化への
警告

奉仕の精神がなかったら、あそこで買うてあげようという気が起こ
らない

顧客の心理を考える

精神的なつながりというものが、売買する両者のあいだにいろいろ
なかたちで生まれるということが、やはり商売を成功させる

精神的なつながりを構築する

未来への希望を与え続ける

人間理解力
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図表5-13 ダイアグラム 

 

出所：筆者作成
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5.4 考察 

 社会との関係性を尊重するビジネスリーダーの初期分析で浮かび上がってきた従業

員との関係性を探索するために、フォロワーを総体的に人間として尊重し、公益を追

求する一方で、全てのステークホルダーの利害を考慮に入れるHumanistic leadershipの

実用的定義を参考として、松下幸之助のリーダーシップを調査した。その結果、人間

性をベースに構築された従業員（フォロワー）との関係性も、社会との関係性を尊重

するリーダーシップを構成する要素の一つであることが明らかになった。具体的には、

存在能力を引き出し、個人を活かす「人の育成」や「傾聴の姿勢」により従業員の自

発性と自主性を促進する個を尊重とした関係である。社会との関係性は、事業活動を

通して社会の発展と人々の幸福に貢献することであり、企業の利益よりも優先される。

ステークホルダーという利害関係の構図ではなく、競業他社であっても皆が知識を出

し合い、社会の繁栄に寄与することを目指す共存共栄という考え方に基づいている。

そして、社会から人と金を借りて事業を行っていることから、利益は社会に還元する

公益と捉えるロジックである。 

 松下幸之助について論じた文献は数多く存在し、彼の経営者としての優れた点（人

材育成や人間の把握）や企業の社会的存在意義を含んだ経営理念についてはすでに語

られている（加護野, 2016; 金井, 2005等）。しかしながら、加護野（2016）が松下幸

之助の経営理念を「経営戦略を表現する手段」（加護野, 2016, 序3）とした経営戦略

論の枠組みによる分析により新規性を見いだしたように、本研究では、経営理念を共

通の目標を達成するために従業員をリードする手段と捉え、リーダーシップの現象に

焦点を当てている。その結果が、各カテゴリーの関係性を示すダイアグラムである（図

表5-13）。このダイアグラムから明らかになったことは、自身の考えとそれに基づき

実行されたリーダーシップによって、企業の使命と定義した社会貢献の達成に向かっ

て従業員を導くまでのプロセスである。初期の少数データでは、カテゴリー間の関係

性は見出されていなかった。 

 そして、初期データの分析結果と比較分析した結果、社会との関係性を尊重するビ

ジネスリーダーは“企業の存在意義”を問い、それを“経営理念”に明確に定義する

ことで、従業員に対して組織が向かうべき“方向性”を示していることが確認された。

また、初期データでは、営利団体として利益の追求に関しては、“方向性”のカテゴ

リーに含まれていた財務指標の提示・実行に留まっていたが、松下幸之助のケースに
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よって社会貢献と利益追求の関係性が明らかとなり、その間のプロセスも従業員に対

する育成や傾聴の姿勢を通して繋がることが判明した。従業員との関係性については、

思いやりの言葉をかける、納得感を与えるといった行動で示されるように、人間が動

機づけられる、共感する要素を把握していると思われる「人間理解力」を松下幸之助

も発揮している。そして、個人をいかすための育成や個性の認識により“個々人の尊

重”が見られ、公平性の担保や福利厚生の環境整備による配慮は、従業員を人として

尊重する姿勢が示されている。 

 このように、初期データの結果から浮かび上がった従業員との関係性について松下

幸之助を追加のサンプルデータとして分析することで、新たな概念と仮のカテゴリー

間の関係性が明らかになったが、松下幸之助の単数ケースによる結果である。また、

初期データで抽出された「継続性」について、松下幸之助のケースではほとんどコー

ド化されなかったため、他のカテゴリーとの関係性が明らかにならなかった。 

 以上の結果から、グラウンデッド・セオリー・アプローチにおける飽和状態には達

しておらず、追加のサンプルを収集・分析することで精緻化を行う必要性が明らかと

なった。そこで、インタビューの継続にあたり、松下幸之助の分析で抽出された「人

の育成」及び「リーダー自身の育成」について検証するために、インタビューの質問

項目に加えることとした。また、カテゴリー間の関係性を精緻化するために、稲盛和

夫をケースサンプルとし、データ収集と分析を行うこととした。 

  

  



 

96 
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第6章 分析結果 

  

 本章では、初めに、第 5 章で抽出された仮のカテゴリー及びダイアグラムを精緻化

することで生成された 5 個のテーマと 28 個のカテゴリーについて、インフォーマント

のテクストを根拠として引用しながら分析結果の説明を行う。次に、本研究の実証研

究により明らかになった各テーマ及びカテゴリーの関係性を表す概念フレームワーク

を提示する（図表 6-1）。そして、構築されたテーマ及びカテゴリー間の各関係性の有

効性を示すために、先行研究との比較検証を行う。 

 

5 個のテーマ：（1）社会的使命の経営哲学－理念の存在－、（2）継続性、（3）方向

性の浸透、（4） 内発的動機付け行動、（5）循環から生まれる成果 

 

28 個のカテゴリー：（1）省察、（2）社会における企業の存在意義、（3）社会の課

題解決、（4）社会に対して継続的価値の提供、（5）従業員の幸福、（6）ステークホ

ルダー間のバランス、（7）利益は必須、（8）経営理念の構築・継承、（9）タスキを

つなぐ役割の認識、（10）将来を見据えた決断、（11）経営は環境適応、（12）外部

との関係性構築、（13）見識の拡大、（14）倫理の徹底、（15）後継者にバトンを渡

す準備、（16）ビジョン・戦略の策定、（17）方向性の発信と腹落ち、（18）数字の

意識、（19）人の育成、（20）個々人の存在意義の尊重、（21）全体のバランスを考

慮、（22）聞く力、（23）公平な評価、（24）個々人の働きがい、（25）環境の設定、

（26）目的の達成－社会的価値－、（27）目標の達成－経済的価値－、（28）ステー

クホルダー循環－分かち合う－。 
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図表 6-1 データ収集と分析プロセス 

 

出所：筆者作成 

 

 

概念的領域 実証研究
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6.1 カテゴリーの生成 

 以下に、5 つのテーマを構成する各カテゴリーについて、そのサブカテゴリーであ

る焦点コード（アンダーラインにて記載）を用いて説明を行う。サポートの根拠とし

てリーダー自身の発言を提示する。焦点コードからカテゴリー、カテゴリーからテー

マへと統合された結果をリストとして提示する（図表 6-2）。 

 

図表 6-2 焦点コード、カテゴリー、テーマ間の関連 

 

出所：筆者作成 

 

焦点コード カテゴリー テーマ

省察 省察 1

社会における企業の存在意義 社会における企業の存在意義 2

社会の課題解決 社会の課題解決 3

社会に対して継続的価値の提供 社会に対して継続的価値の提供 4

従業員の幸福 従業員の幸福 5

ステークホルダー間のバランス ステークホルダー間のバランス 6

利益は必須 利益は必須 7

経営理念の構築・継承 経営理念の構築・継承 8

継続の重要性認識

バトンを渡す役割の認識

自身の引き際を設定

責任を取る覚悟

将来を見据えた決断 将来を見据えた決断 10

経営は環境適応

事業・ビジネスモデルの変更

顧客との関係性構築

サプライヤーとの協調

投資家とのコミュニケーション

その他外部との関係性構築

自ら現場で確認

情報収集

自己成長

倫理の徹底

倫理的決断

後継者にバトンを渡す準備 後継者にバトンを渡す準備 15

ビジョン・戦略の策定 ビジョン・戦略の策定 16

人間の本質の理解力

経営理念の浸透

方向性の発信

従業員のマインドセットの変革

腹落ち

復唱

自ら全員に浸透

数字の意識 数字の意識 18

自主性の確立

人格の形成

個々を考えた育成

チャレンジの促進

失敗を容認

個々人の存在意義の尊重

現場の想いを理解

雇用の確保

全体のバランスを考慮 全体のバランスを考慮 21

聞く力 聞く力 22

公平な評価 公平な評価 23

個々人の働きがい 個々人の働きがい 24

環境の設定 環境の設定 25

社会からの評価

従業員満足

顧客満足

利益は目標

継続的な成長

利益の適切な分配

社会活動
ステークホルダー循環－分かち合う－

目標の達成－経済的価値－

目的の達成－社会的価値－

循環から生まれる成果

社会的使命の経営哲学－理念の存在－

方向性の浸透方向性の発信と腹落ち

外部との関係性構築

個々人の存在意義の尊重

継続性

タスキをつなぐ役割の認識

倫理の徹底

見識の拡大

経営は環境適応

人の育成

内発的動機付け行動

28

1

2

3

4

5

17

19

20

26

27

9

11

12

13

14
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テーマ 1 社会的使命の経営哲学－理念の存在－ 

 広辞苑（新村編, 2018）によると、理念とは、「俗に、事業・計画などの根底にある

根本的な考え方」であり、経営理念は「企業経営における基本的な価値観・精神・信

念あるいは行動基準を表明したもの」を意味する。創業者が、自分の想いを経営理念

に反映し、作成するわけだが、組織が向かうべき方向性を決める上での指標であり、

戦略を設定する際のベース（24.3）でもあり、さらには、組織のメンバーを一つにま

とめるための価値観として重要な役割を果たす。迷った時は、経営理念に立ち戻り

（47.7）、読み返すよう（23.8）に従業員にアドバイスをする。「日本で言ったら憲法の

ような感じ」（12.9）であり、「会社のスタンスとしての軸」（23.6）となる存在なので

ある。「ほぼ 4 年かけてこの企業理念を作り上げました。」（12.27）というトップリー

ダーもいた。 

 

理念がきちっとしてないと、社員っていうのはなんかいつも社長の言うことが変わるっていうわけ

じゃないけど、それはどこに基づいて、どこに根ざしてその考えになってるんだっていうことを言

わなきゃない。ある種フィロソフィーがないと、経営ってのはできないんですよね。（40.7） 

 

社是、社訓のない会社は、私はおおむね力が弱いと思うんです。この会社はこういう使命に立って

いるんだ、この使命を遂行するために、会社はこういうことを社是として大事な問題としている、

そのためにはこういうことをお互い考えなくてはいかん、そういう社是、社訓がぴしっとあって、

適当にそれを教え、それで導いていくような会社には、いつ見てもみんなわがことのように仕事を

するような風習が生まれるかもしれない・・・社是、社訓を時代にピチッと合うようにつくられた

会社、それを遂行している会社はおおむねうまくっております。そういうものを何ももたない、た

だ儲けたらいいんだ、一所懸命働いたらいいんだというような会社は、例外もありますけれども、

概してうまくいかない。これは私、当然だと思うんです。（PHP 総研, 1991, 4 巻, pp.206-207） 

 

（1）省察 

 社会の公器として社会の課題解決をすること及び人々の幸福を実現させることを企

業の使命と考える経営者が、その理念に辿りつくには自身の経営に対する考え方につ

いて自問自答するプロセスを経る。松下幸之助は、事業を始めた時には事業を少しで

も大きくし、利益を増やすことが成功である（PHP 研究所, 1992, 29 巻, p.319）と考え
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ていたが、後に何のために事業をするのかということを熟慮することとなる。そして、

ある宗教団体を訪問し、信者達が何の見返りもないのに活き活きと働いている姿を見

たことにより衝撃を受け、現在もパナソニックで唱和されている経営理念を生み出し

た。稲盛和夫は、自身で立ち上げた会社に勤める高卒社員が将来への不安と現状の不

満から、定期昇給やボーナスなどの待遇保証を求める団体交渉に接した出来事がきっ

かけである。三日三晩の話し合いの結果、交渉は決着したが、『会社とはどういうもの

でなければならないか』ということを真剣に考え続け、会社経営とは、将来にわたっ

て社員やその家族の生活を守り、みんなの幸福を目指していくことでなければならな

いということに気づいたのである。その上で、会社が長期的に発展していくためには、

社会の発展に貢献するという、社会の一員としての責任も果たす必要があると考えに

至った（京セラ, 2021）。 

  

神戸大地震で戻ってきて、ここで自分の間違いというか、驕りだったと。何もかもが、すぐに消え

てしまうんだということ気が付いたしね。それで、お金を拝んでてはいかんと。お金を拝むのをや

めて、価値観の大切さというので、価値観の在り方ってものに気が付いたわけです。それまでは売

上、利益、エクセレントカンパニーは首にして、リストラしてという、一般的な考えは僕のどこか

にあったんです。（32.8） 

 

（2）社会における企業の存在意義 

 本研究の対象である社会と人にフォーカスするリーダーが標榜する理念には、社会

と企業との関わりが明記されている。インタビューのインフォーマントの多くが“社

会における企業の存在意義”について語っている。なぜ自分たちの企業が存在するの

か？「社会、地域、市民に事業を通してどのように貢献すること」（21.8, 26.14 他）が

できるのか、企業の存在意義を模索する。以前、松下幸之助は、「なぜ綱領を定めたの

か？」という質問に対してこう答えている。「社会的な使命というものがこの工場には

ある、われわれにある、仕事にあるんだと思ったわけです。さすれば、そういうこと

をはっきりと意識して、指導精神を打ち立てていかねばならん、またそのとおりにや

らねばいかんということで、綱領というようなものをつくったわけですね。指導精神

が確立いたしましたから、それからはみんなの働きもいちだんとさえてきました。・・・

事業というものは何のために存在するのか、社会のために奉仕することを前提として、
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いっさいのものが考えられなければならない、そのことを抜きにするなら事業を大き

くする必要はない。」（PHP 研究所, 1991, 10 巻, pp.56-58）。もしくは、企業の存在価

値という形で問うトップリーダーもいる。それは、「製造者としての、マニュファクチ

ュラーとしての存在意義、あるいは価値というところにこだわってきた」（29.7）、も

しくは「お客さまに選ばれなくなったら社会的に存在価値がなくなってしまう」（19.26）

という考え方である。 

 社会にとっての企業の存在を考慮することは、「企業こそが、人間社会の持続性を支

えているプラットホーム」（7.21）ということでもある。この企業の役割が故に、トッ

プリーダーは、「全ての企業は社会に属し」（5.5）ており、「企業は公器」（13.22）であ

るという考えを持っている。 

 しかし、企業は公器だからといって、赤字、無配当でいいという考えではない。無

配の企業で社長になったトップリーダーは、「配当ができない会社ってのは何なんだろ

う、目的はって思ったんですね。」（15.8）と言及している。では、「儲かるとか利益が

あがるということを第一とする経営観」（PHP 研究所, 1992, 34 巻, p.115）でもない。「そ

の商品なりサービスなりの価値を、生活者の方に認めてもらって、そこに対してお金

をもらう」（27.6）、つまり、「お客さまにとって、あるいは社会にとって必要だったら

ば、価値を認めてくださる。価格っていうのは、そのお客さまなり社会が認めた価値」

（30.10）であるという考え方である。「ちゃんと利益は出さないかんよ」（33.12）とい

う点もインタビューのインフォーマントは明確にしている。「自社の利益だけじゃ駄目

だ、社会の利益が一緒に合わさらないと駄目」（23.9）であり、「経済的価値を創出し、

両立しなきゃ駄目だ」（40．4）ということである。企業は、社会の課題解決のために、

価値のあるものを提供し、その価値が社会で認められることによって、利益が生まれ、

その利益が社会のためにも役立つというのが、社会と人にフォーカスするトップリー

ダーの理念である。 

 

事業と収益の追求と、社会的問題解決の課題の解決ってのは両立する。（13.28） 

 

I think we have to do something for the society and for the other people. And without doing something good 

for the society and other people, that means nothing. Only working for the private profit that means nothing, I 

think.（5.31） 
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 社会における企業の存在意義に、トップリーダーは社員に対しての想いも込めてい

る。「そもそも、会社っていうのは人が幸せになるために人間が作った仕組みですよ

ね。人が不幸になってるんだったら、そんな会社、いらないと思うんです」（52.4）。

社会に対しての大義名分をトップリーダーの理想として掲げても、組織のメンバーを

大事にしなければ、組織としては成り立たない。「なんで会社があるのかっていった

ら、やっぱり、世の中がより豊かになって、世の中がみんな幸せになるために、何ら

かの役割、役に立つ。その役に立つことを目的としながら、でも、そこで働く場を提

供して、働いてる、あるいは、関わってる人間は、みんな、それによって幸せになる。

要は、他人を幸せにしながら、自分たちも幸せになる。それの場が企業。」（43.9）

であり、「ちゃんと幸せな社員をつくり続けて、社員を幸せにし続けて、それを通し

て、より良い社会をつくるということ。」（39.10）である。 

 

 京セラを創設した稲盛和夫が関わった企業の経営理念には、これらの想いが表現さ

れている。社会に貢献し、人（従業員）を経済的（利益が必要）、精神的にも幸せに

するという企業としての存在意義を、トップリーダーが信念として持ち、それを経営

理念に可視化できるように反映させることが社会と人にフォーカスしたリーダーシッ

プの原点になるのである。 

 

全従業員の物心両面の幸福を追求すると同時に、人類、社会の進歩発展に貢献すること。（京セラ） 

 

全従業員の物心両面の幸福を追求すると同時に、お客さまの期待を超える感動をお届けすることに

より、豊かなコミュニケーション社会の発展に貢献します。（KDDI） 

 

JALグループは、全社員の物心両面の幸福を追求し、一、お客さまに最高のサービスを提供します。 

一、企業価値を高め、社会の進歩発展に貢献します。（JAL） 

 

（3）社会の課題解決 

 企業の存在意義として、社会に貢献するということが具体的にはどのようなことか

というと、事業を通じて社会の課題解決をすることである。食品会社であれば、食や
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健康に関する課題を解決する（27.8）ことであり、不動産会社であれば、街づくりを

通して持続可能な社会を作る（50.10）ことでもある。社会の課題を解決する実際の方

法は、企業の技術やリソースにもよるが、医療の問題もあれば、ＩＴ関連、金融等、

企業分野によって課題の内容は様々である。しかし、社会の課題を解決するというこ

とが、「世の中にとって役に立つもの、価値のあるもの」（30.16）を提供するという目

的は同じである。 

 

企業の存在意義。何のために存在をしているのかと、突き詰めて考えていくと、社会的課題の解決

にどれだけ貢献できているか。あるいは、どうやって貢献をしていくのか。サステイナブルな成長、

貢献していくのか。（14.8） 

 

（4）社会に対して継続的価値の提供 

 社会と人にフォーカスするリーダーは、価値のあるものを製造もしくはサービスを

提供し、その価値を社会なり顧客に認めてもらうことで価格が決まり、利益を得ると

いう考え方を持っている。これが、経済的価値の創出（40.4）を意味する。さらには、

その価値提供は一時的なものではなく、継続していかなくてはならない。なぜなら社

会が持続的に続いていくためである。そこで、「人間社会の持続性を保つための価値を

出し続ける」（7.20）ことが企業の役目であり、価値を出し続けられない場合は、組織

の存続も無い。組織の継続と社会に対する価値提供は一体である。 

 

それがずっと続かないといけないっていう。それが突然、途絶えてしまってはいけないっていうの

が、根本だと思うんですよね。（43.9） 

 

（5）従業員の幸福 

 経営理念に従業員の幸福を掲げている企業も少なくない。一番重要なステークホル

ダーが誰かとの問いに、従業員と答えるインフォーマントもいる（12.15, 39.18他）。あ

るいは、ステークホルダーの中で断トツというのはいないが、あえて順位をつけると

従業員という回答もある（13.19, 23.16）。従業員の幸福とは、物心両面を意味し、報酬

という経済面での充実と、従業員が働きがいを仕事で感じることでプライベートの生

活に生きがいを感じてもらえる（47.11）ことである。 
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もうければ社員に還元できるから。（15.9） 

 

一般的な社員やその社員の家族っていうのは、いったん船に乗ると、なかなか降りるっていうのは

難しいです。特に下のほうの人になればなるほど、厳しいと思います。そういった意味で、私の本

音からいうと、一番が社員ですね。（51.4） 

 

（6）ステークホルダー間のバランス 

 株主第一主義とは異なり、ステークホルダー全員が大事であり、ステークホルダー

間のバランスを取ることが、社会と人にフォーカスするリーダーシップの特徴の一つ

である。「会社は誰のものかと考えた時、シェアホルダーのものでもあるし、従業員

のものでもあるし、社会のものでもある」（18.14）ので、ステークホルダー全員を考

慮する。よって、「トップリーダーは、ステークホルダー全員の幸せを最大化するこ

とが役割」（10.18）であり、「ステークホルダーに対してきちっと説明がつくような

経営体制なり仕組み」（18.15）を構築することでバランスを取ることを目指す。日本

には昔から、「三方よし」（3.18, 14.39）という近江商人の言葉があるように、売り手、

買い手そして社会貢献もできるのが良いとされており、インタビューでもこの言葉を

用いて説明するインフォーマントもいた。また、ステークホルダーは、必ずしも人だ

けではなく、社会や環境（5.6）も含まれる。 

 

ステークホルダーのどれかにだけ偏るんじゃなくて、全てのステークホルダーに対してバランスよ

くいろいろ対処して、信頼度を得たいよねと思ってるわけですよ。（56.3） 

 

（7）利益は必須 

 営利企業である以上、利益をあげることが必須である。松下幸之助は、「社会から

人やお金を借りて事業を行なっている以上、事業で必ず利益を得て、それを社会に返

すことが事業人としての務め」（PHP 総研, 1991, 6 巻, p. 183）であり、「何らの利潤

を生まないことは許されない（PHP 総研, 1991, 10 巻, pp.85-87）」と述べている。現代

のリーダー達も同様に、利益をあげることに強いこだわりを持っている（15.7, 21.7）。

稲盛和夫は、「日々採算をつくっているのだという意識をもって経営にあたらなけれ

ばならない（京セラ, 2021）。」という信念のもと、公明正大な利益を追求することを
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訴えている。 

 

（8）経営理念の構築・継承 

 省察の結果、自身の経営哲学、理念を経営理念として制定することで、組織のメン

バー及び社外に対して、企業としての立ち位置が明確になる。インフォーマントが経

営理念に対してしばしば述べたことは、「変わらない」、「変えない」、「変えたくない」

である。創業者が設定した経営理念は、企業の根幹であり、メンバーによってシェア

されている価値観である、それに基づき、ビジョンや戦略が設定され、事業が行われ

てきた。その歴史を引き継ぐという意味もあるが、自身がその経営理念に共感し、非

常に重要なものだと認識をする。その結果、絶対に変えてはいけない、継続されるべ

きものという信念を持ち、組織のメンバーに方向性の柱として共感を得るべく浸透活

動が行われていく（6.27, 42.8他）。 

 

うち、XX年経ってるんですけど。創業者が言うXXXXっていうのは、すごくXXX（会社名）にとっての

DNAであるというように私は思ってるし、ちょっと社長になるまで、そのことを振り返るっていうか、

認識を共有するって時間がなかなか作れなかったっていうことはあるんですよ。例えば、創立記念

日だとか、XXXXって何だろうっていうのをマネージャーになったときにいつも議論するとか、そう

いうのがちょっと足りてなかったっていう反省はありますが、少なくとも私、社長になってから、

必ずそこに帰着すると、原点回帰であると。（26.9） 

 

企業ってのは社会の公器だっていうのは、私どもの創業者の言葉で、だから創業者ってのは株をほ

とんど持たなかったですよね。会社ってのは社会のものだから、自分で個人で株は持たないという

創業者だったですね。そういう立派な方でしたよ。私も尊敬していますから。（13.23） 

 

 あるいは、経営理念を再定義するケースもある。再定義に込められた意味は、経営

理念としての役割の強化及び将来への布石である。存在するものが抽象的（18.8）、「社

会」が入っていなかった（40.16）、「社員の企業理念に対する食いつき度ってか、実践

度、理解度。」（25.11）が弱くなっていたことを危惧することにより、改定へと動いて

いる。そして、改定にあたっては、将来も継続される自分達の価値観（18.10）、変わ

ることのない不変なもの（12.9）という想いを込めて再定義を行なっている。 
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それまでは経営信条的なものはあったんですけども、誠意、熱意、創意なんていうのがあったんで

すけども、ちゃんとした企業理念、それから経営信条、それから行動指針と、それと事業領域とい

うものを定めまして。（12.7） 

 

我々、何のためにやってんだと。創業精神というのをもう一回、見直してみよう。（30.14） 

 

テーマ 2 継続性 

（9）タスキをつなぐ役割の認識 

 本研究のインフォーマントは、経営の継続性を重要視している。60名のうち創業者

が3名、57名は後継者である。その後継者が認識している自分の役割というのがタスキ

をつなぐということである。経営は継続であり、先代が築いてきた歴史を引き継ぎ、

それを次の世代に渡すことがミッションであると捉えている。 

 

継続の重要性認識 

 社会と人にフォーカスするリーダーは、「企業の一番重要なのは、僕は継続性だと思

っている」（7.3）。組織が継続していくことが重要だと認識することで、自分の役割に

対する認識も明確になってくる。 

 

僕の経営学としては、日本は、経営者一番重要なのは、継続は力なりって。継続をベースにした経

営っていうのを、経営者はどうやってやれるかってことだと思うんですよね。（4.16） 

  

私は会社が存続するということが大事なので。（15.2） 

 

バトンを渡す役割の認識 

 まず、自分の役割を把握するというのは、自分が社長に就任をした時に、継続して

いる組織の中で、どのような役割、使命を今果たさなくてはいけないのか自身で定義

をすることである。組織の状況により、トップリーダーの役割は変わるため、インタ

ビューの答えも様々であり、プライオリティーも異なる。 

 

われわれが入社してから、同じ部署に入社以来転勤したことないんですよ。そういう会社だったん
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です。それを、私、それではいけない、これからの社員は、言ってみると、工場でいう多能工化の

ような感じで、営業もいろんな部署に配属をされ、いろんなことを経験をしていかなきゃいけない

というふうに考えました。（12.4） 

 

私は、社長になったときに、特にグローバル化というのと、もう一つ新しい技術開発っていうのと

二つあったんですけど。（6.9） 

 

That was a big problem of the company, and the company lost the image, brand image, and also the 

employees lost confidence, that was a problem. During that time, I became the CEO. So, the first thing I had 

to do is, of course, turn around the company.（24.1） 

 

 「僕自身は何をやる、自分の役割が、この歴史の中で何なんだろうと思うと、ここ

は変えなきゃならない。」（2.36）とある企業のトップリーダーが語ったように、組

織の歴史の中での自分の立ち位置を考え、自分の任期の間だけに業績を上げようとい

う考えには至らない。組織が継続していくように取り計らうのが役目なのである。 

 

バトンをつないでいくっていうことが多分大事なので、自分の代で何かを必ず達成しようとかって

いう功名心みたいものがあるわけではないので、しっかりとどうバトンをつないでいけるのか。

（19.25） 

 

私のミッションは、XXX（会社名）もう100年になる歴史のある会社だよと。次の100年もしっかり

と延々と隆々と存続し社会に貢献していくんだよ、そういうベースをしっかり積み上げていくんだ

よというのが、私に与えられている大きなミッションでもあるわけだよね。と思って社長受けてい

るわけですから。（60.13） 

 

 就任時には、マスコミ等から、何か新しいことをするのか聞かれることも多いが、

自分の代になったから、何か新しいことをしなくてはいけないということではなく、

経営ということ自体が連続であり、その流れの中で自分は引き継いでいくという考え

を持っている。前任者からの流れを変えないという理由には、自身が前任者と一緒に

事業計画を作成したり、戦略を議論することで、すでに流れに組み込まれているとい
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うこともある（14.34, 50.6）。 

 

自身の引き際を決断 

 「しょせんサラリーマン社長なのでと思っていますので。あまり長くやっちゃいけ

ないと思っていますので。」（39.1）と述べるトップリーダーもいるように、社長に就

任した時点で、すでに自分の任期を決め、その間に精一杯自分の役割を果たすことに

邁進する。インタビューのインフォーマントには、社長の後に会長になり、会長とし

て現役の方々もいたが、代表権が付いていると自分のところに人が来てしまうので、

自ら代表権を外したというインフォーマントもいた。「辞め際が大事」（13.32）と認識

し、後継者に害が及ばないようにするためである。「CEOがきちんと世代交代していく

ことっていうのも会社の一つの条件でもあるし、オーナー会社じゃないうちが1XX年

も続いてきた一つの仕組みっていうのは、やっぱり違う価値観を持ったCEOが定期的

にちゃんと変わっていることっていうのも一つの要件」（21.5）と捉え、任期終了とと

もに完全にバトンを渡す決断がなされている。 

  

私はこれ例えば違う会社へ行っていきなり社長で、じゃあXXさん頑張ってね、一応期限は5年間与

えるからねって言われたら、バトンを渡すっていう発想にはならんと思いますよ。自分がいる間に

どうパフォーマンスを高めるかっていう話しか出てこないと思いますよ。・・・だから欧米の経営者

っていうのは、経営としてどういうミッションを与えられているか。あなた、ここ会社業績しっか

り伸ばしなさいよとか、いい収益あげろよとか、株主にしっかり還元しろよ、そういうミッション

与えられている人から見れば、バトン渡すなんて発想なんてこれっぽっちもないと思います。（60.12） 

 

責任を取る覚悟 

 組織にとって問題が生じ時、もしくは自身が決断した事に対しての結果に責任を取

る、つまり場合によっては辞任することで、組織を守る覚悟を常に持っている。「リー

ダーの条件は、決めること、逃げないこと、責任を取ること。」（21.4）とインフォー

マントの一人は定義している。自分が良い流れに乗って任期を終えるのではなく、組

織の将来を見据えて必要であれば、自分が貧乏くじを引いても、決断するという責任

（13.6）を取る意識を持ち、行動することで、タスクがつながれていく。 
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トップのありようっていうのは何かっていうのは、やはり責任の取り方というのは一番大きいなと

思いますね。今回も会長、1年で辞めちゃうんですけども。ここは、僕は役員会の前で、残念ながら

今回これだけ赤出して、自分は執行しなかったけども、かなりの部分っていうのは、自分がやった

ことの、今のつけもあるしっていうのもあるんで、完全に身を引きますというふうにして、最後終

わって。指名委員会にも出して、これで辞めますって言ったんですけど。やはり責任ということは

ずっと考えながらやってましたね。（28.16） 

 

（10）将来を見据えた決断 

 組織を継続するためには、将来を見据えることが重要である。「次の後10年先に生

き残れないなって思って。」（30.6）、「2030年ぐらいは頭に置いていろんな戦略を

考えるという形になりますかね。」（19.6）と10年先を見据えるということは長いス

パンではなく、「今の世の中、これから20年、30年先を見据えてやっていくっていう

のが今の仕事であると、私自身の。」（26.17）、あるいはもっと先である「100年後

もXXX（会社名）は人間社会の価値を提供し続けていたいねって、僕らは思うわけです。」

（7.11）と非常に長い先のことを見ながら、今何をするのか、何をすべきなのかを判

断する。そして、何を次の世代に対して残してあげることができるのかと思いを巡ら

せている。 

 

要らないかどうかっていうのは、今は要らないかもしれないけど、10年後はまた必要になるかもし

れないんで、そこんところは、しっかりと考えながら、要るべきところは残して。将来に対する、

我慢するところは我慢しなきゃいけないっていう。（4.15） 

 

「自分が社長をやっている間に次の世代に移ったときに、どういう例えばレガシーな

りを残していけるかっていう“先見性”」（21.6）が、リーダーシップを遂行する上で

必要な能力の一つであると挙げたインフォーマントも存在した。 

 

（11）経営は環境適応 

 継続へとつなげるためには、先見性を持って得た情報や知識を活かし、変わること

も必要である。グローバル化とIT化によって外部環境の変化が激しい今、とりわけ重

要なトップリーダーの行動は環境に対応し変化するように組織を動かすことである。 
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経営は環境適応 

 「経営とは環境適応業である」（6.17）と述べるトップリーダーもいた。「とにかく、

僕は社長になって以来、自分で常に考えたのは、世の中の流れに対し、自分のいる会

社のポジションを正確に判断し、一歩先でも二歩先でも行けるようにどうするかって

そこだけ考えて」（4.1）、企業の方向性を判断しなくてはいけない。そのために、先見

性を養い、将来の自社を取り巻く環境や状況を考え、絵姿を描く。 

 継続性が大事だからといって、全て引き継ぐということではない。「前の人がやった

ことでも、当然環境が変われば、組織の在り方とか変わっていく」（14.3）こともある、

トップリーダー自身の役割も、「会社の置かれている状況だとか、これ、どれも大事な

役割だと思うんですけど、会社のリソース・環境によって、役割を変えていくのは、

本来のあるべき姿」（1.20）と考える。 

  

私は、よくダーウィンの言葉を引いていたんですけど。よく言われている、『勝ち残る者は、賢い

者でも強い者でもない』と。『変化に適応できる人が勝ち残るんだ』と。あるいは、今変化をつく

り出せる人が勝ち残る、ってことだと思うので。「立ち止まることは後退することだ」って常に言

ってんですよね。昔のように、安定した時期はいいと思うんですけど、今世の中、大きく変わって

いるので。こういうときは、やはり一歩先を読んで動かなきゃいけない。そのためには、ある程度

リスクもあるかもしれないけど、実行していく、果断に決断していく、この決断力は大事なんじゃ

ないかと。（14.24） 

  

 あるトップは、後継者へのアドバイスとして、「トップは時代認識、世の中の流れと

人の流れが分かってないと駄目、どういうふうに世の中動いているから、そこでリス

クを取りながら、早くやってくとか、今、出したら駄目だとか。」（28.13）判断するこ

とが大事だと述べている。 

 

事業・ビジネスモデルの変更 

 具体的には、事業のポートフォリオやビジネスモデルの見直し、外部からの人材採

用（4.34）、量から質への変化（1.38）等である。この変化にはゴールというものは存

在しない。とにかく変化し続けなくてはならない（9.13）。さもないと、組織は存続で

きないからである。 
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（12）外部との関係性構築 

 顧客を始めとする投資家、サプライヤー、経済団体等外部との関係性を構築するこ

とは、トップリーダーの役割の一つである。 

 

顧客との関係性構築 

 顧客との関係性構築は、トップ同士の関係性を築くことである（14.5, 6.13）。顧客の

経営者と信頼関係を構築すること、特に長期な関係を築く（6.6）ことは重要である。

松下幸之助は、特に顧客を大切にする姿勢が鮮明であった。 

 

販売にあったては、いかにすればお得意様に喜んでいただけ、どういう接し方をすればご満足願え

るかを考えることに尽きるのであります。妙案奇策のあまりない販売の世界の中で特色を発揮する

ために、何が基本になるかというと、お互いの誠心誠意であります。そして話す言葉ににじみ出る

気持ちが、何よりも大切であります。（PHP総研, 1992, 22巻, p.296） 

 

サプライヤーとの協調 

 サプライヤーとは、自社の製品やサービスを一緒に世の中に送りだす協調関係の構

築である。本研究は、トップリーダーが対象であるため、サプライヤーについて触れ

るインフォーマントは少なかったが、サプライヤーの窮地に彼等の立場に立って一緒

になってソリューションを考えてあげる（18.29）、あるいは、自身達との待遇面での

差異による格差社会の是正の必要性を述べるトップリーダーもいた（17.20）。 

 

投資家とのコミュニケーション 

 投資家（IR）へのコミュニケーションに多くの時間を使っているインフォーマント

も少なくない。株主もステークホルダーの一人であり、財務状況を詳細に説明するこ

とは、企業への信頼の向上に役立つ。また、IRでの答弁で同業他社に比べてROICが低

いと言われたをきっかけに、勉強に励み、財務改善につなげたインフォーマントもい

た（13.14）。 

 

I used to do like 100 hours every year to meet with the investors.（9.8） 
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その他外部との関係性構築 

 会長になると、経済団体といった執行とは直接関係のない関係を通して、外部との

関係性を構築し（11.1, 17.8他）、執行のサポートを行なっている。 

 

（13）見識の拡大 

 トップリーダーは先を見通すために、情報収集を行う。海外に行って業界の人に会

ったり、顧客に会い何を望んでいるのか確かめたり、何が外で起こっているのか把握

することで見識を拡げ、事業を継続する上でのインプットとする。自己成長のための

学びは、自身の学びが組織に反映され、さらに自分の学びが促進し、組織も成長する

というトップリーダーと組織の循環による発展と捉えることができる。 

 

自ら現場で確認 

 現場に赴くことは、自ら情報収集することで現場を理解することであり、従業員も

トップリーダーが現場の状況を知っていることを期待している。 

 

The people who do not follow to the leader who does not know the Genba at all. The leader not needs to 

know everything, but he should not what people are doing in Genba. Otherwise, people do not follow to the 

leader. That’s the main point.（ 46.3）  

 

僕はどっちかと言うと現場人間なんでね。現場に、特に役員、社長のときに時間をかけてました。

さっき申し上げたように、社長が全部、正直、細かなとこまで見れないんですよね。だから、大事

なのは現場で何が起こってるかっていうことと、それからアウトプットっていうかな。結果として

企業文化がきちっとできてますかとか、利益が上がってますかとか、問題ありません、なんて言う

のかな。真ん中はやっぱり中間マネージメントっていうか、管理の仕事だと思うんだけれども、僕

が見れるところ、社長が見れるところってやっぱり限られてるわけじゃないですか。一番その大事

なものは現場だっていうことだと僕は思うんですけどね。（33.10） 

 

報告がないの、聞いてないのなんて言ってる場合じゃないんですよね、社長って。報告がない、聞

いてないっていうのは社長のアンテナが低いだけの話で、やはり自分から情報を取らなきゃいけな
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いと思うんです。それが毎日の管理なんじゃないかなと。（59.11） 

 

情報収集 

この戦略を立てるということは、今、われわれが置かれている環境で、技術はどうなっているか、

お客さまの動向はどうなっているか。あるいは、競合他社は何を考えているかみたいな。いわゆる、

この世の中の環境がどう動いているか、ということを理解しないと戦略は立てられないですよね。

（6.16） 

 

In short, I would say the intelligence. In other words, understanding or knowledge about what’s going on in 

the world because the environment surrounding our financial industry or institutions are changing rapidly. 

And as we develop our business globally, we face the different challenges in many different jurisdictions. So 

learning what is going on and what will happen, that is the critical, important part to build my leadership. So 

it’s a kind of fact-based, policy-making type of things.（35.1） 

 

自己成長 

 松下幸之助の場合は、9歳で学校を中退したことから、非常に勉強熱心であり、PHP

研究所を創設し、人間道について探究している。現代のリーダーは、学歴という点で

は、大学卒業以上の学位を持った経営者であり、人と会って話すことで学ぶというイ

ンフォーマントも少なくない。 

 

組織の能力ってのは長の能力を超えないというのは、僕、本当、信じてるんですよ。自分自身にも

そう課してるし、部下に対しても。（2.9） 

 

私、個人が成長することで会社が成長する。それから、会社の成長が次の個人の成長をまた促すっ

ていうような、そういうサイクルが回っている中で会社も人も成長してくっていうのが、そういう

ふうになったらいいなと思ってますんで。（57.3） 

 

（14）倫理の徹底 

 倫理的な行動とは、トップリーダー自らが倫理的な決断をすることと、組織内のメ

ンバーに倫理的な行動を取るように指示することである。 
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倫理の徹底 

 倫理問題は組織の存続に関わるため、倫理観の徹底はトップリーダーにとって重要

な課題の一つである。リーダーシップを行使する上で重要な能力として、倫理観をあ

げたインフォーマントもいる（60.15）。「いろんな会議のときにも、一番最初に、倫

理観の問題は、1枚目のスライドに必ず入れ」（7.10）たり、「上の人間が間違ったり、

公序良俗に反するようなことがあったときには、ノーと言える雰囲気をつくってくれ

るように」（12.17）部下に徹底している。 

 

倫理的決断 

 インフォーマント達は、問題が起きた時の対処について先送りしないことを強調し

ている（15.31他）。たとえそれが自分の代の問題でなくても、組織の再生のためには

問題を明らかにし、速やかに対処することに力点を置く。あるいは、利益よりも倫理

的な観点からの組織としての決断をしている。自分の利益よりも、組織にとっての利

点を考慮して自らの権限を外すことも同様である（33.4）。 

 

やっぱりもうかる仕事に使うのか、患者さんが困っていて、患者数が少ないけど利益は少ないけど、

その解決をするのかって判断迫られることが私も何度もありましたけど、私は後者を取りましたね。

（13.29） 

 

リーダーっつうのは、自分の利益っちゅうものを考えたらもうリーダーでなくなりますからね。

（31.8） 

 

「正道」を踏んで事業をしなければ、永続的な経営はなしえません。私は物事を判断する際には、

「人間として何が正しいのか」ということを真っ先に考えます。経営にあたってはルールとか慣行

とか、いろいろなものが存在しますが、それらを超えて人間として正しい生き方、考え方をしてい

くことが大切だと思っています。そしてそれが結果的に利益をもたらしてくれるのです。（稲盛和

夫 DIAMONDハーバード･ビジネス･レビュー編集部, 2015, p.94） 

 

（15）後継者にバトンを渡す準備 

 後継者に将来の企業を託すためには、後継者、もしくはその次の世代を育成するこ
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とがトップリーダーの重要なミッションである。インフォーマントの中には、突然社

長を任された人や過去にスムースな社長交代ができていなかったこともあり、社長就

任と同時に後継者選びに着手したというリーダーもいた。 

  

あなたこんな業績あげてよね、だけどもこれの業績がさらに続くように、後継者もしっかり見てや

ってってちょうだいよって言われたミッションを与えられると。（60.12） 

 

歴史をつなぐ後継者を育成することは、事業のベースとなる経営理念を引き継ぐこと

であり、組織の全体を理解させることである。そのために、権限委譲（38.2他）を含

む様々な機会を与え、様々な経験をさせることで、トップになるためのスキルや能力

を養う。次の後継者と選定された場合は、一緒に外部のステークホルダーとの会談に

同席させたり、子会社の社長に任命することで、自分との距離感を縮め、引継ぎがな

されていく。あるいは、自ら経営塾を開催し（1.22, 2.11他）、直接の後継者だけでなく、

その下の世代を含めて教えるトップリーダーもいる。 

 

やったことないんだけど、営業をやらすとか。そういう機能の知識を、今まで自分が知らなかった

世界を知ることによって、会社全体が見れるという。マネージメント・チームなる人は、会社全体

を見れる人じゃないと。（31.12） 

 

 後継者へ望むことは、やはり企業が継続的に存続していくための行動を取って欲し

いということである。 

 

自分のときに業績は出ないかもしれない。ただ必ず、成功への道というか、それを社員に示し、そ

してそれに向かって実行してほしいと。これ、すごく大事だと思います。（40.14） 

 

 後継者に引き継ぐということは、育成ということだけではなく、後継者がトップに

なった時に、やりやすい環境を整えてあげることも含まれる。後継者の周りのトップ

マネジメント人材を揃えることであったり、自分が貧乏くじを引いても、企業の将来

にとって必要な決断をすることである。「周りのいろんなややこしいことはできるだけ

私が引き取って、あとは次に入る人がなるべく働きやすい環境を整えてやるっていう
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ことが私の多分最後の仕事だろうと」（19.24）心得て、企業が継続して存続するため

のバトンを渡す準備をする。 

 

ある程度のガイドラインを作ってあげないと、自分がそれをやればいいんですけど。次の人がそれ

をやるときに、なにも与えずに、さあどうぞっていうわけにはいきませんからね。（20.15） 

 

 会長としての職務も、バトンを完全に渡すための布石とも言える。本研究のインタ

ビューのインフォーマントの中には、社長を退任し、現役の会長職の方もいたため、

現在の役割についても話しを聞くことができたことによって、明らかになったのだが、

執行で忙しい社長に代わって、外のコミュニティにおけるネットワーキングや情報収

集、人材の育成の面倒をみているということである。社長を退任した後、次の日から

さようならということは現実的ではなく、添え木のような感覚で、後継者からアドバ

イスを求められたら、それに答えるという役割である。 

 

テーマ 3 方向性の浸透 

 経営者は、企業の進むべき方向性を明確化し、組織のメンバーに伝えて共有化する

ことがリーダーシップのプロセスで重要な行動である。 

 

会社におけるそのビジョンをどう伝え、そのビジョンに基づいて、どういうふうにやっていくのか

ということと、もう一つは、あるべき姿と、それから、目標値をちゃんと定めて、それを社員にこ

ういう企業になるんだと。こういう売り上げをあげ、こうするんだということの目標をちゃんと社

員に提示をしていくということがまず、非常に重要なリーダーシップの役割。（12.2） 

 

（16）ビジョン・戦略の策定 

 トップリーダーとして行使した役割として、多くのインフォーマントが挙げたのが

戦略の構築である。ビジョンは 10 年といった長期視点であり、戦略は 3 カ年の中期計

画を指す（6.8）場合が多い。具体的には、ポートフォリオの明確化（30.12）、ブラン

ドの優先順位の決定（1.49）及び連結で業界ナンバーワンになる（12.10）といったよ

うに、ビジョンを達成するために組織にとって明確な戦略を設定（48.2）することが

重要性を持つ。なぜなら策定したビジョンや戦略は、経営理念同様に、組織のメンバ
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ーに共感してもらわないといけないからである。 

 

その企業が目指していることが明確、ビジョン、ターゲットが明確でなければいけないし、なぜタ

ーゲットが明確じゃないといけないかっていうと、価値を作る人々が、それに賛同してくれないと

いけない。（7.6） 

 

（17）方向性の発信と腹落ち 

 本研究のインフォーマントは、方向性を示し、従業員が腹落ちをして自ら動くよう

にするところまで教育することを目指し、経営者自らが全従業員に向けてコミュニケ

ーションすることで浸透をする。 

 

人間の本質の理解力 

 企業は、基本、最後は人間であり、この方向だったら、一緒に働いてもいいと従業

員が思わないと企業の継続性は成り立たない（7.7）。しかし、方向性を示すだけでは、

簡単には人は動かない。正しいことを言っても、人は行動するかというと、そんなに甘

いものではない（40.8）。頭の理解では絶対に行動にはならず、本当にそれが、自分がやる

価値があるか納得するところまで議論をし、確かにそうだな、これやれば価値ができるよ

ねって納得したら、自ら動く（7.33）。人間は、最後は納得であり、説得しても自発性が

出てこない（2.10）ことを理解し、インフォーマント達は人間の内面に働きかける行

動の実行により、組織を共通の目的の達成へと導いている。 

 

経営理念の浸透 

 インフォーマントの発言には、文化、経営理念と DNA という単語が出てくるが、厳

密に区別して述べられている訳ではないので、ここでは、経営理念の浸透という焦点

コードを命名している。人間にはそれぞれさまざまな考え方があり、それぞれの人の

力の方向（ベクトル）を統一することで成果を生み出す（京セラ, 2021）。考え方が異

なる従業員に同じ方向を向いてもらうためには、その方向性に共感してもらう必要が

ある。賛同してもらうには、方向が明確でなければならない（7.5）と同時に、その根

拠が必要だ。その方向の根拠となるのが、経営理念である。 
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Clearly setting direction or kind of showing guiding principle to the organization, this is the way or 

direction we go, based on core principle of the company, not necessarily my own brief, but based on core 

principle of the company.（36.1） 

 

理念がきちっとしてないと、社員っていうのはなんかいつも社長の言うことが変わるっていうわけ

じゃないけど、それはどこに基づいて、どこに根ざしてその考えになってるんだっていうことを言

わなきゃない。ある種フィロソフィーがないと、経営ってのはできないんですよね。（40.7） 

 

方向性の発信 

 経営者自らが作成もしくは共感した経営理念とそれをベースに作成されたビジョン

及び戦略策定を組織内に根付かせるために、発信・浸透する行動である。経営者自ら

が方向性を示し、浸透させることに留意し、実際にコンセプトビデオを作成（13.12）、

現場訪問で議論を重ねる（25.3）といった様々な行動を取っている。 

 

大切なのは XX（企業名）の事業精神というもの、文化の醸成をいかに継続的に、自らが先頭に立

ってやるかっていうことはすごく重要だと思います。（23.7） 

 

戦略っていうか、方向付けをどうするのか・・・それをどういうふうに伝えるかっていうメッセー

ジ。特に社内、社外もあるんですけも、やはりメッセージっていうのを、非常に自分としては留意

してきたのかなと。（28.2） 

 

これはトップコミットメントが極めて大事なので、引っ張っていったんですね。（14.11） 

 

従業員のマインドセットの変革 

 インフォーマントの発言から、グローバル化や IT化による外部環境の変化によって、

ビジネスモデルの変革、ポートフォリオの見直しが必要とされる時代のリーダーシッ

プを取る必要があるということが理解できる。これは、単なるスキルが変わるという

ことではなく、文化の変革と捉える経営者もいる（9.12）。例えば、デジタル・トラ

ンスフォーメーションは、スキルの習得と思われがちだが、組織に浸透させることは

文化を変えることと同様のレベルの場合もある。従業員の考え方や働き方の変更に大
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きな影響がある場合の方向性の共有においては、従業員のマインドセットを変革する

必要性が生じる。 

 

昔はお店を出していくことこそがこの時代の産業化だっていわれていたんで、要は、お店を減らす

ということに対するものすごい抵抗感。そこのシフトチェンジっていうのを、自分なりにはずっと

意識をしてきたポイントなんですね。（1.51） 

 

腹落ち 

 腹落ちさせるとは、経営理念、ビジョン及び戦略を含め組織の方向性を従業員が理

解し、自発的に動いてもらえるように納得させることである。社会と人にフォーカス

したリーダーは、頭だけの理解ではなく腹落ちさせるところまで落とし込むことの重

要性を訴える。それを現場の人までわかってもらえるように、トップリーダーは並々

ならぬ時間を費やしている。「最後はできる化ですから、現場の人たちが共感してくれ

ないかん。」（2.16）と、説明するロジックを作る。自らが現場に足を運び、昼食を一

緒に食べたり、タウンミーティングを開催したり、従業員の一人一人にまで浸透させ

ることに力を注ぐ。 

 

いくらトップが言ってもなかなか下はすぐには理解できないということが多いですよ。だからここ

にはやっぱり納得するプロセスってのは必要なんです。（13.11） 

 

ちゃんと話を聞くしちゃんと議論もするし、最終的には、でもこうだよねっていうような腹落ちを

した上でみんなが動いてもらわなきゃいけないんで。（19.3） 

 

 松下幸之助は、自分の理念を従業員の前で発表し、それに従業員が共感し、熱狂し

た従業員一人一人が登壇してスピーチをすることを許可したこと、さらに、理念によ

って従業員の間に一体感が生まれたことを語っている（PHP 研究所, 1992, 31 巻)。そし

て、その理念を自らの言葉で直接従業員に話しかけることを可能な限り続けた。 

 創業者が作成した経営理念は、「絶対に変えたくない、変わらない部分」（6.27）とし

て、後継者へと引き継がれていくが、インタビューのインフォーマントは、浸透度の

低下、なかなか伝わらないということを吐露する。そこで、抽象的な言葉として存在
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していたものをやめ、新しく理念を作成するケースもあれば、定義しなおす経営者も

いる。松下幸之助も、時代の変化に合わせて改定を何度か行っている。 

 再定義をする場合、今回のインタビューのインフォーマントは、メンバーを集めて

プロジェクトを立ち上げている。それも、若手社員である。議論しながら草案を作成

し、それをグループごとに下におろしていく形で広めていく布教活動のような形式を

取っている（12.27）。社員を参加させることのメリットは、当時者意識である。自分

がその作成をすることで、納得感が得やすい。 

 

若手社員だとか、社会に対して、そういう意識改革をさせるということで、ほぼ 4 年かけてこの企

業理念を作り上げました。（12.27） 

 

私が思ったのは上から言っても、ただやらされ感で、下から上がってきたやつでも、上から私が思

ってるやつでも結局はあんまり変わんないんですよ。中身は。でもプロセスを、自分たちがその当

事者であって、自分たちがつくったっていう意識持たないとなかなか腹落ちしないんで。（18.11） 

 

復唱 

 ベクトルを合わせる上で、コミュニケーションが重要となってくるが、インフォー

マントが強調した点は、経営者自らが“しつこく”言い続けることである。従業員へ

伝えるために自ら何度も現場に足を運び、すっかり声が枯れてしまったとインタビュ

ーの際に話される経営者もいた。 

 

これは何となく、こんなこと繰り返し言ってもしつこいよなということを繰り返し言うってことで

すね。だから、年頭所感で言いました、部店長会で言いました、決算説明会で言いましたと。同じ

ことを年に4回も5回も言うということでしょうかね。（50.3） 

 

実際に現場に行って、1 日多いときでは午前で 1 回、午後 2 回。ひどいとき、夕方からやるから 4

回のときもありましたけれども。1 回だいたい 1 時間か 2 時間、ずっと自分で話して、最後の 30 分

ぐらいは質疑応答ということで、ずっとやり続けるんですよね。（40.22） 
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自ら全員に浸透 

 インフォーマントの発言から明らかになってくることは、経営者自らが全従業員に

浸透させる活動を行なっている点である。戦略がなかなか伝わらない経験をした（39.8）

り、マインドセットの変革が必要な改革にチャレンジしている経営者達は、3 年かか

る予定と計画（27.15）、3 年目から変わり始めたという実感（30.17）、全社員に浸透す

るのに 7 年かかりました（40.6）と、末端まで腹落ちするように伝えることを目標と

しているので、困難を伴う。 

 

強い文化をつくろうじゃないかということを、最初っからチャレンジするんだとかストロングだと

かっつうふうな文化を、ずっと言い続けてやってきてるんですけど、これは時間かかります、まだ

まだ半ばですね。（31.5） 

 

（18）数字の意識  

 組織としての財務指標の目標を計画し、達成するために、周知が徹底される。企業

である以上、利益をあげることは必須（10.4、15.7 他）であり、「ステークホルダーに、

株主および従業員にしっかりと還元（21.7）」しなくてはならない。松下幸之助は、企

業が公器である故に、利益をあげなくてはならないとしばしば発言している（PHP 総

研, 1991, 9 巻他）。 

 稲盛和夫は、経営の実体験のなかで創り出した“アメーバ経営”の仕組みで、メン

バー自ら目標を計画し、目標達成に向けて最大限の努力を引き出す。収益性も小集団

に分割することで管理を可能としている（京セラ, 2021）。松下幸之助は、薄利多売で

はなく、適正な利潤を求めることの重要性（PHP 総研, 1991, 3 巻）を訴えている。 

 

我々が、会社の改革するときに、分子と分母と分けて考えてくれと。つまり、分母のコストダウン

は必要だと。しかし、分子の単価縮小はあり得ないと、経営者として。分子は増やすんだと。それ

を、おまえら、分母も分子も減らそうとしてると。こんなおかしいこと、自殺行為だと、長く見れ

ば。作ってるものを安く売って、コストを下げて、いずれどっかで行き詰まると、こんなのは。こ

の分母と分子の問題、考えてみると。（2.5） 

 

利益ということについての考え方が非常に力弱いように思うんです。経営であります以上は一定の
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利益を確保せんならんことは、常識としてはだれしも心得ております。また、そのとおりやってお

るんであります。やっておるんですが、利益を確保する、利益を取るということに対して、強い信

念をどの程度にもっているかということになってくると、非常にあやしい感じがするんであります。

そこに日本の経営者の一つの弱さというものがあるのではないかという感じがいたします。（PHP

総研, 1991, 1 巻, p.115） 

 

今、一番中期計画とか、経営ビジョンっていうところで定量的な目標を掲げていますので、投資家

に対してのコミットメントなんで、これは非常に重要です。これは達成することを前提に皆さん投

資してくださっているので、これはできれば裏切りたくないっていうか、実現可能な数字を達成し

ているつもりなので。（20.16） 

 

テーマ 4 内発的動機付け行動 

 インフォーマントが語る従業員への動機付け行動は、個々人を尊重した内因的動機

付けである。承認欲求、自己実現、そして自己実現を超えた社会への貢献による満足

感を従業員が認識できるための行動をおこなっている。 

 

（19）人の育成 

 人にフォーカスしたリーダーにとって、人材育成とは能力やスキルを身に付けるた

めの研修を提供するということだけではない。自主性の確立と人格形成によって内面

から人を創るということである。そして、それはトップリーダー自らが全従業員を念

頭において、一人一人の個を尊重し、全員が能力を発揮できるように配慮するリーダ

ーシップでもある。 

  

人間をつくるというのは、すでに生まれている人の人間としての性能を育成する、すなわち人間性

を高めることであります。この人間性を高めるためには、人間としての働きの中心をなす知情意を

育成することも大切でありますが、それにもまして、この知情意の調和を図ることが大切でありま

す。知情意が円満なる調和を保つところにこそ、立派な人間がつくりあげられるのであります。い

わば人格の完成というのもここにあります。（PHP 総研, 1992, 38 巻, p. 90） 
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自主性の確立 

 トップリーダーとのインタビューで明らかになった、人を内面から育てる目的の一

つは、従業員自らが自立して動いていくための示唆を与えることである。「自分の仕

事にどう落とし込むのかというのを聞きたがるんですね。これはしょうがないと思う

んです。人間、誰しもしょうがないと思います。そういう欲求があると思います。た

だし、そこで全部教えちゃ駄目なんですよね、きっと。学校の先生じゃないんですか

ら。学校の先生みたいに全部教えちゃうと、今の学校の先生も少し考えているのかも

しれませんけど。やっぱり考えてもらいたい。」（39.13）という想いがあり、「どん

どん人の自立性を上げていって、達成感から自己実現につながっていくとなると、そ

うなった人って、指示しなくても、ある方向に向いた意思決定は自分できるようにな

る。」（26.28）からである。 

 

それを僕らが指示して、意図的にやらせて、パフォーマンスでやる。そうじゃなくて、気付きを与

えて、感動を与えて、自らが走って出ていってくれる。これは本物ですよ。だから、本物をつくら

ないと駄目なのね、僕らも。（2.39） 

 

 そのために、トップリーダーは、新しいことにチャレンジできる様々な機会を与え

る（33.14, 38.8 他）ことによって、育成を促進する。これは、「何かの形で、多少は

むちゃでも、いろいろな現場だ、いろいろな外との交流だ、販売現場だ、いろいろな

所を見たり、自分でやってみたりして失敗してみないと、その後に成長する分にも本

人が困るんだと思う（34.15）。」という個々人の将来についての考慮でもある。失敗

することや過去の失敗は関係無く、むしろ「早めに失敗しろ」（34.16）と言ってあげ

るトップリーダーもいる。「パフォーマンスが出せなかったり、ある意味失敗しても

いいからどんどんチャレンジをさせ、背中を押してやり、フォローする」（19.18）と

いうのが役割である。 

 

社員の人たちが、前向きな仕事ができる環境を築いて自己実現ができるように、チャレンジできる

環境を提供する。（41.4） 

 

 あるいは、松下幸之助が、事業部制度と独立採算制度を設定した理由として、経営
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者としてのものの考え方をすることで、「社員としての生きがいを見いだして」（PHP

総研, 1992, 23 巻, pp.257-258）もらうためと述べている。「会社に入ってきた人は、会

社の宝」（4.30）だからである。「簡単じゃないけど頑張ればできるオポチュニティを

とにかく提供し続けること」（38.8）によって、自立を養うことは、松下幸之助の発言

にあるように、「私は松下電器の社員稼業の主人公なのだ。これは私の家の事業であ

り、またこれは、いわば自分個人の事業なのだ。そういう意味での松下電器の社員だ」

そういうふうな考えに徹せられたならば、皆さんの頭から何が生まれるかというと、

想像もできない偉大な力が生まれてくると思うのであります。このように、そういう

小企業体が集合して、この松下電器という社会を構成していくということになれば、

私はこの松下電器という社会が、非常にすぐれたものとなり、ほかの社会にそのよさ

を移すことになろうかと思うのです。ひいてはそれは日本全体の、大きな社会の発展

に結びつく」（PHP 総研, 1992, 23 巻, p.262）わけである。これは、社会を重視するト

ップリーダーにとって重要な社会に価値を提供する企業としての存在意義に関わって

くる。価値を創造するのはあくまでも従業員であり、リーダーとしてその方向に向か

わせるためのプロセスであり、責任でもある。 

 

企業の社会的責任というものはどういうものかを考えてみたんです。企業が本来の目的を遂行する

ためには、一万人の人を立派な人に育てんならん。人間としても企業人としても社会人としても立

派な人に育てんならん。これが私は企業の第二の社会的責任やと思うんです。（PHP 総研, 1991, 4

巻, P.212） 

 

 したがって、トップリーダーは人の育成に多くの時間を割いている。「自分ははっ

きり言って、やっていることの 7 割から 8 割が従業員向けに使ってるな、時間と努力

を。従業員に対するイントランドメッセージであるとか、山ほど書いたブログだとか、

X 塾なる社員の教育活動、啓蒙活動とか」（34.2）とあるトップリーダーが述べたよう

に、直属でない部下以外の従業員に対して、自らが育成に関わっているインフォーマ

ントもいる。「ここはもう、一人一人が気が付いてもらうしかないと思っていまして、

そこで今、私が工夫しているのが、現場に下りていって、今だとリモートワークで、

本当は一人一人とつないで 15 分間話をするとか」（39.14）労力を割いている。自身

の経験から「直接手取り足取り的な部分がないと、人は育たないんじゃないかと」
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（31.20）いうトップリーダーもいた。 

 

人格の形成 

 人を内面から育成するもう一つの目的は、人格を形成することである。あるトップ

リーダーは、利益をずっと出していなかった子会社に出向した際、「あいさつができ

るできないというのは会社の経営に関係ないかもしれませんけど、一つの規律とかで

すね、それから相手がね、認証してくれるということの一つのモチベーションにつな

がるというふうに思ったんで」（15.4）と、あいさつによって仕事にやる気をもたせ

るきっかけ作りとして励行したと述べている。また、社員の人格形成には、「会社の

中で成果として残したいのは、やっぱり、社員ですよね。社会から尊敬されるような

社員をうらやまれるような、そういう社員を」（12.19）つくる意味も含まれている。

そして、社会から尊敬される社員ということは、企業も社会から尊敬されることを意

味する。これは、社会にも目を向けるトップリーダーが経営哲学として掲げる目的に

該当する。「従業員教育にもいろいろ考え方がありますがね。私は、やはり人を育て

るには、経営者が正しい人生観、事業観、経営理念をもつことが大事だと思うのです。

そして、それを遂行する過程においてのみ人材がつくられる」（PHP 総研, 1991, 14 巻, 

p.29）。そうすることで、経営理念に基づいた企業の方向性に沿う人材が育成され、

目的が達成されることになる。 

 

個々を考えた育成 

 人を育てる上で、配慮されている点は個々人を尊重するということである。まず、

それぞれの持っている潜在能力が何かということを見極め、徹底的に面倒を見てあげ

ることである。そして、最大限にその人が価値を発揮できる場所を提供する－適材適

所－ことである。これは、直接的な能力の発掘だけではなく、自分が人から気にかけ

てもらっていることを認識することにより、自発性が生まれ、成果につながる。 

 

教育とは要するに先生が生徒を教えることだというふうに考えられていました。しかし”育”は”

与える”ということでなく、その者のもっている力を引き出すことです。（PHP 総研, 1991, 38 巻, p.95） 

  

人間って面倒みられてると、あるいは気にしてもらってるとおのずといろんなことを考えてくれる
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んですよね。無視されたらやっぱり。（59.7） 

 

一つは適材適所ですね。それから二つ目は、育成ってことでしょうかね。だから、本人の持ち味を

最大限に発揮してもらえる場所はどこかということと、それから、持ってるポテンシャルが何かの

育成というプロセスを経ないと顕在化されないということに対して会社がしっかりと手を打つとい

うことじゃないかなと。（50.4） 

 

 あるトップリーダーは、人事担当者に「本当に人事をされる人のことを最優先に考

え、会社の利益とかそういうことを考えるより先にということを言っている」（50.5）。

利益を先に考えなくても、人の内面を育てることで、結果がおのずと付いてくるから

である。 

 

その人の、人ってそれぞれの属性がありますから、いい点を見つけてやってそこを伸ばしてあげる

と。悪い点は目つぶっちゃうと。その人が成果上げれば会社として非常にうれしいし、成果上げる

ことが、その本人にとってもうれしいわけですから。成果上げられるのは、よい特徴を見いだして

それを伸ばしてやることが一番成果につながる、簡単な話なんですよね、これ。（59.8） 

 

技能の養成についても、これを一歩誤れば伸びる芽されたわめてしまうものであるから、本人の隠

れた才能や、伸ばしきれぬ創意を、一つ一つ親切に引き上げるように常に努力を怠ってはならない。

かくして適材適所おのおのそのところを得さしめれば、全体の機能を強化し、数倍の能率をあげう

ることは必定である。（PHP 総研, 1992, 29 巻, p.294） 

 

チャレンジの促進・失敗を容認 

 人の育成において、様々な機会を与え続け、チャレンジするように背中を押してあ

げることも部下の育成である。そして、できる限り早いうちに失敗をして学ぶことを

期待し、失敗に関わらず次の機会を与えていくことで、人の育成を促進する。 

 

簡単じゃないけど頑張ればできるオポチュニティをとにかく提供し続けることですね。だから簡単

じゃ駄目なんですけど、チャレンジングなアサインというんですかね。（38.8） 
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そもそもパフォーマンスが出せなかったり、ある意味失敗してもいいからどんどんチャレンジをさ

せなきゃいけないっていうそういう時期に背中を押してやることもできないし、ないしは背中を押

してやった後フォローをしながら軌道修正をしてやるっていうようなことも多分やってあげなきゃ

いけないし。（19.18） 

 

（20）個々人の存在意義の尊重 

 経営者であっても、従業員の一人一人の存在を尊重する。現場では人々がどのよう

な想いを持って働いているのか、どのようなことが起こっているのか理解することに

努める。個々としての存在意義を認識しており、雇用の安定を経営者として担保する

ことが重要なコミットメントと考える。 

 

個々人の存在意義の尊重 

  本研究のインタビューで、インフォーマントが語ったリーダーシップの対象のほ

とんどは、直属の部下やマネジメント･チームではなく、現場である。現場とは、製造

業の工場だけではなく、営業拠点、管理部門におけるオフィス勤務者まで全てを指す。

トップリーダーであっても、従業員一人一人の存在意義を認め、尊重することが人に

フォーカスするリーダーシップの行動の一つである。工場の従業員やバイトというポ

ジションに関係なく、全て組織のために働いてくれる人々の貢献を評価し、全員の力

を活かすことが組織の力になると考えている。松下幸之助は、ワンマン経営だと言わ

れることに対して、全部、各人を中心に仕事をしてきたのであって、それが成功の原

因の一つ（PHP 総研, 1991, 巻 8）と述べている。経営者が末端の一人一人のことを思

いやるということは、従業員からの求心力につながる。工場の従業員に名刺を配るこ

とで、彼等の心を動かし、行動につながる結果を生み出す場合（2.38）や、全社をあ

げた活動の表彰に毎月自ら出向き、表彰者の名前を呼んで表彰する（22.10）ことで従

業員のモチベーションを高める。 

  

現場の想いを理解 

 組織の人間の一人一人を気にかけ、そこで働いている人達がどのような想いや問題

を抱えているのか、現場ではどのようなことが起こっているのかを把握することに心

を砕く。出来る限り直接の会話や説明をする機会を設けることで、経営と現場の壁を
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取ることに力を注いでいる。とりわけ問題があった後のトップに就任したリーダーは、

従業員と対面して話しをするように現場を周っている（16.18, 24.2 他）。通常では、

一生社長の顔を直接見ることなく終わる企業の通説を覆し、皆の元気な顔を見るため

に、現場で声をかけて周る（55.1）トップリーダーもいる。あるいは、実際に、従業

員と一緒に営業に回ったりすることで、苦しみを共有するケースもある。 

 

その現場に入って自分で経験をしないと、その苦しみって分からないんですね。（12.5） 

 

製造現場が例えば苦しんでるときに社長が知らないなんてことあっていいのかと。そういうふうに

も思うわけです。そうすると、報告がないの、聞いてないのなんて言ってる場合じゃないんですよ

ね、社長って。報告がない、聞いてないっていうのは社長のアンテナが低いだけの話で、やはり自

分から情報を取らなきゃいけないと思うんです。（59.10） 

 

 現場の想いを理解するというのは、情報収集とはニュアンスが異なる。従業員が苦

労をしていることを理解したい、そのために話しを聴く機会を設けて、足を運ぶ。そ

して、できる限り解決をする。そうすることで、従業員が変わっていくというポジテ

ィブな結果を生み出している。 

 

「気になってること言ってみな」っていったら、ここのトイレは汚いとか。その辺の話から、本当

いろんなこと出たんですよ、1 年目。それ、全部挙げて、やれることは全部やろうと。それが結構、

変わるんですよ、そんなことで。（26.8） 

 

To all the employees. So, I sent out to the employees, I mean, the e-mail to all the employees based on the 

individual round table. So by doing that, of course, the people I talked with are very motivated.（24.6） 

 

雇用の確保 

 従業員の一人一人を尊重するということは、安易なリストラということもない。子

会社の売却の話しが出た時にも、従業員の雇用を守るためにファンドではなく事業会

社がいいと思った（15.18）、自分直下のプロジェクトに通常と異なるプロセスで入社

した社員がプロジェクトの後も戻れるような配慮（27.11）を考えていたインフォーマ
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ントもいた。「経営者っていうのは、なるべくリストラしたくないんですよね。」（4.26）

という言葉からも、個々の従業員を尊重する気持ちが読み取れる。 

 

企業活動を通じて、安定的な雇用確保するっていうことが従業員に対してのコミットメントだし、

できれば働いている人のモチベーションだとか、やりがいだとかっていう、さっきのエンゲージメ

ントを上げていくっていうこと。（30.27） 

 

仕事の能率というものは、一つにはその人の精神のもち方や生活の事情や、職場の空気等によって

左右されるものであるから、これらの点に細心の注意をはらい、相互の信愛と理解のうちに十二分

に働けるように努める。（PHP総研, 1992, 29巻, p.294） 

 

（21）全体のバランスを考慮 

 個々人の尊重と同時に、全体としてのバランスを取ることに配慮する。バランスを

取るとは、登用された人間の影には、選ばれなかった人達もおり、その人達が希望を

失うことがないように、別の動機付けに配慮する。全体的な士気が下がると、組織と

してのバランスも崩れると考えるからである。 

 

実績主義だ、実力主義だっつって、だーっと合理的にやると、そっちがつぶれちゃうと、確かに人

事的にはコストも下がり、優秀な人材がこうなったかもしれないけど、全体のパワーが下がったん

では意味がないねというのが、僕ら、現場やってる人間のとらえ方ですよね。（2.19） 

 

バランスですね。偉くさせられなかった人に対しては、それで、誰かが偉くなって普通はやる気な

くしちゃいますよね。でも、やる気が無くさせないような、何かのご褒美が付いてくるっていう。

最終的な人事管理の最後のポイントって、どこも、役員だろうが、なんだろうが一緒だと思うんで

すけど、大体みんな並らしてみると 7 割ぐらいは、今回の人事良かったなって思ってもらうってい

うのが。100 パーセント良かったって言う人が続出しているところっていうのは必ずその反対で、

ふざけんじゃねえってのがたくさんいるはずなんで。そうすると全体の士気が、バランス失います

からね。（20.10） 
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（22）聞く力 

 人の話しを聞く（聴く）ということは、それに対する心構えと行動が備わることで

実行される。心構えとは、「真摯に聞き入れて、謙虚に誠実に」（22.1）、「柔軟に」

（55.3）、もしくは松下幸之助の有名な言葉にあるような「素直な心」を持って、人

の話しを聴くということである。松下幸之助は、「衆知を集める」という有名なフレ

ーズにあるように、彼は分からないことがあると若手に教えを請うことや、現場を周

って人から話しを聞くことに非常に時間を割いていた。様々な人の意見を聞くことで、

自分自身の考えだけに頼った判断を下し、誤らないためである（PHP 総研, 1991, 4 巻）。

そして、トップリーダーは権力的に組織の中では一番上に君臨するため、部下は意見

を言いにくい状況だが、それを言いやすい、聞いてもらえる場を作るということであ

る。悪いニュースは聞きたくないものであるが、それを早くあげるように、また怒ら

ずに最後まで聞く（14.30）。上司が言ったことで納得がいかないことや、良いアイデ

アが思い浮かんだら、上司に言うように、朝会で伝え(PHP 総研, 1992, 29 巻）、「何か

上の人間が間違ったり、公序良俗に反するようなことがあったときには、ノーと言え

る、そういう雰囲気を」（12.17）作ることで、部下から意見が活発に出るようになる。

それを聞き入れることが、業務の改善、業績の向上へとつながっていく（PHP総研, 1992, 

22 巻）わけである。 

 

若い人も、この今の社長さんって言うのは、下からのストレートな報告を結構聞いてくれるってい

うか、そういうの好きな社長さんだなっていうイメージが少しでも広がれば、そういうところでの

発言もどんどん出てくるようになるし。（20.4） 

 

今までの社長と違って、こうありたいと思っているのは、相談されやすい人であり続けたいと思い

ました。何かあったら相談してもらう。（39.6） 

 

（23）公平な評価 

 経営者が配慮している行動には、公平性の実行がある。インフォーマントの三分の

一近くが、公平性に関わる事柄について言及している。機会は平等に与えるが、評価

は納得が得られるように公平に行う。とりわけ人事の評価と配置に関しては、公平性

の重要性が強調される。不公平な人事は本人のモチベーションを削ぐ（35.15）ことに
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なるので、あるインフォーマントは、評価者である管理者に対する研修が大事なポイ

ントである（31.17）と述べていた。 

  

In any event, fairness is critically important. Otherwise, you would be demotivated.（35.15） 

 

私のフェアはともかくそれも一番ふさわしい人。その場にふさわしい人。・・・一番ふさわしい人を

選びますのでということは、これ絶対にそうでなければ、ただ単にまた一緒になったら、よその会

社がやるみたいに、また失敗の積み重ねになりますよと。（13.2） 

 

まず、評価、査定がフェアであるというのが、まず第一ですよね。それから、チャンスが平等にあ

るいはチャレンジングなあれを与えられてるかと。で、昇格のチャンスと。そういうとこが大事か

なというですね。（56.7） 

 

（24）個々人の働きがい 

 インフォーマント達は、従業員が働きがいを持つために、どのようにモチベーショ

ンを高めるかということに配慮する（16.16, 60.9 他）。あるインフォーマントは、自

身の仕事が企業の仕事や成果に貢献していると実感することで、従業員の生きがいや

満足感につながると考え、数値目標を向上させることが自身のミッションと述べてい

た（21.17）。企業の本当の資産は人の力であり、社員のモチベーション（26.26）だか

らである。 

 

ボトムアップの一人一人が、自分がきょう一日で働いて、こんな貢献をしたっていう、社会とのつ

ながりの中で社会に貢献したっていうのを実感することが、これはものすごい次のパワーになるん

ですね。（42.2） 

 

達成感とか自己実現とか、そういうことに評価をしていこうと。（26.11） 

 

一番大事なのはやっぱり従業員が、あるモチベーションを持ちながら会社を存続させると。（15.3） 
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（25）環境の設定 

 環境の設定とは、従業員が価値を創る場所や環境（7.8）、自己実現ができる前向き

な環境を（41.4）提供することである。前向きな環境には、従業員が誇りに思える社

会的な地位や企業を作ること（1.42, 58.5 他）も含まれる。 

 

その人がやりたいことっていうか、やる気になるっていう、生き生き働けるっていうような環境を

つくったり、テーマをつくったりするのが、会社のマネジメントのポイントだと思うんですね。

（26.27） 

 

人が財産、会社の財産ですから。その人の、私からすると、会社で働ける環境整備だというところ

だと思います。（58.8） 

 

テーマ 5 循環から生まれる成果 

 何をもって成功とするか、成果の指標は何かという問いに対して、インフォーマン

トの多くは、質的な成果を回答した。社会貢献（26.35 他）や従業員や顧客の満足（22.9

他）である。社会に価値を提供することが目的であり、財務的なパフォーマンスは目

標と捉える。そして、持続的な成長を成果と回答したインフォーマントも多い。タス

キを渡す役割を認識しているため、組織の存続が大切だと考える。 

 さらに、ステークホルダー間の循環によって生み出された利益は、社会へ還元する

ことが前提であり、適正に分配することで、ステークホルダー間のバランスを保つ。 

 目的と目標を達成することで、組織が継続し、価値の提供も継続され、循環するリ

ーダーシップとなる。 

 

（26）目的の達成－社会的価値－ 

 本研究のインフォーマント達が信念とする目的は、社会の課題を解決し、価値を提

供することである。その価値を社会や顧客から認められることで、従業員は自身の仕

事の評価として達成感や満足感を得る。 

  

社会からの評価 

 インフォーマントが考える成果の一つが、社会からの評価である。社会の問題を解
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決することを成果とし（13.31）、強い企業より尊敬される企業（5.20）、社会から、

尊敬・信頼・期待される企業になりたいと考えている。 

 

世界中の人々から、その存在を必要とされて期待される企業でありたいなと。（25.7） 

 

I think I said in the early stage, we have to be a strong company. Yeah, but more than that we have to be a 

respected company. So, in the future we do a lot of good things for the society and we have to be a respected 

company.（5.20） 

 

会社っていうのは、私は、社会から信頼され、尊敬される、そういう企業になろうと。で、その上

で強い企業になるんだ。強い企業っていうのは利益だけを求めるんでなくて、社会貢献をしながら

やっていくんです。そのために社会から信頼され、尊敬されなきゃいけないんだと。その上で、利

益が出るような強い企業になろう。（12.24） 

 

従業員満足 

 一番重要なステークホルダーが誰かという質問に、断トツはないが、あえてと言え

ば、従業員（3.17, 23：16 他）もしくは、企業のトップという立場上の回答とは別に個

人として従業員と答えるトップリーダー（3.17）がいるように、従業員を大事と考え

ている。社員の幸福を経営理念に掲げている企業も多くみられる。したがって、従業

員が喜びながら（43.7）あるいは誇りを持って働く（58.7）ことで、従業員の満足を高

めないと何も成し得ないとインフォーマントは強調している。 

 

ES というか従業員の満足度をどうしっかり向上してくかってところが、一番重要だと思います。

（22.9） 

 

ぜひ、自分がおやじだったら、ああいう会社に自分の子どもが勤めてほしいなとか、そういう会社

にしたいですね。（40.26） 

 

離職率、目標はゼロですよね、本当はね。それぞれの能力発揮してもらって、生きがいを持って働

いてほしいなと思います。これ夢みたいな話だけどもね。（33.16） 
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社員の働きがい。これがないとその上に何も成し得ないというふうに思っていますので。（47.9） 

 

顧客満足 

 自分達の生み出した価値を直接評価するのは顧客であり、その評価の結果が利益に

結び付く循環の当事者である顧客の満足を、インフォーマントは重要視している。顧

客とは、自社の商品を販売してくれる販売店も含む（47.9）。 

 

私たちが今成果として達成したいと思っているのは、やっぱりお客さまにいかに私どもの製品を選

んでいただけるかということかなと思っていて。それは何で出てくるかっていうと、通信簿はシェ

アですしボリュームになりますかねグローバルに。そういうようなところをしっかりと伸ばしてい

きたいのがあって。お客さんにまず選んでいただけるっていうことからわれわれのビジネスの全て

が回っていくので、お客さまに選ばれなくなったら社会的に存在価値がなくなってしまいますから。

（19.27） 

 

レピュテーションだとかね。顧客でありマーケットであり、あるいは社会からもそうかもしれない

けれども、XX（会社名）ってすごい人たちが集まっているなと。なんかものすごいことやっている

なということを思ってもらえれば、客からの信用もあるんだろうし、新しい優秀な人たちも引き寄

せられてくるだろうし、グローバルな人たちも来てくれるだろうしね。（18.28） 

 

（27）目標の達成－経済的価値－ 

 本研究のインフォーマント達にとって、利益に関する考え方は重要である。営利企

業である以上、経済的価値を作り出すことは必須である。ただし、利益の最大化が目

標ではなく、無理をせずに継続的に成長していくことである。 

 

利益は目標 

 松下幸之助は、「利益を生まないことは許されない」と述べている（PHP 研究所, 1991, 

9 巻）。しかし、「売上と利益っていうのは目標で、だけどそれは結果」であり、創

造した価値が認められた結果の利益と捉える（17.17, 30.9）。 
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利益を何に使うかというのがとても大事だと、本当に今、思ってきていまして。利益を目的にして

はいけないと、つくづく思っています。ただ、利益がないと社員にも還元できないし、次の投資も

できませんので、利益はとても大事です。成長の手段としての利益はとても大事です。（39.24） 

 

強い企業っていうのは利益だけを求めるんでなくて、社会貢献をしながらやっていくんです。その

ために社会から信頼され、尊敬されなきゃいけないんだと。その上で、利益が出るような強い企業

になろう。（12.24） 

 

私はそんなにこだわってないです。それも株主にそうやって言ってます。この組織は売り上げや利

益では勝負しませんっていう。株主に説明して。（52.3） 

 

 利益をあげることが目標であり、目的ではないので、株主のために利益をあげると

いう考えは存在せず、株主が一番重要なステークホルダーという発想もない。 

  

誰が大事とかいうことは、考えたことがないんじゃないですか。株主大事とは思わないですよね。

（17.11） 

 

やっぱり株主だけじゃないなんていうのは当たり前の話じゃないですか。株主一番大事だと言われ

る会社もあるかもしれないけど。株主さん、もちろん大事ですよ。だけど株主さんだけじゃなくて、

従業員大事だし、お取引先さん、お客さまは全部大事。（33.12） 

 

継続的な成長 

 インフォーマント達の多くは、継続的もしくは持続的な成長が重要だと述べている。 

経営は継続しているので、「急成長はしなくていいから徐々に成長していく」（8.7）、

「意図して急に成長しようと思うと、どこかで無理がくる」（39.23）ことを心配して

いる。 

 

会社が継続的に長生きするためには、徐々にどんな成長でもいいから、ある程度成長していかない

と。恐らくある程度、売り上げが伸びていかないと、成長できないのですよね。（4.37） 
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私たちが 2025 年に向けてありたい姿っていうのを設定していまして。ありたい姿として出してるの

が、持続的に成長できるっていうことなんです。一つは。企業として。（57.5） 

 

（28）ステークホルダー循環－分かち合う－ 

 本研究のインフォーマント達が、利益を創出するプロセスとして挙げる考え方は、

ステークホルダーによる循環である。「サービスのレベルを上げて、従業員もハッピー

に、毎日笑顔で仕事ができて、そこからするとお客さまもハッピーになって、顧客満足度

が上がって、それが売り上げにつながっていくっていう、一つの過程」（22.3）と捉える。 

 

未来を見据えながら従業員、顧客、そして社会取引先をしっかりウィンウィン構造にしていく結果、

株主にリターンが出るんだと思うんですね。（38.3） 

 

僕から言わせると、全てはみんなくっついていると思うんです、最後は。会社が、従業員が、それ

なりのやる気を出していかないと、いいものも作れないだろうし、生産性も上がらないだろうし、

お客さまにとって魅力のあるものも開発できないだろうし。それがあれすれば、お客さまに認めら

れて、その価値に対して対価としての売り上げになって、利益になる。この活動を通じて、取引先

には原料調達だとか、作業の下請けだとか、輸送だとかって、ある意味でそういうところでの貢献

ができるでしょうし。何だか全部、別々のようにみんな言うんだけど、実は、それが一緒な、結果

だよね。だから最終的に、例えば株主の利益を最大にするんだ、じゃあどうやってやるんですかっ

て下りてきたら、うまく会社がもうかるっていうことでしょう。会社がもうかるにはどうすればい

いんですかって、売り上げが増えて、コストを下げて。じゃあそれはどうやってやるんですか、従

業員がコストダウン計画を作ったり、あるいは開発でいいものを作っているっていうように、つな

がっていくはずなんですよ。（30.25） 

  

利益の適切な分配 

 ステークホルダーによる循環の結果生まれた利益は、ステークホルダー間で適切に

配分する。株主への配分に関しては、短期視点の株主への利益は重要視していない

（50.7, 51.5 他）。 

  

社会から信頼され、尊敬される企業として、そこで営む事業が常に社会に貢献していて、そこから
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健全な利益を上げ、その健全な利益をステークホルダーに適正に配分していく。（21.18） 

 

従業員の犠牲のうえに投資家や株主の利益ということはあり得ず、地域社会の利益に

も当然つながる（29.15）利益であり、ステークホルダーの中のバランスで決まってい

く（23.14）という考えが前提になる。 

 

 利益の配分に関して、創業者達は更なる想いがある。松下幸之助しかり、インタビ

ューをしたインフォーマントのうちの創業者は、同様に、同業者に対して利益の独り

占めは駄目と述べている。 

 

みんな嫉妬だと思うんですよ、同業者から。僕は学んだのは、おいしい鯛は、頭としっぽは同業者

に分かちあうべきだと。だから今 Amazon とかもみんなも、見ればすごいですよ。でもね、ベスト

セラーになっても、ロングセラーになるかどうかは分からない。リーダーたる者は、ベストセラー

になって 1 兆円、2 兆円になっても、ロングセラーでなければならないと思うんです。（32.2） 

 

自分がきょう一日働いて、こんな貢献をしたっていう、社会とのつながりの中で社会に貢献したっ

ていうのを実感することが、ものすごい次のパワーになる。（42.2） 

 

社会活動 

 利益の配分先には、社会も含まれる。税金によって社会に還元し、その上で、社会

貢献活動を行う。「社会の人を擁して、そして社会の金を使うて事業をする」（PHP 総

研, 1991, 6 巻, p.183）ならば、社会に返さなくはいけない、それを分かってできない人

は適正がないと松下幸之助は断言している。 

 

最終の私の目標は、会社が利益を上げることはもちろんなんですけども、どうやってその利益を社

会還元をさせることができるのかどうか。社会貢献活動だと思っているんです。もちろん、利益上

げなきゃ社会貢献できませんけども、社会貢献をどうやってやっていくことができるのかどうかっ

ていうことが私は大変重要なことだろうと思っていまして。（12.23） 
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6.2 ストーリーラインの作成 

 Strauss & Corbin版及びStrauss & Glaser版グラウンデッド・セオリーでは、理論的統

合（theoretical integration）の手段としてストーリーラインが使用される。ストーリー

ラインを作成することで、「カテゴリー同士を繋ぎ、理論的命題の推論としての集合体

を生み出すストーリーを構築する」（Chun Tie, Birks, & Francis, 2019, p.6）ことが可能と

なる。Charmazの手法では、ストーリーラインを構築せずに、コーディング分析後、メ

モ書きを用いて論文作成に着手するが、カテゴリー間の関係性を明確にし、確認をす

る意味でも有益であるため、分析結果によって抽出された28個のカテゴリーを用いて

ストーリーラインを構築する。ストーリーラインが構築された後にカテゴリー間の関

係を示した概念的フレームワークを提示する（図表6-3）。 

 

 社会と人にフォーカスしたリーダーシップは、「社会における企業の存在意義」を

「省察」することから始まる。企業は、社会の公器として「社会の課題解決」をし、

「社会に対して継続的価値の提供」を行なうことが使命であるという信念を持つ。そ

して、「社会に対して継続的価値の提供」の実現に向けて、価値を創造してくれる「従

業員の幸福」が大事と考える。また、「社会における企業の存在意義」という立場から、

「ステークホルダー間のバランス」を重要視している。しかし、事業を行う以上、社

会的価値の創造だけではなく、「利益は必須」という強い信念を持っている。これらの

信念に基づき、社会と人にフォーカスしたリーダーは「経営理念の構築・継承」を行

なう。「社会に対して継続的価値の提供」を行なう組織における社会と人にフォーカ

スしたリーダーは、「タスキをつなぐ役割の認識」を持っている。組織を継続させるた

めに、「将来を見据えた決断」をし、「経営は環境適応」と捉え、様々な布石を打つ。

経営者自身の「見識の拡大」は、「将来を見据えた決断」のインプットとなる。長期的

視点での「外部との関係性構築」を図ることは、「後継者にバトンを渡す準備」でもあ

る。組織の継続において、「倫理の徹底」も社会と人にフォーカスしたリーダーが注力

する要素と言える。次に、社会と人にフォーカスしたリーダーは、「経営理念の構築・

継承」と「将来を見据えた決断」に基づき、「ビジョン・戦略の策定」を行い、全従業

員に向けて「方向性の発信・腹落ち」に力を注ぐ。同時に「数字の意識」も重要な社

会と人にフォーカスしたリーダーの行動である。企業である以上、利益をあげること

は、「社会における企業の存在意義」及び組織の継続性という観点からも必須である。
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人格の形成と自主性の確立に向けた「人の育成」及び従業員がいきいきと働くことが

できる「環境の設定」は、リーダーの使命でもある。「個々人の存在意義の尊重」、「全

体のバランスを考慮」そして「公平な評価」は、人としての個の尊重を示す行動であ

る。「個々人の働きがい」が見えるようにすることで、従業員は自身の仕事と社会との

つながりを実感し、モチベーションを高める。さらに、社会と人にフォーカスしたリ

ーダーの「聞く力」は、衆知を集めるだけではなく、「倫理の徹底」や従業員のモチベ

ーション向上に役立つ。従業員がパフォーマンスを高め、「社会の課題解決」を成し

遂げることで、提供した価値が社会に認められ、「目標の達成－利益の確保－」が可

能となる。そもそも、社会と人にフォーカスしたリーダーの考える成果は、財務的な

指標ではなく、社会からの信頼・尊敬、従業員及び顧客の満足させる「目的の達成－

ステークホルダーの満足－」である。従業員が活き活きと働くことによって、そこか

ら生まれる製品なりサービスにお客さんが満足し、売上と利益が得られ、その利益を

スクホルダー間で適正に配分するという「ステークホルダー循環」が根本的な考えと

して存在する。「目的の達成－社会的価値－」と「目標の達成－経済的価値－」の両

方を実現することで、「社会における企業の存在意義」が果たされる。そして、「社会

に対して継続的価値の提供」を行なうために、社会と人にフォーカスしたリーダーは

タスキをつなぎ続け、組織が継続していくのである。 
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図表6-3 概念的フレームワーク 

 

 

出所：筆者作成

継続性
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経営は環境適応
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見識の拡大 循環から生まれる成果
倫理の徹底

後継者にバトンを渡す準備 目的の達成－社会的価値－
社会的使命の経営哲学－理念の存在－ 社会からの評価

従業員満足
省察 顧客満足

方向性の浸透

社会における企業の存在意義 従業員の幸福：内因的
社会の課題解決 ビジョン・戦略の策定 目標の達成－経済的価値－

社会に対して継続的価値の提供 方向性の発信と腹落ち 利益は目標 従業員の幸福：外因的

従業員の幸福 数字の意識 継続的な成長
ステークホルダー間のバランス

利益は必須
ステークホルダー循環－分かち合う－

経営理念の構築・継承 内発的動機付け行動 利益の適切な配分
社会活動

人の育成

個々人の存在意義の尊重
全体のバランスを考慮

聞く力
公平な評価

個々人の働きがい
環境の設定
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6.3 カテゴリー間の関係性の確認 

 経営者と組織のパフォーマンスの関係性については、経営者の認知プロセス、価値

観、個人的な特性そして倫理的行動規範(Hambrick & Mason, 1984)に基づく戦略の決定

により、組織のパフォーマンスに影響を与えることを議論しているアッパー・エシュ

ロン理論が、代表的な理論の一つである。その後の研究の知見の蓄積により、経営者

が戦略決定の選択、組織構成の選択そして自らの行動を通して組織のパフォーマンス

に影響を与えることは、研究者の認識するところである（Quigley & Hambrick, 2015）。

本研究のリーダーシップでは、社会的使命を果たすための公器としての存在、従業員

の幸福そして社会への利益還元を信念とする経営者が取る行動を通じて、組織のパフ

ォーマンスに影響を与えると考えられる。 

 清水（2000a, p.107）が、「社長のリーダーシップの出発点は、まず社長の哲学である」

と述べているとおり、本研究の経営者のリーダーシップも原点は、経営者の経営哲学、

理念である。そして、経営者の信念を社内外に理解されるために明文化したものが経

営理念であり、本研究のコアとなるカテゴリーである。清水（1996）は、Barnard の言

葉を借りて、「組織の存続は、それを支配している道徳性の高さに比例する。すなわち、

予見、長期目的、高遠な理想こそ協働が持続する基盤である。そして高い道徳性、高

い理想に基づいた強力なトップの信念が従業員の欲求や社会的環境の要請と一致し経

営理念になる。」（Barnard, 1968, p.85）と指摘している。そして、経営理念には、社会

やステークホルダーとの信頼を形成し，経営価値と社会価値を一致させることで組織

を存続させる環境適合機能がある（奥村，1994）。一方、Schein (1985)は、企業の成長

を確かなものにしていくためには、環境に適応していくことであり、それには組織の

存続が必要である。企業のメンバー同士の仕事の効率化を図り、内部の秩序を保つこ

とである。環境の不安定と複雑さに企業が立ち向かい、社員を効率的に順応させる手

助けをするのが企業文化だと明言している。日本企業にとっての企業文化の役割は、

倫理観を醸成し、企業としての社会的な使命という不変の価値観を保持するための基

盤と言える。 

 本研究のインフォーマントは、企業の存在意義は社会に継続的な価値提供を行なう

ことを目的としており、組織の継続性を強く主張している。社会の課題解決をするこ

とで社会との信頼関係を構築し、社会に継続的な価値提供を行なうことは、道徳的か

つ長期的な視点であり、組織の継続性との関連が支持される。Fu & Liu (2009, p.18)
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は、「長寿企業は、明快な目的があり、常にその目的に忠実であり、ただお金を稼ぐこ

とだけを目的としていない」と言及している。また、道徳に関しては、企業のパフォ

ーマンスと非常に関連性が深いと何人かの研究者は述べている（Horvath, 1995; Walton, 

2001）。本研究のインフォーマントは、組織の直接の成果を利益としておらず、利益

は社会への価値提供の結果と考えている。高い道徳性を持った目的、組織の継続性そ

して社会的使命の遂行による企業のパフォーマンスには、関係性があると考えられる。 

 経営理念のもう一つの機能が、従業員の動機付けと統合・一体感を高める内部統合

機能（鳥羽・浅野, 1984; 中川, 1981）である。動機付け機能は，組織成員に組織の方

向性や行動の拠り所となるものを示すことで職務への取り組みを動機づける機能であ

り、成員の統合機能は，組織内に共通の価値観を持つことで一体感を醸成し，相互の

信頼関係をつくりだす（廣川・芳賀, 2015）。そして、リーダーシップの定義は統一さ

れていないが、Northouse（2019, p.43）によると、「リーダーシップは、共通の目的を

達成するために、個人がグループのメンバーに影響を与えるプロセスである」。本研究

のインフォーマントが述べたように、従業員に方向性を示すことがリーダーシップと

して重要であり、経営理念をそのツールとして活用していることは納得がいく。 

 経営理念がある企業の方が、ROA と従業員１人当たり賃金がない企業よりも有意に

高い（久保・広田・宮島, 2005）とする研究結果もあるが、経営理念の内容と業績の

関係に関する実証研究も存在する。小田・三橋（2010）は、“社会貢献”を含む経営理

念の企業はパフォーマンスが一番低い結果である一方、北島・上村（2014）の研究結

果はその逆である。株主重視か，従業員のやりがい重視かという視点での研究結果で

は、株主のみに言及している企業群は業績が低い結果（飛田, 2010）を示している。

しかし、これらの実証研究では、経営理念の浸透度が考慮されていない。本研究のイ

ンフォーマントが非常に苦労している点は、経営理念のみならず、ビジョンや戦略を

含む方向性を従業員に腹落ちさせ、自発的に行動させるところまで持っていくことで

ある。価値創造の主役である従業員が納得していなければ、価値の提供が困難であり、

最終的な業績にも結び付かない。経営理念は、Schein（1985）の文化レベルのモデルで

は、第二レベルの「信奉しうる価値観」にあたる。これは、第一レベルのアーティフ

ァクトである行動およびその他のアーティファクトと一致する場合としない場合があ

ると定義づけられているように、組織のメンバーに完全には浸透がしていない状況で

もある。経営者が腹落ちさせるところまで、労力を使うのは、従業員を第三レベルの
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「基本的・基礎的な前提」である無意識に行動ができるレベルまでもっていくためで

ある。経営理念の浸透が組織における個人の心理・行動に及ぼす影響についての実証

研究はあまり存在しない。統一した尺度も無く、個人の心理面にも関わってくるため、

検証が容易ではない（廣川・芳賀, 2015）。しかし、先行研究をレビューした結果、廣

川・芳賀（2015, p.82）は、「経営理念の浸透が，組織成員の内発的モチベーションや

アイデンティティに影響を与え，組織行動が生起し，組織もしくは個人の成果につな

がることが推測される」と述べている。浸透したと実感した本研究のインフォーマン

トは、やりがい等の項目が入ったエンゲージメントサーベイを海外含む全従業員に実

施したところ、全世界の大企業エンゲージメントサーベイを実施しているコンサルタ

ント会社が驚くほど数値が上がったと言及している。経営理念が従業員の動機付けの

一つであり、従業員満足に繋がっていることを示している。社会的使命の目的を含む

経営理念は、組織のメンバーへの浸透度が高いほど、組織のパフォーマンスと従業員

の満足度が高くなると予測される。 

 方向性の浸透は、経営理念だけではなく、ビジョンや戦略の浸透も含まれる。Levin

（2000）は、組織の価値観や理想、つまり経営理念はビジョンの重要な土台であり、

反映がされ、一致していなくてはならないとビジョンの定義をしている。また、良い

ビジョンは、使命を前進させ、戦略や目標が経営理念に厳密に従って成功裏に達成す

るための将来の世界を描くものであると述べている。本研究のインフォーマントの発

言からも、経営理念に基づきビジョンや戦略が構築されており、これらの関係性が明

晰である。 

 ビジョンの作成は、変革型リーダーシップやスピリチュアル・リーダーシップとい

った既存のリーダーシップでも定義されているリーダーシップ行動である。ビジョン

は従業員を方向づけ、動機付けるために重要である (Bass & Avolio 1994; Levin, 2000)。

Fry（2003）は、リーダーがフォロワーの仕事が組織のパフォーマンスとビジョンにど

のように関係するのかを教えることで、彼らが進む方向性を示すことが可能になると

言及している。 

 経営者は、組織の継続性のために、自分がタスキを渡す役割と認識することが、想

像するリーダーシップの2つ目の出発点である。経営者は、組織の継続性のために様々

な取り組みを行なう。 

 インフォーマントが述べたように、倫理観は継続性にとって重要である。倫理観問
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題が一つあっただけでも会社は潰れてしまう。倫理的リーダーシップの実証研究では、

フォロワーの間違った行動を抑制するリーダーの行動が明らかになっている。リーダ

ーが明確な規定を提示し、間違えを指摘することを奨励することで、不正の報告を行

なう傾向が強くなる（Bhal & Dadhich, 2011）。フォロワーに指導するだけでなく、リー

ダー自身も倫理的な行動を取ることで、フォロワーは倫理に反するような行動を取る

ことが少なくなる（Avey, Palanski, & Walumbwa, 2011; Neves & Story, 2015）。トップリ

ーダーの行動が、組織内のメンバーの不正な行動を制御することにより、組織の継続

性を倫理的な問題から守ることができる。 

 リーダーの倫理的な行動は、個人と組織レベルにおける結果にも関連性がある。従

業員の仕事に対する満足度（Avey, Wernsing, & Palanski, 2012; Yang, 2014）や人生の満

足感（Yang, 2014）が高まる。そして、トップマネジメントが倫理的なリーダーである

場合、組織のパフォーマンスの向上を検証した実証研究も存在する（Eisenbeiss, Van 

Knippenberg, & Fahrbach, 2015; Shin, Sung, Choi, & Kim, 2015; Walumbwa, Morrison, & 

Christensen, 2012)。 

 戦略的リーダーの役割の一つが、外部ステークホルダーとの関係性の構築である

（Samimi et al., 2020）。外部へのリーダーシップ行動は、企業の名声の促進(Carter, 

2006)やメディアとの関係性によりネガティブ情報の流出軽減（Westphal, Park, 

McDonald, & Hayward, 2012)という戦略的な利点をもたらすとされているが、研究はま

だあまりされていない（Samimi et al., 2020）。本研究のインフォーマントの発言からは、

情報収集の意味合いもあるが、長期的な信頼関係を築くことを念頭に置いており、人

を軸とした関係性の構築である。 

 本研究のインフォーマント達が、継続性の行動の一つである組織の内外で見識を広

めることと組織の成果との関係性は、CEO の特徴が組織のパフォーマンスに関係があ

るとするアッパー・エシュロン理論（Hambrick & Mason, 1984）により担保される。人

と組織の認知には限界があることから、トップリーダーは社外において見識を深める

ことで、戦略構築のインプットとなり得る。組織が環境にどのように適応すればよい

のかトップリーダーは感度を高めることで、事業の成功確率も上昇する。Hart & Quinn

（1993）は、組織の内外で情報を集めることは、ビジネスパフォーマンスと組織の効

率化に強い関連性があることを検証している。一方、組織内における情報収集、とり

わけ現場で何が起きているのかについて知ることは、フォロワーがついてくるかどう
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かに関わっている。インフォーマントの一人が述べたように、現場を知らないリーダ

ーには部下がついてこない。しかし、この点は日本というコンテクストが関係してい

る可能性も示唆される。マネジャーの仕事に関する質問にすぐに正しい回答を求める

割合は、日本人が 78％、対して米国人は 18％（Adler, 1991）とする調査もある。 

 4つ目のテーマは、人間の内面に根ざした行動である。Sarros, Gray, & Densten（2002）

は、良いリーダーは、人を動機づけることであり、人間行動の生徒となり、人間行動

について若干理解をすべきだと述べている。納得性のあるコミュニケーションは、リ

ーダーシッププロセスの重要な要素である（Bass, 1990; Yukl, 1998）ように、本研究の

インフォーマント達は、人はどのようにすれば納得するのか、自発的に行動させるに

はどうすればよいのかを考えて行動をしている。さらに、松下幸之助や稲盛和夫は、

人間道と呼び人間の本質の理解を探求している。その結果、従業員の潜在能力を引き

出し、内面性を磨く育成、聞く力、全従業員への公平性そして一人一人を個として扱

う配慮の行動として現われている。 

 Burns (1978)によると、フォロワーの内発的な価値観を活発にすることで、リーダ

ーは、インセンティブが無くても、フォロワーがリーダーに付いていきたいという欲

求を植え付けることができると議論している。そして、内発的動機付けは、創造性を

高める要素の一つと捉えられている（Amabile, 1983, 1998; Amabile, Conti, Coon, Lazenby, 

& Herron, 1996; Amabile, Schatzel, Moneta, & Kramer, 2004; Tierney, Farmer, & Graen, 

1999）。実証研究でも、従業員が内発的に動機付けをされる場合、創造的なパフォー

マンスがより高まることが示されている（Jaussi & Dionne, 2003; Shin & Zhou, 2003)。

本研究の経営者は社会への価値提供を目的としており、従業員に価値を創造させるこ

とが重要なリーダーシップである。これらの先行研究から、インフォーマントの内発

的動機付けを促進する行動は従業員の創造性を促進することが支持される。 

 従業員を一人一人個々の存在として扱うことも、内発的動機付けである。リーダー

がフォロワーを個々に配慮することは、従業員の仕事の満足度を向上させる（Snell, Yi, 

& Chak, 2013)と、変革型リーダーシップを構成する要素の一つである個別的配慮

（Individualized consideration）の研究で明らかにされている。個別的配慮は、フォロワ

ー間における所属や団結の感情を創出し、組織市民行動（organizational citizenship 

behaviors）といった社会性のある行動へのエンゲージメントを高めるとする議論もあ

る (Podsakoff, MacKenzie, Moorman, & Fetter, 1990; Van Knippenberg, B., & Van 

https://scholar.google.co.jp/citations?user=HnJEZq4AAAAJ&hl=ja&scioq=Jaussi+and+Dionne,+2003&oi=sra
https://scholar.google.co.jp/citations?user=DAGGmNMAAAAJ&hl=ja&scioq=Jaussi+and+Dionne,+2003&oi=sra
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/full/10.1002/job.1833?casa_token=VIH7j7Ds3acAAAAA%3Ae-IF5lFWcoMiZUYJYuFeTu1ZvdVM3HOaz_7WvLuTOraAbDXYqLmoFDZH_2ZxeibWwxeKjp9G9364Dg#job1833-bib-0044
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Knippenberg, D., 2005)。また、個別的配慮は、リーダーに対する信頼と満足感を醸成す

る（Podsakoff et al., 1990)とされている。個別的配慮は、認識と奨励が与えられること

で、フォロワーにとって褒美としての役割を果たしている(Avolio & Bass, 1995)。 

 さらに、Ko, Ma, Bartnik, Haney, & Kang（2018)は、変革型リーダーと倫理的リーダ

ーは、フォロワーの話しを聞き、そして尊敬、配慮と公平性を示すことによって、社

会性のある行動を取り、リーダーの恩義に報いようとする傾向が強くなると議論して

いる。これは、社会的交換理論 (social exchange theory) に基づいた見解である。本研

究のインフォーマントが工場の従業員にも名刺を配ったことで、率先して改革に参画

した例が当てはまる。これは、Maslow（1943）の欲求階層理論（hierarchy of needs）の

4階層の承認欲求でも説明が可能な内発的動機付けと言える。Eva et al.（2019）は、フ

ォロワーの成長と育成にフォーカスするリーダーの行動も、フォロワーのコミットメ

ント (Ling, Liu, & Wu, 2017) や組織市民行動 (Newman, Schwarz, Cooper, & Sendjaya, 

2017) を促進すると述べている。 

 リーダーは、仕事の意味を形にすることや、影響を与えるという重要な役割を持っ

ていることで、組織の使命や目的をフォロワーの欲求に結びつけることが可能である

（Rosso, Dekas, & Wrzesniewski, 2010）。金銭でない要因が、モチベーションや生産性に

対して潜在的に重要であるということは多くの実証によって示されている（Cassar &  

Meier, 2018）。社会性のあるインセンティブを与えた場合、賞金が低い場合という条件

において、通常のインセンティブより高いパファーマンスにつながる（Charness, 

Cobo-Reyes & Sánchez, 2016; Imas, 2014)という結果が示されている。経営者が、従業員

の仕事が社会に貢献していることを示す行動は、報酬が一定の満足感を得ている場合

には、仕事の意味を重要視する内発的動機付けに結びつくと考えられる。 

 

6.4 理論的概念の条件 

 前項では、本研究のリーダーシップがどのように機能するのかカテゴリー間の関係

を中心に説明を行った。本項では、理論的概念の機能を説明する条件について述べる。

社会と人にフォーカスするリーダーシップは、2 つの特徴的な行動が見られる。過去

を引継ぎ、先を見据えて考える行動と、分かち合う行動である。過去を引継ぎ、先を

見据える行動とは、「経営理念の構築・継承」、「タスキをつなぐ役割の認識」、「将来を

見据えた決断」、「見識の拡大」、「後継者にバトンを渡す準備」である。一方、分かち

https://onlinelibrary.wiley.com/doi/full/10.1002/job.1833?casa_token=VIH7j7Ds3acAAAAA%3Ae-IF5lFWcoMiZUYJYuFeTu1ZvdVM3HOaz_7WvLuTOraAbDXYqLmoFDZH_2ZxeibWwxeKjp9G9364Dg#job1833-bib-0035
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合う行動とは、「ステークホルダー間のバランス」、「全体のバランスを考慮」、「ステー

クホルダー循環－分かち合う－」である。先を見透えて将来のことを考えることは想

像することに他ならない。比較認知科学に依拠し、人間と他の霊長類との比較による

松沢（Matsuzawa, 2009; 松沢, 2018）の研究結果によると、人間は想像する力があるこ

とが異なる。想像することができることで、現在だけではなく、将来を想像すること

が可能となる。そして、想像する力は、他人についても想像が及ぶ。よって、他人の

心を想像することで、他人を思いやり、分かち合う行動につながるのではないかと松

沢（2018）は述べている。本研究の経営者達の行動は、過去、現在を経て、未来を想

像し、後世を思いやることが継続性に繋がっている。ステークホルダー間の分配は、

社会を想像し、思いやることによる分かち合いである。本研究のリーダーシップは、

人間性に忠実なことで可能となる“想像するリーダーシップ”と言える（以下、本研

究の新しいリーダーシップを想像するリーダーシップと呼ぶ）。 
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第7章 考察と結論 

 

 本章では、最初に、どのように本研究の目的が果たされたのか総括を交えて説明を

行い、リサーチ・クエスチョンに対する答えを示す。次に、既存のリーダーシップ理

論との比較による考察を行い、リーダーシップ研究における理論的貢献、実践的貢献

について述べる。最後に、本研究の課題と今後の展望について言及する。 

  

7.1 本研究の総括 

 本研究のリサーチ・クエスチョンは、社会との関係性を尊重するビジネスリーダー

はどのような信念を持ち、どのようにリーダーシップとして機能させているのかであ

った。ビジネスリーダーの持論を分析することで、5つのテーマで構成された概念的フ

レームワークが構築された。この概念的フレームワークは、「社会的使命の経営哲学」

を掲げ、「継続性」、「方向性の浸透」、「内発的動機付け行動」により社会価値及

び経済価値の「循環から生まれる成果」を達成するリーダーシップのプロセスを示し

ている。 

 最初に、経営者の信念及び価値観が反映された経営理念について予備調査を実施し

た。これは、日本企業の経営者が本研究の課題に答えるためのデータ対象として妥当

であるか検証するためである。先行研究によると、日本企業のマネジメント（日本的

経営）は企業間の長期的な取引関係の構築（伊丹, 1987; 渡辺, 2015）を行い、組織外

のステークホルダー、あるいはより広い範囲で捉えた社会に対して責任を果たす経営

アプローチであり、経営者もその信念を保持していると実証研究（Witt & Stahl, 2016）

でも明らかにされている。日本企業と米国企業の経営理念を比較分析した結果、日本

企業の経営理念は、「社会貢献」を掲げた企業が調査対象企業の 80％に上り、「株主へ

の貢献」は 12％であった。社会貢献という標語以外にも、社会に対しての配慮が見ら

れる用語が多く使用されていた。例えば、社会や地球規模の「環境や健康」、社会や商

品に対する「安全」、「持続的成長（社会の持続的な発展に寄与）」、「企業価値向上（地

球社会にとって存在意義のある企業）」、社会及び世界から「信頼」を得る企業である。

ステークホルダーに関しては、顧客からの信頼を得る、そして共に成長、発展してい

くという姿勢が見られ、従業員に対しても質的な要素である「従業員の幸福」に言及

しており、従業員にパフォーマンスを期待する記述は見られなかった。一方、米国企
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業の経営理念は、「Customer Value（顧客満足）」を明示的に記載している企業が調査対

象企業の 69％に上った。しかし、日本企業の顧客に対する標語とは異なり、企業から

顧客に対して一方向で発信される用語で占められていた。また、パフォーマンスに関

する言葉が多く使われている点も米国企業の経営理念の特徴である。これは、組織の

パフォーマンスだけではなく、従業員の評価に言及するものも含まれていた。そして、

「Shareholder Value」と明言をしている割合は、21％であった。以上の結果から、日本

企業は米国企業の経営理念とは異なり、社会における企業の位置付け、顧客との共生、

そして従業員への配慮に言及した経営理念を謳っている。経営理念は経営者の価値観

を反映することから、日本人経営者を本研究の対象とすることは妥当であるという結

論に達した。 

 そこで、第5章と第6章で、グラウンデッド・セオリー・アプローチに基づき、日本

企業の現代のトップリーダー60名のインタビューと歴史に名を残す突出した経営者で

ある松下幸之助と稲盛和夫のケースデータを分析することで、28個の概念を抽出し

た：（1）省察、（2）社会における企業の存在意義、（3）社会の課題解決、（4）社

会に対して継続的価値の提供、（5）従業員の幸福、（6）ステークホルダー間のバラ

ンス、（7）利益は必須、（8）経営理念の構築・継承、（9）タスキをつなぐ役割の認

識、（10）将来を見据えた決断、（11）経営は環境適応、（12）外部との関係性構築、

（13）見識の拡大、（14）倫理の徹底、（15）後継者にバトンを渡す準備、（16）ビ

ジョン・戦略の策定、（17）方向性の発信と腹落ち、（18）数字の意識、（19）人の

育成、（20）個々人の存在意義の尊重、（21）全体のバランスを考慮、（22）聞く力、

（23）公平な評価、（24）個々人の働きがい、（25）環境の設定、（26）目的の達成

－社会的価値－、（27）目標の達成－経済的価値－、（28）ステークホルダー循環－

分かち合う－。 

 そして、28個の概念を5つのテーマに集約し、関係性を分析することで、リーダーシ

ップのプロセスが明らかとなった。5つのテーマとは（1）社会的使命の経営哲学－理

念の存在－、（2）継続性、（3）方向性の浸透、（4） 内発的動機付け行動、（5）循

環から生まれる成果である。社会との関係性を尊重するリーダーシッププロセスは、

まず、ビジネスリーダーが企業の社会的使命を認識する価値判断が起点となる。社会

の課題を解決し、社会に継続的な価値提供をしていくことが企業の存在意義と考え、

それを経営理念として標榜することにより価値観が共有され、組織が継続していく素
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地を築くのである。これを土台にビジネスリーダーは、組織の歴史の流れにおける自

分の役割を把握し、次の後継者へバトンを渡すために社会的及び経済的価値を生み出

す行動を取る。一方、従業員に対しては、社会的価値と経済的価値の方向性を浸透さ

せ、人間理解力に基づいた個々人の尊重と公平性に配慮した全体のバランスを取るこ

とで内発的な動機を誘引し、価値の創造を促進する。これらの結果、社会的価値の創

出から経済的価値が発生し、それにより生み出された利益はステークホルダー間で適

正に分配されることにより社会と従業員からの評価と満足を得る。そして、企業の社

会における存在意義を謳った経営理念を後継者が共感し、継続することで循環するリ

ーダーシッププロセスである。 

 さらに、28個の概念から2つの特徴的な行動を見出すことにより、社会との関係性を

尊重するリーダーシップが機能する理論的概念の条件が明らかになった。「経営理念の

構築・継承」、「タスキをつなぐ役割の認識」、「将来を見据えた決断」、「見識の拡大」、

「後継者にバトンを渡す準備」という“先を見据えて行動”すること、そして「ステ

ークホルダー間のバランス」、「全体のバランスを考慮」、「ステークホルダー循環－分

かち合う－」という“分かち合う行動”である。人間は他の霊長類と異なり、想像す

る力がある（松沢, 2018）。過去、現在を経て、未来を想像し、後世を思いやることが

継続性に繋がっている。ステークホルダー間の分配は、社会を想像し、思いやること

による分かち合いである。本研究のリーダーシップは、人間性に忠実なことで可能と

なり得る“想像するリーダーシップ”であることが明らかになった。 

 

7.2 本研究の知見の考察 

 従来のリーダーシップ研究においては、社会との関係性がリーダーシッププロセス

としてどのように機能するのかということは明らかにされてこなかった。本研究では、

ビジネスリーダーの持論を分析することで、実証的に5つのテーマで構成された概念的

フレームワークを構築した。概念的フレームワークは、「社会的使命の経営哲学」を

掲げ、「継続性」、「方向性の浸透」、「内発的動機付け行動」により社会的価値及

び経済的価値の「循環から生まれる成果」を達成するリーダーシッププロセスを示し

ているが、このリーダーシッププロセスは既存のリーダーシップ論とは異なり、リー

ダーシップの“有効性”と“価値判断基準”の両方を内包している。したがって、株

主至上主義に替わる経営者のリーダーシップとは、社会への価値及び公益の創出と
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個々人を尊重するリーダーの価値観を軸とし、人・社会・経済（株主を含む）を総体

的にマネジメントすることで機能する“複雑性モデル”であることを明らかにした点

が本研究の貢献である。以下に、先行研究との比較を交えて本研究の貢献について詳

しく説明する。 

 （1）本研究では、社会との関係性がリーダーシッププロセスとしてどのように機能

するのか、インフォーマントの発言を解釈し、概念的フレームワークに描写すること

で明らかにした。ステークホルダー及び社会との関係性を論じたレスポンシブル・リ

ーダーシップ（Maak & Pless, 2006; Waldman & Galvin, 2008他）とサスティナブル・リ

ーダーシップ（Suriyankietkaew & Avery, 2016; Van Marrewijk, 2003他）は、包括的な概

念の研究段階（Gerard et al., 2017; Miska & Mendenhall, 2018）にあり、リーダーシップ

プロセスとしてどのように機能するのか述べられていない。 

 さらに、リーダーシッププロセスが明らかになることで、リーダーシップ研究にお

ける本研究のリーダーシップ論としての位置付けが、既存のリーダーシップ理論とは

異なり、リーダーシップの“有効性”と“価値判断基準”の両方を内包することが見

出された。まず、株主第一主義からステークホルダー重視へ研究の視点が変わる以前

のほとんどのリーダーシップ研究は、チームや組織のパフォーマンスに影響を与える

リーダーの行動について明らかにすることが重要な目的（Yukl, 2012）であり、リーダ

ーシップの有効性を問うスタンスが主流である。一方、規範的リーダーシップ論と称

されるオーセンティック・リーダーシップ、倫理的リーダーシップ、レスポンシブル・

リーダーシップ、そしてサスティナブル・リーダーシップは、リーダーの有効性の判

断以前に、リーダーの倫理的価値判断に依拠している。これは、リーダーの目標達成

手段と目的の内容について価値判断の基準になり得る（Robbins, 2005 髙木訳 2009）

ことを示している。しかし、オーセンティック・リーダーシップと倫理的リーダーシ

ップの場合、リーダーの倫理的な行動がフォロワーのロールモデルになることがフレ

ームワークの主旨となるプロセスである（Brown et al., 2005; Gardner et al., 2005）こと

から、経済的価値を生み出すためのリーダーシップとしての側面は弱い。そして、レ

スポンシブル・リーダーシップとサスティナブル・リーダーシップに関しては、リー

ダーシップの有効性について明らかにされていない（Gerard et al., 2017; Miska & 

Mendenhall, 2018）。企業は利益性の追求も必要であるため、倫理の観点だけではなく

経済的なアウトプットも統合したモデルを構築する必要性をSpitzeck（2011）は説いて
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いる。本研究のリーダーシップは、財務的パフォーマンスの有効性もリーダーシップ

プロセスに包含されることで、社会的価値と経済的価値の両方を実現するリーダーシ

ップモデルを示している。 

 （2）ステークホルダー及び社会との関係性を論じたレスポンシブル・リーダーシッ

プとサスティナブル・リーダーシップでは触れられていなかった従業員との関係性も、

社会との関係を重視するリーダーシップのアプローチを模索する上で欠かせないこと

が実証的に判明した。ビジネスリーダーは、従業員が継続的に価値を創造することに

より、社会における企業の使命である価値提供を果たすことができると理解している。

そのために、個々人を尊重し、経済面と心身面での充実を満たす関係性を築いている。

Humanistic leadershipもフォロワーとの関係性に言及している。フォロワーの様々な要

求や動機に対応することで、総体的な人間としての尊重を示すこと、そしてフォロワ

ーの能力を全て引き出すための育成（Fu et al., 2020a）を行うことと定義されているが、

包括的概念のレベルである。本研究の実証研究では、価値を創設するための自主性を

養うという明確な目的に沿った育成を述べており、より具体的なリーダーシップの概

念を明らかにしている。また、概念的フレームワークの構築により明らかになったよ

うに、本研究のリーダーシップは、社会的価値を目的とし、その結果として経済的価

値の目標が達成されるプロセスである。これに対して、Humanistic leadershipは、公益

を追求する努力をすると同時に、全てのステークホルダーの利益を認識し、考慮する

ことを試みる（Fu et al., 2020a）と定義されているが、どのように全ステークホルダー

と公の利益を考慮するのか明らかにされていない。したがって、本研究で定義された

リーダーシップ概念とプロセスが、今後のHumanistic leadershipの研究に貢献すると思

われる。 

 （3）リーダーシップ論における新しい概念としてリーダーの「継続性」という考え

方及び行動を見出した点も貢献としてあげたい。リーダーが組織の歴史の中で自分の

役割を定義し、環境に適応するリーダーシップを行使する。そして、リーダーは、自

身の在任期間のみパフォーマンスをあげることに注力するのではなく、将来を見据え

ることでタスキを渡すという役割を担っていることをリーダー自身が認識しているこ

とが明らかになった。 

 一方、先行研究のリーダーシップ論との類似点も見られる。とりわけ、サーバント・

リーダーシップとは多くの概念の共通性が見られる。傾聴（Listening）、共感（Empathy）、
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説得力（Persuasion）、先見力（Foresight）、そして人の成長へのコミットメント

（Commitment to the growth of people）である。人の育成に関しては、従業員の個人的

かつ職務的な成長を発展させるために全精力を注ぐ責任があると認識している（Spears, 

2010）点で共通している。さらに、変革型リーダーシップとは、フォロワーを個別に

配慮することで動機付けを行なっている点が、本研究のリーダーシップと一致する。

しかしながら、本研究のインフォーマントが属する組織の従業員数は平均で 4 万人（図

表 4-6）であり、従業員への個別的配慮と全体のバランスを考慮することは、ビジネス

リーダーのリーダーシップとしては、新しい概念と捉えることもできる。 

 （4）本研究では、各業種を代表する大企業のビジネスリーダー60 名にインタビュ

ーを行い、直接自身のリーダーシップ経験について語ってもらった。ケースサンプリ

ングで使用した松下幸之助と稲盛和夫のデータも、本人の発言が主要なソースである。

近年のリーダーシップ研究においては、既存のリーダーシップ論にその時代の現象を

反映するテーマをパッチワークのように加えることで、新しいリーダーシップスタイ

ルとして輩出する、あるいは再構築する（Waldman et al., 2006; Wu et al., 2015; Yang & 

Kim, 2018 等）傾向が顕著である。その結果、現実性に欠如した理想のリーダー像が構

築され、実務への適応を困難なものとしている。また、特に経営者を研究対象とした

調査で多く用いられる人口統計学的因子や部下からの情報をデータとして使用するこ

とは、リーダーとフォロワーの関係性やリーダーシップの有効性を焦点とする既存の

リーダーシップ研究では可能であったが、ステークホルダー社会の関係性やリーダー

の価値観に関わる新たなリーダーシップ論を生成することは困難である（Maak, 2007）。

したがって、本研究では、新しいリーダーシップ論を探索すべく、経営学ではまだ多

く使用されていないグラウンデッド・セオリーの方法論を用いることで、インフォー

マントの生きた経験からリーダーシップの概念フレームワークを構築した。グラウン

デッド・セオリーは、社会調査の方法論として医療や看護の分野における現象を調査

するために多く使用されている質的研究の一つであるが、リーダーシップも社会シス

テムの範囲内で発生する社会的、相関的な影響プロセスである（House & Aditya, 1997; 

Kempster & Parry, 2011; Parry, 1998）と捉えられており、親和性が高いと考えられる。

研究の対象者であるビジネスリーダーの生の経験をグラウンデッド・セオリーで分析

したことは、リーダーシップ理論構築の研究における方法論の選択肢を拡げることに

寄与したと考えられる。 
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 （5）実務的貢献としては、まず、本研究の課題に対する回答として一つのモデルを

提供したことである。人類にとって困難な問題が次々と起こる中で、株主第一主義に

替わり全てのステークホルダー及びより広い社会を考慮する新しいリーダーシップ論

が求められているが、これは実務家からのニーズでもある。本研究で明らかになった

“想像するリーダーシップ”とは、まず、企業が社会の課題解決のために価値のある

製品やサービスを提供するために存在することを認識することである。そして、利益

を全て独占するのではなくステークホルダーや社会全体に利益を分かち合うことで社

会的価値と経済的価値を両立させるリーダーシップモデルである。組織内部において

は、企業の方向性と必要な利益確保の周知を図り、価値創造を促進するために従業員

個々人を尊重すると同時に組織全体の公平性を保つことがこのリーダーシッププロセ

スの機能の一部となっている。ビジネスリーダーは将来を見据え、環境へ適応するた

めの経営を行なうために、組織の歴史の中で自分に与えられた役割は何か、何をすべ

きか理解することが企業及びビジネスの継続性をもたらし、ひいては社会の継続性に

繋がることを示唆している。このように“想像するリーダーシップ”は既存のリーダ

ーシップ論とは異なり、全方位を考慮に入れる “複雑性モデル”である。今日の複雑

化する地球規模の課題を解決するためには、実務界おいてこのようなビジネスリーダ

ーが多く輩出されることが望まれる。本研究では、日本のコンテクストという限られ

た範囲での研究であるが、世界的に持続可能な社会の構築が主流になりつつある今、

世界が求めるリーダーシップモデルとして日本以外のコンテクストにおいても参考に

なる点は多いと思われる。 

 次に、総体的にリーダーシップを取る複雑性に加えて、リーダーの“価値判断基準”

が求められるリーダーシップであることから、リーダーの育成プログラムの内容及び

リーダーの選抜基準に、リーダーの社会と人を尊重する価値観の醸成や全方位的に物

事を捉えることができる思考力の会得について考慮する必要があると考えられる。リ

ーダーが社会と人を尊重する価値観を持つきっかけは、自身が経験した出来事を省察

することから生じている。つまり、修羅場というような体験も含めて様々な実務経験

を与えることで、気付きが生まれる可能性が高い。あるいは、社会人になる前の教育

において、このような価値観を身に付けることが肝要とも考えられる。価値観という

のは Schein（2010）の 3 つのレベル階層が示すとおり一番下のレベルに位置し、表面

上の慣行とは異なり容易に変わるものではない。松下幸之助のみならず現代のトップ
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リーダーもしかり、自身の信念を共有するためにしつこいぐらい何度も直接自分で従

業員に対して想いを伝えるために多大な労力を割いていることは本論文でも明らかに

されている。 

 さらに、社会的使命を理念に掲げ、社会に貢献することは人材採用においても利点

がある。インフォーマントの何名かも言及していたが、社会貢献に共感を覚える人が

ミレニアム世代には多い。あるいは、従業員自身の企業に対する誇りや満足感から、

自分の子供を企業に就職させたいと思わせる波及効果もある。そして、日本人人材に

限らず海外の人材に関しても、インフォーマントの発言にあるように経営理念の価値

観に共感し、応募を決める候補者が存在する。日本以外の人々にも有効なリーダーシ

ップであることは、グローバル化を進める経営者（企業）にとって参考になり得る。 

 

7.3 本研究の課題と今後の展望 

 本研究の課題と今後の展望は、以下のとおりである。 

 

7.3.1 一般化の可能性について 

 本研究では、グラウンデッド・セオリーの方法論に基づき、社会との関係性を尊重

するリーダーの信念やリーダーシッププロセスを理解するために、同一性の研究対象

者を深く探索する方向性を選択した。結果として、従業員個々人を尊重し、社会的価

値と経済的価値を両立する経営者のリーダーシッププロセスが明らかになった。しか

し、グラウンデッド・セオリーは、分析対象の範囲内において有効な理論を構築する

アプローチである。実証主義のグラウンデッド・セオリーの立場を取る Glaser & Strauss

（Denzin, 2007）は、異なった対象グループ―組織、業界、国や地域―との比較分析を

進めることで理論の適応範囲と理解の発展を促進し、一般化を高めるアプローチを示

している（Glaser & Strauss, 1967）。本研究においては、各業界を代表する業績上位の

上場企業の日本人経営者のうち、社会に対するメッセージを含む経営理念を掲げ、株

主が一番重要なステークホルダーとは捉えていないビジネスリーダーに研究対象デー

タを限定している。したがって、今回の研究が日本企業の日本人経営者全員の代表で

はなく、また、社会と人を尊重する日本人ビジネスリーダー全ての代表ではない。し

かしながら、本研究では日本という極めて社会に対する責任が強いコンテクストを用

いて検証を行っており、異なった対象グループとして日本以外の国のビジネスリーダ
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ーを比較分析することで、普遍性の発見に繋がる可能性も期待できる。というのも、

本研究の分析の結果明らかになった想像するリーダーシップというのは、日本に閉じ

たことではなく、世界の経営者にも実在する。例えば、Uniliver の前 CEO の Paul Polman

や、PepsiCo の前 CEO の Indra Nooyi は、ビジネスの先にいる人々や地球に想いを馳せ

る力により、企業を変革しており、多くの共通点があるように思われる。新世代のリ

ーダー達の中に、本研究で発見されたような行動の再現性が明らかになれば、一般化

が示されることになる。そのためには、定量的方法による実証研究を行い検証するこ

とが最終的には求められる。具体的にはアンケート調査が妥当と思われるが、経営者

の方の時間は非常に限られており、協力が頂けるかどうか難しい課題である。 

 

7.3.2 リーダーシップ論の階層間における普遍的適応課題について 

 既存のリーダーシップ論のほとんどは、組織のポジションのレベルに関係なく適応

がされているが、実証研究で問題が指摘されている（Zaccaro & Klimoski, 2002）。戦

略的リーダーシップの先行研究が示すように、経営者は、ミドル・マネジャーのリー

ダーシップとは異なり、従属変数の一つとして組織の財務的なパフォーマンスがアウ

トプットとして評価され（Samimi et al., 2020）、組織全体の方向性を決める経営理念、

ビジョンや戦略の作成も同様に経営者に特徴的な行動である。また、本研究の結果で

は、経営者のリーダーシップの対象範囲が直属のフォロワーよりもむしろそれ以外の

組織のメンバー及び組織外のステークホルダーに行使されていることが確認された。

以上から、少なくとも“想像するリーダーシップ”については、組織の階層を超えた

適応には考慮が必要なことが明らかになったが、今後の更なる研究が待たれるところ

である。 

 

7.3.3 フォロワー側の調査について 

 近年のリーダーシップ研究では、リーダーのみならずフォロワーについても調査す

ることが通説となりつつある。しかし、本研究ではフォロワーの調査を行なっていな

い。本研究で明らかになったリーダーシップの対象は、組織内のフォロワーに限定さ

れず、顧客や社会、広義の意味では就職活動者もフォロワーに含まれ、非常に広範囲

に及んでいる。したがって、データアクセスの制限により一時データと二次データを

ミックスした調査デザインによる総体的な分析がなされる必要があると考えられる。  
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付録 

  



 

201 

付録1：インタビュー原稿サンプル1 

小野：パフォーマンスのところなんですけども、最も達成したい成果っていうのは何ですかっ

ていうことと、その際、もし成功としての指標が何かございましたら、それを教えていただけ

ればと思います。 

 

インフォーマントＡ：12 番のところなんですけど、僕はやっぱり豊かな企業文化っていうんで

すか、そういうものを、だから成果とか結果として現れてくるものじゃないかもしれませんけ

ど、少なくとも僕としてはそういうものを残していけるようなことをしたいと思ってます。た

だ、それは何かっていったら、具体的には何かっていうと、豊かな企業文化って何かっていう

と、人材力のある組織体制と将来の可能性のあるビジネスシーズです。そういうものをどう

我々は、経営陣がつくり出していけるか。その結果としてどこにつながるかっていうと、強固

な収益体制につながっていくと思うんですよ。だから僕は、まず収益がありきで、そのために

どうしていくかっていうことじゃなくて、豊かな企業文化と、そして今言いました人間力のあ

る組織体制を作れば、自然に会社っていうのは、社会問題の解決に向けて動き始めて、事業が

起きてくると思うんです。そうすると、収益につながっていく。 

 

小野：結果としてついてくる。 

 

インフォーマントＡ：結果としてついてくる。そういうふうになりたいと思います。それは予

算ですから、収益の話はしますけど。 

・・・ 

小野：ご自身で何か自分の自己啓発というか。学ぶことっていうことっていうのは何かされて

いる、特別なこと。 

 

インフォーマントＡ：こうやって人とお話ししながら、自分で話しながら。もちろん本読んだ

りとか、いろいろありますけども。僕は、自分はほとんど何も知ってないって言いましたです

けども。いろんな人と話しすると、僕の知らないことだらけですよ、皆さん、教えていただけ

ることは。今も、先生と小野さんからお話お伺いしながら、いろいろ僕と全然違うこと考えら

れてるなっていうことも感じながらお話ししてるんですけども、やっぱりそういう気付きの連

続が大事じゃないかなと、僕は思うんです。 



 

202 

付録2：インタビュー原稿サンプル2 

小野：いくつか質問させていただきたいんですけど。インタビューガイドラインにもあります、

最も重要な成果として、何を達成されたいですかということで、もし何か指標がある場合は、

指標も併せて教えていただきたいのですが。 

 

インフォーマントＢ：指標ですね。 

 

小野：もしなければ指標がなくても構いません。 

 

インフォーマントＢ：いや、いいんですよ。指標としては利益なんですけど、その利益を何に

使うかというのがとても大事だと、本当に今、思ってきていまして。利益を目的にしてはいけ

ないと、つくづく思っています。ただ、利益がないと社員にも還元できないし、次の投資もで

きませんので、利益はとても大事です。成長の手段としての利益はとても大事です。利益を生

み出す事業構造をしっかり進化させていきたいと思っています。まだまだ弱いので。 

 

小野：ありがとうございます。もう一つは、日本人の価値観や日本的なことで、何かご自身の

リーダーシップとかマネジメントに、影響を与えている価値観みたいなものはございますでし

ょうか。 

 

インフォーマントＢ：禅ですね。禅。本当に初心に帰るというところが、いかに重要で困難か。

実は初心というのは不安な状態なんですね。その不安な状態に、いつも自分の身を置くことが

できるかどうか。不安な状態において、右にも左にも、上にも下にも動ける状態を自分に持っ

ておくというんですかね。そういったマインドセットは本当に重要であるし、そういったこと

を教えてくれている禅は、本当に支えてもらっていますね。禅寺には行ったことはありません

けど。 

 

小野：そういったことを、ご自身で勉強されてリーダーシップに生かされているという。 

 

インフォーマントＢ：そうですね。勉強もしてますけど、禅が大事なのは、自分の観察だって

いうんですよね。自分を冷静に観察し続けることだというんですよ。・・・ 
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付録3：インタビュー原稿サンプル3 

小野：あと、現場訪問が一番大事っておっしゃっていて、現場で何が起こっているかを知るっ

ていうことをおっしゃっていたんですけど、もう少し詳しく、なぜ現場に。 

 

インフォーマント C：僕が現場に行って、まず現場のうちの社員と話しするわけ。現場に行っ

たときに、上の人、経営者と話ししてもしょうがないんだよ、実は。経営者なんて言うこと決

まってるから、言いことしか言わないの分かってるから、現場で働いてる人に声掛けてみると、

そういう人たちの反応の仕方だとか。例えば、行って、ぱっとすぐにあいさつする人もいるし、

忙しいから、あいさつしない人も。いいんだよ、忙しいからあいさつしないのは。だけども、

こっちがあいさつしても、あいさつしないのがいたりとかね。こっちは、向こうが忙しくて仕

事に集中してるときは声掛けないですよ。でも、ちょっと手休めたときに、顔合ったら、ぱっ

と、やあとか言うときにでも、きちっとあいさつするか、しないだとか。それから、現場のト

イレがきれいにされてるとか、されてないとか。僕、そういうこと見るんですよね。そうする

と、大体その会社の雰囲気分かる、いい会社か悪い会社かね。課題のある所は、もうちょっと

上長にも聞いてくし、それで数字を見たりだとか、そういうのもしますしね。現場に必ず出ま

すよ、いい会社か悪い会社かっていうのはね。 

 

小野：それは逆を言うと、下からは上がってこないっていうことですよね、なかなか。 

 

インフォーマント C：上がってきても、上が、そんなもん金がないからそんなトイレなんかき

れいにできるかってことを言ってるかもしれないしね。大概問題ある所は、また翌年行きます

よ、僕。定点観測。いい所は、僕はもう、はい、いいねで、頑張ってねで、行かないし。僕、

極端で、行くときにはある拠点にだあっと何回も行ったりとかね。一時、別の理由があるんだ

けど、インドに年間 7、8 回行ったことあるね。やっぱり課題、問題がある所っていうのかな。 

 

小野：ありがとうございます。 

 

インフォーマント C：僕が申し上げてるのはどっちかと言うと生産現場ね。 
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付録4：メモ書きの例1  

 

  出所：筆者作成 

 

 

 

 

 

人を中心に考えるということは、数字に頼らないということでもある。M&Aを行う際にも、

財務調査の数字で判断するのではなく、相手がどのような価値観や経営理念を持って経営を

していきたのか直接会って確かめる。 

＋社長就任時に自分の状況（コンテクスト）を理解するー＞役割、しなければならない事を

決める（任期含む） 

自分の前後の状況も考慮に入れて判断をし、継続的に企業が存在していくことに注力する 

後継者育成に様々な経験をさせる 

自己研鑚をすることで、組織の成長を図る 

＋継続 

バトンを渡す 

10年先を考えて今は我慢 

顧客と長期的な関係性を築く 

＋企業の役割・在り方 

世の中の課題解決 

企業の価値は時価総額ではなく、尊敬される企業 

公器 

 

＋従業員の存在意義・共感 

トップは環境を与えることが役割 

現場の人の心を動かし、自ら動くように働きかける 

従業員へ説明する責任があると考える 

経営者はできるだけリストラしたくない 
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付録 5：メモ書きの例 2 

 

  出所：筆者作成 

 

 

 

 

 

仮カテゴリー：ステークホルダー循環 

ステークホルダーの中で誰が一番重要かということではなく、ステークホルダー間の連携に

より最終的に結果として株主に利益がいくと考える 

利益は株主以外にもステークホルダー間で適正に配分される 

「私のセンスとしては、社員がちゃんとしてないと会社がしゃんとしなくて、会社がしゃん

としないと利益が出ない、そうすると株主に対する責任が果たせないという、そういう順番

で頭の中、働いてますけどね。」 

「サービスのレベルを上げて、従業員もハッピーに、毎日笑顔で仕事ができて、そこからす

るとお客さまもハッピーになって、顧客満足度が上がって、それが売り上げにつながってい

くっていう、一つの過程があろうかと思うんですけどもね。」 

「信頼され、尊敬される会社になる、で、社会に貢献して健全な利益を上げる、じゃあその

ためにはどうしたらいいの。で、そこから戦略があって、戦術になってくわけで。で、あと

ステークホルダーに適正に分配されていることっていうのも重要で、これは、今でよく言わ

れている株主還元もそうだし、それから、取引先に対する適正な手数料もそうだし、それか

ら従業員、役職員に対して、適正な給料をしっかりと支払う、これが適正な分配されると。」 

 

 

 

 

社会と人にフォーカスするということは、全てのステークホルダーを視野に入れ、循環と捉

えるリーダーシップのことである。ステークホルダーは人、社会、環境も含まれる。この循

環を継続させるためにトップリーダーは組織の方向性を示し、全従業員をリードすることに

時間を費やし、社会の公器としての役割を果たすことで目的を達成するのである。 
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付録 6：メモ書きの例 3 

 

  出所：筆者作成 

 

 

 

仮カテゴリー： 理念を構築する 

社会における企業の存在意義（ミッション）、価値観を理念として明確にする。こ

れは組織のベースとなり、方向性を示す役割をする。原則不変で継承されるべきと

いう考え。 

「企業は社会の公器である」 

「人間社会の持続性を支えているプラットフォーム」 

「社会の課題を解決し、価値を提供する」 

ー＞利益に対する考えと継続性へとつながっていく？ 

最終アウトプットとして「信頼・尊敬される会社になる」ことが成果のひとつ 

-経営理念を浸透させる 

 「再理解を、今の世の中、これから20年、30年先を見据えてやっていくっていう

のが今の仕事であると、私自身の。」 

-経営理念を構築 

「それまでは経営信条的なものはあったんですけども、誠意、熱意、創意なんてい

うのがあったんですけども、ちゃんとした企業理念、それから経営信条、それから

行動指針と、それと事業領域というものを定めまして、そいつを一般の企業に公表

をしたというのが一番だろうというふうに思います。それが、言ってみると、若手

社員だとか、社会に対して、そういう意識改革をさせるということで、ほぼ4年か

けてこの企業理念を作り上げました。」 

-経営理念を再定義 

•「やはり食いつき度っていうかな、社員の企業理念に対する食いつき度ってか、実践

度、理解度っていうかな。」 

 



 

207 

付録7-1 理論サンプリング：松下幸之助 カテゴリー例「社会の繁栄と人々の幸福を目指した経営理念を構築する」 

出所：筆者作成 

 

  

巻 ページ数 テクスト 初期コード 焦点コード

1 P117-118
商売は”私”のものではない。私企業でありますけれども、その本質
は、公の機関である。公の生産機関であって、会社の名において、ある
いは、個人の名において運営しているにすぎないのであります。

商売は”私”のものではない。私企
業でありますけれども、その本質
は、公の機関である。

4 P110
お互い企業は国民全体の共有財産である、共有事業であると考える。そ
れを便宜上、自分たちが預かって経営しているんだから、この企業とい
うものを非常に大事にしなくてはならん。

企業は国民全体の共有事業である

34 P76

松下電器は常に高い効用と高い価値のある製品をお送りして、業界の安
定、進運と生活文化の世界的水準へまでの向上に努力し、ひいては、わ
が国の隆盛に尽くして繁栄の喜びを共にしたいというのが、経営の根本
精神なのであります。

わが国の隆盛に尽くして繁栄の喜び
を共にしたい

34 P114

松下電器の経営は個人の考えで行ってはならないと考えております。松
下電器は明らかに公の機関であり、これの経営にあたっては、われわれ
の個人的な感情や損得の計算によって判断してはなりません。この公の
機関をどう動かしていくかは、社会のため業界のために何をなすべきか
を考え、決意することによって確立されるものであります。

松下電器は明らかに公の機関

34 P116-117
これは当社の業界での占有率を故意に増大せしめずして実行できる数字
であり、われわれは、これを社会に対する公的義務として遂行しようと
考えているのであります。

社会に対する公的義務として遂行

企業は公のもの
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付録7-2 理論サンプリング：松下幸之助 カテゴリー例「社会の繁栄と人々の幸福を目指した経営理念を構築する」 

 

     出所：筆者作成 

巻 ページ数 テクスト 初期コード 焦点コード

8 P176
私は、現代産業人としての真の目的は、あらゆる物資を豊富にし、これ
を潤沢、滑らかに社会の各層に配給して、その生産内容を充実向上せし
めるところにありと信じるのであります。

現代産業人としての真の目的

22 P241

会社の業績がよくなり、従業員の数が増えることのみで、その事業の良
否を言うことはできません。大いなる発展の一面に、松下電器がどうい
う考えで仕事をしているか、が吟味されなければならないのでありま
す。わが社は常に社会の栄えとともにあると信じ、常に社会の繁栄を
願ってやまないのであります。今わが社の活動が、社会の繁栄の先達と
して役立っていないならば、事業として存在価値も意味もないのであり
ます。この伝統の心がまえを崩してはなりません。
お互いの生活を向上し、人間としての喜びを、仕事を通じて高めていこ
うという松下電器の理念は各面に具体化され、そこから経営の充実も生
まれてくるのであります。

社会の繁栄に役立たない事業は存在
価値がない

29 P328-329

私はもちろん、諸君各自が仕事三昧にふけり、力強く事業を進めること
ができるならば、必ずや良品を多量に生産でき、代理店、販売店の渇望
を満たしうるとともに、ひいては社会に貢献させてもらうことができる
と信じるのである。あくまで社会に貢献させてもらうのであって、決し
て社会に貢献するのではない。仕事を通じて世に尽くさせてもらうので
ある。いいかえれば、社会に貢献させてもらうには仕事三昧の境にいた
らなければならないのである。そこに事業も繁栄し、日本産業の復興再
建も可能となるのである。

社会に貢献させてもらうのであっ
て、決して社会に貢献するのではな
い

29 P250
松下電器は創業以来、一般社会生活の必需品を多々ますます生産して、
廉価にこれを需要層に提供し、いささか社会生活の改善と向上に尽くし
てきた。

社会生活の改善と向上への貢献

22 P198
世界に連なって働く以上、われわれは世界人類の一員として、人間の使
命をわきまえ、人生の真の目的を把握し、この自覚のもとに、わが社経
営を再検討したいと期している

世界の一員として経営を再検討する

22 P243-244

販売にあたっては、ただ相手に負けてはならないというだけではなく、
また単に利益を追うのみではなく、確固たる正義感と社会観をもって商
戦に臨むべきであります。すなわち、競争相手があって初めて物事が進
み、世の中が発展するという考え方を、しっかりともっていなければな
りません。逆に、独占の姿は世の進歩を停止させます。この意味で、常
に競争者を育て培養し、双方お互いが切磋琢磨して、両者の共栄、ひい
ては社会の繁栄に尽くしたいと期しているのであります。

両者の共栄、ひいては社会の繁栄に
尽くしたい

34 P92

お得意先からの声は素直な社会の声として素直に聞き、わが社はお店の
発展のために万全の奉仕をし、お店の経営に十分ご協力したいのであり
ます。資金が少なければ、少ない資金を活用し高い効果を生み出すため
に、惜しみなく松下電器のもつ知恵を提供する決心は変わらないので
す。
誠意に立って協力一致するところに、共通の理念は実を結び、わが社創
業以来の経営理念である繁栄の社会が実現すると信じるのであります。

わが社創業以来の経営理念である繁
栄の社会が実現する

企業の存在意義
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付録7-3 理論サンプリング：松下幸之助 カテゴリー例「社会の繁栄と人々の幸福を目指した経営理念を構築する」 

出所：筆者作成 

 

巻 ページ数 テクスト 初期コード 焦点コード

31 P17-23

われら生産人には、その崇高さにおいて、宗教に対し何ら径庭もない大
いなる使命の存することを知ったのである。
事業人の使命というものは貧乏の克服である。社会全体を貧より救って
これを富ましめるにある。
ここだ、われわれ事業人、生産人のねらいどころたる真の使命は。すべ
ての物資を水のごとく無尽蔵たらしめよう。水道の水のごとく価を廉な
らしめよう。

事業人の使命というものは貧乏の克
服である。社会全体を貧より救って
これを富ましめるにある

31 P19

実業人の使命というものは貧乏の克服である。社会全体を貧より救って
これを富ましめるにある。商売や生産は、その商店や製作所を繁栄せし
めるにあらずして、その働き、活動によって社会を富ましめるところに
その目的がある。社会が富み栄えていく原動力として、その商店、その
製作所の働き、活動を必要とするのである。その意味においてのみ、そ
の商店なりその製作所が盛大になり繁栄していくことが許されるのであ
る。商店なり製作所の繁栄ということは、どこまでも第二義的である。

商店なり製作所の繁栄ということ
は、どこまでも第二義的である

1 P339-340

経営者として、やはり一つの人生観をもたねばならない、そういうよう
なものを、はっきりもたないといかん、その一つは何かというと、みん
なの代わりに死んでやる、ということである。
それはもっと広げていうと、社会のために死ぬんだ、あるいはお得意さ
んのために死ぬんだ、というようなことにも通じますね。もちろん、実
際は死んでくれと言いはしませんから、安心してよろしいけれども、
（笑）そういう心がまえが私は第一だと思うのです。

経営者として、やはり一つの人生観
をもたねばならない

経営者としての
人生観

1 P51-52

私どもは会社がもつところの社会観、人生観というものを、絶えず検討
しているのであります。われわれの考えている社会観に誤りがないかど
うか考えて、一応誤りがないと考えたなら、その基本にもとづいて販売
政策を組み立てているのが現在の私どもの営業方針でございます。

社会観、人生観に基づく販売政策
会社としての社
会観、人生観

事業人の使命
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 付録7-4 理論サンプリング：松下幸之助 カテゴリー例「社会の繁栄と人々の幸福を目指した経営理念を構築する」 

 

出所：筆者作成 

巻 ページ数 テクスト 初期コード 焦点コード

2 P22

経営理念というものが、はっきりと考えられなければならないわけで
あります。よりよき真の経営理念が力強く生まれてきますと、過当競
争というものを事前に防ぐことのできる良業が、お互い経営者のあい
だに生れてくると思うんであります。

よりよき真の経営理念の発生に
よって過当競争を防ぐことのでき
る良業

4 P206-207

社是、社訓のない会社は、私はおおむね力が弱いと思うんです。この
会社はこういう使命に立っているんだ、この使命を遂行するために、
会社はこういうことを社是として大事な問題としている、そのために
はこういうことをお互い考えなくてはいかん、そういう社是、社訓が
ぴしっとあって、適当にそれを教え、それで導いていくような会社に
は、いつ見てもみんなわがことのように仕事をするような風習が生ま
れるかもしれない。
社是、社訓を時代にピチッと合うようにつくられた会社、それを遂行
している会社はおおむねうまくいっております。そういうものを何も
もたない、ただ儲けたらいいんだ、一所懸命働いたらいいんだという
ような会社は、例外もありますけれども、概してうまくいかない。こ
れは私、当然だと思うんです。

社是、社訓を時代にピチッと合う
ようにつくられた会社、それを遂
行している会社はおおむねうまく
いっております

8 P178-179

己のみ富み栄えんことを図るようなケチな、汚い了見ではいけませ
ん。世の中は共栄共存、相助け、相与えよ、であります。
「実業の道は奉仕の世界なり」と断言しうるのであります。
断じて相手を倒さんとするごとき競争ではあってはなりません。お互
いに正しき競争の中に相助け、真に共存共栄の実をあげ、協力して実
業の道に努力し、産業の開発を図り、実業人としての本分を全うせら
れたいと切に念ずる次第であります。

事業の道は奉仕の世界なり

8 P208-209

下請工場といわず、取引先といわず、私は絶対共存共栄していこうと
思っています。私どもの経営方針としては、自分一人で儲けるという
ことは許されない、それでは大をなすことができない、他の協力を得
ることができない、したがって事業が伸びない、そういうことを心が
けて仕事をしております。ですから下請工場に対しては、技術その他
の経営面についても適切な指導や援助を与えるようにしておりますか
ら、最近比較的喜ばれていると信じています。

下請工場に適切な指導や援助を与
え、共存共栄していく

経営理念の重要
性

共存共栄
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付録8 理論サンプリング：稲盛和夫コーディング例 

 

出所：筆者作成  

発刊・放映日 雑誌・番組名 テクスト 初期コード 焦点コード

2013/5/7
ダイヤモンド・オ
ンライン

今の経営常識からいうと、株主価値を高めるのが経営の目
的だと言われていますが、そうではありません、社員が本
当に幸せになってくれること以外には目的はありません。
みんなが本当にがんばって幸せになってくれれば、当然業
績も上がるし、その結果は株主価値にも反映していくわけ
ですから。

結果は株主価値にも反映 ステークホルダー循環－分かち合う－

2010/1/18 PRESIDENT

集団が機能し、成果を上げていくためには、めざすべき方
向を明確にする必要があります。1つの目標に向かって、全
員のベクトルを合わせるということです。方向を示すの
が、経営理念や社是と呼ばれる規範。そしてそのベースに
は、根幹となる考え方、あるいは哲学が存在しなければな
りません。

方向を示すのが、経営理念や社是 経営理念の構築・継承

2011/5/16 日経ビジネス
JALの再生には何もマジックを使ったわけではありません。
社員の意識を変えたから、やる気を出させたからです。

意識を変えたから、やる気を出さ
せた

従業員のマインドセットの変革

2015/8/9 日本経済新聞
いつくしみ、愛するという利他の心でしていかないといけ
ないという、転換期に来てると思っておりまして、私は、
経営の中で、利他の心で経営することが大変大事だと。

利他の心 ステークホルダー間のバランス

2015/9/9
ダイヤモンドハー
バードビジネスレ
ビュー

経営者は社員の雇用を守ることが大きな社会貢献になるの
です。

社員の雇用を守ることが大きな社
会貢献

雇用の確保

2015/9/9
ダイヤモンドハー
バードビジネスレ
ビュー

正しい道、「正道」を踏んで事業をしなければ永続的な経
営はなしえません。

「正道」を踏んで事業をしなけれ
ば永続的な経営はなしえません

倫理の徹底

2015/10/5 PRESIDENT

まさに「全員参加経営」ですね。アメーバ経営もそれが目
的でした。リーダーが中心となり、アメーバの構成メン
バーは自らの目標を立て、それぞれの立場で目標達成のた
めに最大限の努力をする。個人の能力を活かしながら、み
んなが生きがいを持って働き、力を合わせる全員参加経営
が実現できるようになるのです。

個人の能力を活かし 自主性の確立

2015/10/5 PRESIDENT

上司として「こうすべきである」という信念や、「部下に
成長してほしい」という思いがあるから、叱ることができ
る。信念と愛情を持って、一生懸命指導し、説得すれば、
必ず通じると私は信じています。

信念と愛情を持って、一生懸命指導個々を考えた育成

2016/12/31 ザ・リーダー
ちょこちょこ来ては、見せて頂いて、どういう点を改善し
ていけばいいのか考えていこうかと思っています。

ちょこちょこ来ては 自ら現場で確認

2016/12/31 ザ・リーダー
人間性が一番大事だと思っておりましたので、意気消沈し
たJALの社員の人達を勇気づけてあげたいと思ったもんです
から。

社員の人達を勇気づけてあげたい 現場の想いを理解

2016/12/31 ザ・リーダー
心を高め、新しい事業を創出し、世界の、世の中に常に新
しい価値を提供し続けることこそ、企業は社会に必要とさ
れる存在であり続けることができると私は思っています。

常に新しい価値を提供 社会に対して継続的価値の提供

2016/12/31 ザ・リーダー
心を高め、新しい事業を創出し、世界の、世の中に常に新
しい価値を提供し続けることこそ、企業は社会に必要とさ
れる存在であり続けることができると私は思っています。

社会に必要とされる存在 社会における企業の存在意義

2016/12/31 ザ・リーダー

思いやりの心を持った方でなければならないと思う。リー
ダーで一番大事なものは思いやりの心、それを持っている
かだと思います。それを私は一言で利他の心と言っていま
す。

利他の心 ステークホルダー間のバランス

2018/11/24 週刊ダイヤモンド

私も含めたみんなが従業員だと思います。経営者だけがも
うけるために、会社を経営しているのではありません。私
は、自分も含めた全従業員の幸せを願って経営をしていま
す。

自分も含めた全従業員の幸せ 従業員の幸福
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